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光科学のフロンティアを切り拓く次世代放射光源として、コヒーレントX線、フェムト秒X線の発生が可
能なエネルギー回収型リニアック (ERL; Energy-Recovery Linac) の実現に向けた研究が、KEK、JAEA、
ISSPを中心とした国内複数機関の連携のもとで進められている。エネルギー回収型リニアックを用いた次
世代 X線放射光源は、電子エネルギー 5 GeV、ビーム電流 100 mAの規模であり、電子ビームの規格化エ
ミッタンスは 0.1 mm-mrad まで小さくすることが求められる。その実現のためには、高輝度大電流の電子
ビームを発生する光陰極電子銃や大電流を安定に加速する超伝導空洞に代表される、先進加速器の研究開

発が必要である。共同チームでは、ERL放射光源の実現に必須のこれら要素技術開発を行うにあたって、
全機器の総合的な動作試験を行うための小型 ERL装置（コンパクト ERL）を建設する計画を立案した。
本レポートは、コンパクト ERLの設計研究について記したものである。コンパクト ERLを構成する加

速器要素に必要な仕様とそれを実現するための研究開発の進め方、低エミッタンス大電流の電子ビームを

発生し、安定に加速するために考慮すべきビームダイナミクスの諸問題とその解決への道筋をまとめた。さ

らに、コンパクト ERLでテラヘルツ光、レーザコンプトンX線を発生した時の、光源としての仕様を明ら
かにした。
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Energy-recovery linac (ERL) is a promising device for future X-ray light sources, which can produce
coherent X-rays and femto-second X-ray pulses. In Japan, we have organized a collaboration team,
consisting of the members of KEK, JAEA, ISSP and other laboratories, toward realization of future ERL
light sources, and started R&D efforts to establish accelerator technologies relevant to the ERL light
source. In order to demonstrate all the accelerator technologies working together, we have decided to
build a small facility, the Compact ERL. This report presents a design study of the Compact ERL, which
includes R&D issues for each accelerator component, studies on the beam dynamics, performance of the
Compact ERL as a light source of THz and X-ray.
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1.1 はじめに

今日、物質科学、生命科学から情報科学まで幅広い分野において、「光」は欠くことのできない重要なツー

ルとして科学のフロンティアを拡大する役割を担っている。波長が短い光である X線は物質のミクロな構
造を解明するのに力を発揮し、干渉性を備えた光であるレーザは物質の量子状態の観察を可能にする。「光」

の代表選手である「X線」と「レーザ」は、レントゲンによるX線の発見 (1895年)、アインシュタインに
よる光量子仮説の発表 (1905年)に、それぞれの源を求めることができるが、その後に続く「光源」の発展
と「光源利用」の拡大は 20世紀の科学を彩る数々の華々しい成果をもたらした。

X線領域では、蓄積リング型電子加速器からのシンクロトロン放射光が最も高い輝度、強度を実現でき
ることから、その性能向上に大きな努力が費やされてきた。現在利用されている最も高輝度のX線光源は、
第 3世代放射光源である。そこで得られる低エミッタンス電子ビームからのアンジュレータ放射光は、初
期の第 1世代放射光源に比べて 10keV領域で約 10桁高い輝度を実現しており、蓄積リング型光源は成熟し
た技術と成りつつある。

一方、レーザでは Q-スイッチ、モードロックの発明がレーザの短パルス化をもたらし、チャープパルス
増幅技術の登場によって短パルス化はフェムト秒の領域に到達した。フェムト秒レーザを使った物質の励起

と観察は、超高速現象の科学として、今日のレーザ利用研究の中心テーマとなっている。また、フェムト秒

レーザを集光して得られる超高強度場における物質の振る舞いは、他の手段では観測できない興味深い物

理現象を引き起こすとして大きな注目を集めている。

20世紀に花開いた X線放射光、レーザを中心とした光科学の成果を引き継ぎ、さらなる進歩を促す新し
い光源として期待されているのが、次世代放射光源である。次世代放射光源の一般的な定義は、「コヒーレ

ンス」と「超短パルス」をX線領域で実現する装置とされている。これを言い換えれば、レーザの性質（コ
ヒーレンス、超短パルス）を持った X線放射光の実現である。

X線放射光にコヒーレンスと超短パルスをもたらす方式には、X線自由電子レーザ（XFEL）とエネル
ギー回収型リニアック（ERL）が提案されている。わが国における次世代放射光源計画の進め方を議論し
た日本放射光学会の「次世代光源検討特別委員会」では、究極を目指す光源計画として XFELの重要性を
認めると同時に、先端的基盤設備としてのリング型光源計画の策定と推進を求める最終報告書を示した [1]。
翌年に召集された「先端的リング型光源計画特別委員会」では、基礎科学から産業利用までの幅広い領域に

おいて、放射光利用の量的・質的イノベーションを先導するための先端リング型光源として、ERLが最有
力であると結論し、その研究開発を早急に着手すべきであると提言した [2]。
これら議論と並行して、ERL型放射光源の研究開発を推進する枠組みが、高エネルギー加速器研究機構、

日本原子力研究開発機構、東京大学物性研究所を中心として発足し、分子科学研究所、高輝度光科学研究セ

ンター、産業技術総合研究所などからの研究者を加えた共同チームが、ERL型次世代放射光源の実現に向
けた組織的な研究活動を開始した [3, 4]。共同チームの活動は、加速器要素技術の研究開発、ビームダイナ
ミクスの研究、次世代放射光源の利用研究の探訪まで網羅するものである。

エネルギー回収型リニアックを用いた次世代X線放射光源は、電子エネルギー 5 GeV、ビーム電流 100 mA
の規模であり、電子ビームの規格化エミッタンスは 0.1 mm-mrad まで小さくすることが期待されている。
これらのパラメータは、これまでに建設・運転されているERL装置の性能を大きく上回るものであり、ERL
加速器を構成する要素機器ごとに新たな性能向上を課すものである。とりわけ、極小エミッタンスと大電流

を両立する電子銃、大電流を安定に加速する超伝導空洞は、ERL放射光源の性能を決定する重要な構成要
素であるが、その実現には新技術の導入を含む研究開発が必要である。
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共同チームでは、ERL放射光源の実現に必須のこれら要素技術開発を行うにあたって、全機器の総合的
な動作試験を行うための小型 ERL装置（コンパクト ERL）を建設する計画を立案した。ERL型次世代放
射光源の実現に必要な全ての要素技術を完成し、その性能を実証することがコンパクト ERL建設の目的で
ある。コンパクト ERLのサイズは X線放射光源に比べればはるかに小さいが、ERL型次世代放射光源で
新たに必要となる要素技術の全てが含まれている。各要素技術は単独で試験するのみならず、ERL装置と
して実際に運転することで機器性能の総合的な実証が行えると期待できる。

一方では、放射光ユーザを交えた議論を通じてコンパクト ERLを光源として利用する提案も行われてい
る [5]。われわれは加速器要素技術の実証と併せて、コンパクト ERLで得られる光をユーザ利用実験に提供
することもコンパクト ERL建設の目的とした。コンパクト ERLでは、レーザコンプトン散乱で発生する
X線、および偏向磁石部で発生する大強度テラヘルツ光をユーザ実験に提供することができる。レーザコ
ンプトン散乱ではレーザに同期したフェムト秒の超短パルス X線が得られ、ポンプ・プローブ方式による
物質の動的解析に有用な光源となる。コンパクト ERLで得られるテラヘルツ光は平均強度、ピーク強度と
もに強い光であり、イメージングを中心とした分析光源としてのみならず、励起光源としてもユニークな装

置となるであろう。

われわれは、すでに、ERL放射光源の検討報告（光源設計と利用研究の展望を含む）を 2003年に刊行
している [6]。その後、ERL放射光源に対する注目とその実現を目指した技術開発は世界的な広がりを見せ
ている。2005年には ICFA (International Committee for Future Accelerators）が主催する第 1回の ERL
ワークショップが開かれ [7]、2007年には第 2回が開催された [8]。英国ダーズベリー研究所では、4GLSと
呼ばれる次世代放射光源のプロトタイプとして小型 ERL装置の建設が進み [9]、米国コーネル大学では放
射光施設 CHESSの後継として 5GeV-ERL光源が提案され、これに向けた技術開発として ERL入射器の
建設と試験に着手している [10]。米国アルゴンヌ研究所でも第 3世代放射光源 APSのアップグレードとし
て ERLの検討が行われている [11]。
本書は 2003年のレポート以降に行われた最新の研究成果を含んだ内容となっており、とりわけ加速器要

素技術については現在進行中の装置開発の状況をできる限り含めた。コンパクト ERLにおける技術実証か
ら次世代放射光源の実現に至るまでに解決すべき研究開発課題の一覧、これら課題を解決するための取り

組みが読み取れるように心がけたつもりである。本書が、わが国における先端リング型光源の実現に向け

た議論を深めるための一助となることを願っている。

コンパクト ERLの研究開発は、複数の研究機関に所属する多くの研究者からなる共同チームにより実施
されている。高エネルギー加速器研究機構（KEK）、日本原子力研究開発機構（JAEA）、東京大学物性研
究所（ISSP）の三者は、ERLに関する研究協定を結んで共同研究を実施しているが、これ以外の機関から
の研究者の参加も歓迎している。コンパクト ERLの設計研究には、分子科学研究所、JASRI、産総研から
も研究者が参加しており、多岐にわたる研究課題の遂行において多くの貢献を果たしている。共同チームの

参加者一覧は巻頭にまとめて記した。

1.2 コンパクトERLの位置づけ

前節で述べたように、コンパクト ERL建設の目的は (1)ERL型次世代放射光源の実現に必要な全ての要
素技術を完成し、その性能を実証するための全機器の総合的な動作試験、(2)レーザコンプトン散乱で発生
する X線、および、偏向磁石部で発生する大強度テラヘルツ光をユーザ実験に提供することである。

5 GeV-ERL放射光源とコンパクト ERLの主なパラメータ比較を表 1.1に示す。電子エネルギーを除け
ば、コンパクト ERLの仕様は将来の ERL放射光源と同一であり、コンパクト ERLを構成する加速器要素
の全てが ERL放射光源と共通である。したがって、コンパクト ERLの建設と設計通りの運転が行われれ
ば、ERL型次世代放射光源を実現するための技術的な障壁はクリアされることになる。
コンパクト ERLの光源利用では、レーザコンプトン散乱によるフェムト秒 X線、大強度テラヘルツと

いったユニークな光を有効に活用し、光源利用研究としての大きな成果の創出を期待している。これと同時

に、将来の ERL放射光源で必要な光源利用技術（例えば、フェムト秒 X線とフェムト秒レーザの同期な
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ど）のレベルアップ、発生する光の特性を通して見えてくる加速器の諸問題の提起と解決（軌道安定化な

ど）も、利用研究を通して得られると考えている。

表 1.1: 5 GeV-ERL放射光源とコンパクト ERLの主なパラメータの比較
5 GeV ERL 放射光源 コンパクト ERL

周回エネルギー 5 GeV 60–85 MeV
平均電流 10-100 mA 10-100 mA

電子バンチ長 0.1-3 ps 0.1-3 ps
電子バンチ電荷量 7.7-77 pC 7.7-77 pC
規格化エミッタンス 0.1-1 mm-mrad 0.1-1 mm-mrad

1.3 コンパクトERLの概要とパラメータ

コンパクト ERLは、図 1.1に示すように、約 40m× 10m のサイズであり、入射器、周回軌道からなる。
主加速器は 4台の 9セル空洞を格納するクライオモジュールを 2台設置可能な構成としている。初期の運
転はクライオモジュール 1台のみとし、周回エネルギー 60-85 MeV を予定している。将来的には冷凍機を
増強することにより、主加速器をクライオモジュール 2台の構成として、最大 200 MeV程度の周回エネル
ギーを予定している。

表 1.2にコンパクト ERLの装置パラメータを示す。

図 1.1: コンパクト ERL配置の概要
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表 1.2: コンパクト ERLのパラメータ（主加速器クライオモジュール 1台の構成）
電子ビーム

周回エネルギー 60-85 MeV
平均電流 10-100 mA
バンチ繰り返し 1.3 GHz
規格化エミッタンス 1 mm-mrad (77 pC)

0.1 mm-mrad (7.7 pC)
エネルギー広がり (rms) < 3 × 10−4

バンチ長 (通常モード) 1-3 ps (rms)
バンチ長 (バンチ圧縮モード †) 100 fs (rms)

電子銃

加速電圧 500 kV

入射用超伝導加速器

セル数・空洞数 2セル・3空洞
加速勾配 7.4 (14.7 ∗) MV/m
加速電圧 5 (10 ∗) MV

主超伝導加速器

セル数・空洞数 9セル・4空洞
加速勾配 15-20 MV/m
加速電圧 55-80 MV

周回軌道

合流部 3-ダイポール型
アーク部 トリプルベンドアクロマット (TBA)
周長 70 m

冷凍・液化機

冷凍能力（公称値）†† 600 W at 4.4K または 250 L/hr

† バンチ圧縮モードではエミッタンスとエネルギー広がりの増大を許容する。
†† 現有の冷凍機の能力。コンパクト ERLのフルスペックでの運転には増強が必要。
∗ 50 mA 以下の低電流の運転モード。
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第2章 加速器構成要素

2.1 電子銃

2.1.1 コンパクトERLで実証すべき項目

ERLは蓄積リングの特長 (大電流)とリニアックの特長 (低エミッタンス、超短パルス) を合わせ持つ加
速器であるが、これら ERLの長所を最大限に発揮するためには、低エミッタンス大電流の電子ビームを発
生する電子銃が必須である。したがって、電子銃は ERLの電子ビーム特性を決定する最重要の開発課題で
ある。コンパクト ERLでは、ERL放射光源と同一仕様の電子ビームを発生し、繰り返し 1.3 GHzの運転
において、平均電流 100 mA (77 pCバンチ)で規格化エミッタンス 1 mm-mrad、平均電流 10 mA (7.7 pC
バンチ)で規格化エミッタンス 0.1 mm-mradを達成することが目標である。
光陰極の量子効率、寿命についても、実用上十分な特性を得るためには、大きな努力が求められるであろ

う。われわれは、すでにいくつかの予備実験を通して、これら光陰極の特性改善に有効な知見を得ている

が、実際の運転条件下で光陰極の特性評価を行うこともコンパクト ERLにおける実証項目のひとつである。

2.1.2 開発課題

次節以降で述べるように、NEA（Negative Electron Affinity；負の電子親和力）カソードと DC電子銃
の組み合わせが、大電流と極小エミッタンスを両立する唯一の方式であり、われわれは、ERL放射光源の
電子銃としてこの方式を採用する。大電流（100 mA）、極小エミッタンス（0.1 mm-mrad）が原理的に可
能といっても、これを実現するには様々の技術課題を解決しなければならない。主要な技術課題は以下の通

りである。

• 小さな熱エミッタンス、高い量子効率、長寿命を併せ持つカソード材料の開発
• 暗電流を低減するための電極材料と表面処理技術
• カソードの長寿命化に必要な極高真空技術
• ロードロック、加熱洗浄、表面活性化を含むカソードの輸送とハンドリング技術
• 大電流 Cockcroft-Walton電源における電圧安定化技術
• エミッタンス増大を補償するビーム輸送系構築に必要なビームダイナミクスの理解

2.1.3 電子銃方式の比較

既存の電子銃は、低エミッタンス小電流 (∼ 1 mm-mrad、∼ 1 nA)、高エミッタンス大電流 (∼ 10 mm-
mrad、∼ 10 mA)のいずれかであり、ERLに必要な低エミッタンス大電流 ( < 1 mm-mrad、100 mA)を
満たす電子銃は実現していない。図 2.1は、これまでに開発された電子銃を平均電流と規格化エミッタンス
で整理したものである。

熱陰極電子銃では、SPring-8で開発中の X線自由電子レーザ (SCSS)の 500 kVパルス電子銃がエミッ
タンス 1.1 mm-mrad （1 A、3 µsec）を達成しているが、低繰り返し（60 Hz）のため平均電流は小さい
[1]。原子力機構の ERL型赤外自由電子レーザ (JAEA-FEL)[2]、ロシア・ブドカー研究所の ERL型テラヘ
ルツ自由電子レーザ（BINP-FEL）[3]は、同じ設計の連続動作可能なグリッドパルサーで駆動する DC電
子銃であり、それぞれ 10 mA、40 mAの電子ビームを発生できる。DC電圧は、JAEAが 230 kV、BINP
が 300 kVである。グリッドパルサー方式のためにエミッタンスは大きく、20-30 mm-mradである。
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図 2.1: これまでに開発された電子銃。個々の電子銃は本文中で詳述してある。

金属（銅、マグネシウム）をフォトカソードとする RF電子銃は、SLAC-LCLS（米国スタンフォード線
形加速器センターの X線自由電子レーザ）で採用されている他、小型の高輝度電子源として広く研究され
ている。住友重機械 (SHI)では、この方式の電子銃で 1.2 mm-mrad（電荷量 1 nC）のエミッタンスを得て
いる [4]。常伝導 RF空洞なのでパルス運転（10-100 Hz）しか行えず、平均電流は小さい。

Cs2Te（半導体）をフォトカソードとして利用する電子銃としては、常伝導RF電子銃がDESY-FLASH
（欧州のX線自由電子レーザ）[5]、超伝導 RF電子銃が FZR（ドイツ、Forschungszentrum Rossendorf; 赤
外 FEL、原子核実験用の超伝導リニアック）[6]で開発されている。FZRの超伝導 RF電子銃は 1 mAの
CW電子ビーム（77 pC, 13 MHz）を発生し、エミッタンス 1.5 mm-mradが得られる設計であり、まもな
く運転が始まる。Cs2Teのバンドギャップは 3.3 eVであり、紫外レーザ（チタンサファイアの 3倍波、も
しくは、YAGの 4倍波）が必要なために、これ以上の大電流化は難しい。

ERLの要求（平均電流 100 mA、規格化エミッタンス 0.1 mm-mrad）を原理的に実現可能な唯一の電
子銃が、NEA表面を有する半導体をフォトカソードとした DC電子銃である。米国ジェファーソン研究
所の ERL型赤外自由電子レーザ（JLAB-FEL）では、NEA-GaAsと 350 kV-DC電子銃の組み合わせで、
9.1 mA（120 pC × 74.85 MHz）、10 mm-mradの電子ビームを発生している [7]。電流の増大は、電子銃
の DC電源の増強と電子バンチ繰り返しの増大を行えばよい。大電流可能の特長に加えて、NEAカソード
は初期エミッタンスの極めて小さな電子ビームを発生することができる利点がある。イリノイ大学 [8]、名
古屋大学 [9] におけるNEAカソードの研究では、微小電流の試験であるが 0.1-0.2 mm-mradのエミッタン
スを実現している。

2.1.4 フォトカソードDC電子銃

すでに述べたように、われわれは、ERL用電子銃としてフォトカソード DC電子銃を採用し、低エミッ
タンス大電流電子ビームの発生を目指す。フォトカソードDC電子銃は、図 2.2に示すようにカソード／ア
ノード間にDC電源により高電圧を印加し、フォトカソードで発生する電子を引き出す方式であり、連続運
転 (CW) で大電流（100 mA）の電子ビーム発生が原理的に可能である。
カソードは、NEA (Negative Electron Affinity)表面を持つ半導体を採用する。NEA表面とは、伝導帯

の最低準位よりも真空準位が低い状態を指し、p型にドープしたGaAsの表面に Csを添付することで実現
できる（図 2.3）。このようなカソードでは、バンドギャップに整合した波長の励起レーザを照射すること
で、室温とほぼ等価な熱エネルギーで電子を引き出すことが可能であり、エミッタンス 0.1 mm-mrad を実
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現できる。

このように、DC電子銃と NEA半導体カソードの組み合わせは、大電流 (100 mA級)と極小エミッタン
ス（0.1 mm-mrad）を実現する唯一の電子銃である。

図 2.2: フォトカソード DC電子銃の構成

図 2.3: p型GaAsのバンド構造を示す。VBは価電子帯、CBは伝導帯、Eg はバンドギャップ、χは半導体

の電子親和力、ϕBB はバンドベンディングのポテンシャルである。表面にCsを添付すると実効的な電子親
和力 χeff が負となる状態、すなわち、NEA状態が実現できる。このとき、ϕD は Csが作るダイポールポ
テンシャルである。

2.1.5 大電流 100 mA への挑戦

フォトカソードが発生する電子ビーム電流は、カソードの量子効率 (入射光子 1個あたりの発生電子数)
とドライブレーザのパワーで決まる。電子ビーム電流 I と、量子効率 QE、レーザパワー P、レーザ波長

λ の関係は次式で与えられる。

I(mA) =
λ(nm)

124
P (W )QE(%) (2.1)

量子効率が 1%の NEA-GaAsを 780nmのレーザで駆動するとき、100 mAを得るために必要なレーザパ
ワーは 16 W と求められる。このレーザパワーは、モードロックファイバーレーザを使って十分に実現で

きる見込みである。電子銃駆動レーザの詳細は 2.2節で述べる。
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2.1.6 エミッタンス 0.1 mm-mrad への挑戦

XFEL のための低エミッタンス電子銃が世界中で精力的に研究開発されており、規格化エミッタンス
1.0 mm-mrad に迫る実験結果が得られている。ERLが求めるエミッタンスは、これよりもさらに 1桁小さ
な値であり、XFEL電子銃の技術を外挿するだけでは到達不可能である。電子はカソードから放出された
時点で、有限のエミッタンスを持っている。この初期エミッタンスは、電子の熱運動に由来することから熱

エミッタンスとも呼ばれる。カソード放出電子が一様な円形分布を持つ時、熱エミッタンスはカソード半径

rc、電子の実効温度 T の関数として、次式で与えられる。

εth =
rc

2

√
kT

mc2
(2.2)

カソード直径 1 mm、実効温度 kT = 35 meV とした時、熱エミッタンスは 0.065 mm-mrad である。エ
ミッタンス 0.1 mm-mradを実現するには、電子の実効温度を室温 (25 meV)に近づける必要があり、熱電
子銃の利用は不可能であることがわかる。

フォトカソード電子銃の初期エミッタンスは、カソードにおける電子の光励起と放出メカニズムに依存す

る。図 2.4は、表面が NEA状態のフォトカソードにおける電子放出を示したものである。カソードの奥深
くで生成した電子は表面まで拡散する間に格子散乱でエネルギーを失い伝導帯の底に等しいエネルギーを

持って表面に到達し放出される。カソードの浅い位置で生まれた電子は、生成時のエネルギーを持ったまま

放出される。放出される電子のエネルギー広がりが初期エミッタンスを決めるので、励起レーザの波長をバ

ンドギャップに近づけることで、放出電子の初期エミッタンスを小さくできることがわかる。NEAカソー
ドにおけるレーザ励起波長と初期エミッタンスの測定実験はこれまでに数例報告されており、上記メカニズ

ムと矛盾しない実験結果が得られている [8, 9, 10]。

図 2.4: NEA カソードからの電子放出。光励起電子の発生、拡散、放出の 3段階モデルで説明できる。

PEA (Positive Electron Affinity)カソードは、伝導帯の底よりも真空準位が高い位置にあり、伝導帯の
底まで落ちた電子が表面から離脱できない。したがって、NEAのように放出電子のエネルギー広がりが小
さくなるメカニズムは内在せず、初期エミッタンスを室温に近づけることはできない。Cs2Te（PEAカソー
ド）の初期エミッタンス測定から、実効温度を求めた例では、450 meV の値が報告されている [5]。

2.1.7 カソード長寿命化への挑戦

NEA-GaAsは、表面に存在する Cs原子が作る電気双極子が真空準位を押し下げる働きをしている（図
2.3）。したがって、何らかの原因で Cs原子が脱離してしまうと、表面の NEA特性が失われ電子放出が止
まってしまう。これが NEAカソードの寿命と呼ばれる現象である。

JLAB ERL-FEL と CEBAF (Continuous Electron Beam Accelerator Facility; JLAB にある原子核実
験用の電子加速器）における、これまでの経験から、NEA-GaAs の寿命は引き出し電流の積分値（引き出
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し電荷量）で決まることがわかっている（表 2.1参照）。ERL放射光源の運転条件として、カソードのス
ポットサイズをφ 2mm、平均電流を 100 mAとすると、100時間の運転後の引き出し電荷量は 106 C/cm2

となる。ERL放射光源では、JLAB実績値を上回る長寿命カソードの実現が課題である。

表 2.1: JLAB 電子銃の実績（電流、寿命は典型的な値）[11, 12, 13]
JLAB ERL FEL JLAB CEBAF

電圧 350 kV 100 kV
カソード・アノード間隔 10.56 cm 6 cm

平均電流 9.1 mA 0.2 mA
(120 pC × 74.85 MHz) (0.4 pC × 499 MHz)

真空度 10−11 torr mid 10−12 torr
1/e 寿命 2 × 103 C/cm2 2 × 105 C/cm2

引出し電荷量 450 C 200 C
レーザスポット直径 3 mm 0.35 mm

NEAカソードは化学的に活性なガス（H2O、O2、CO2など）に曝されると急速に劣化するが、不活性な

ガス（H2、N2、CH4、Ar、COなど）には鈍感であり、JLABでは、NEAカソードの性能を保ったまま、
真空中で 4ヶ月以上保管した実績がある [12]。しがたって、NEAカソードの寿命は、電子銃の運転に伴っ
て生じる表面の劣化によるものと考えられる。寿命を決めるメカニズム（NEA 表面を劣化・破壊するメカ
ニズム）としては、

• 電子ビームと残留ガス分子の衝突で発生するイオンの逆流
• カソード・アノード電極間の暗電流で発生するイオンの逆流
• 迷光がカソードに当たり放出される光電子（暗電流）で発生するイオンの逆流

などがある。これからわかるように、カソード長寿命化の基本は、真空の向上と暗電流の低減である。

JAEAで開発中の 250 kV電子銃では、一般的な SUS に比べてガス放出が 2-3桁少ないチタン合金を材
料とした真空チェンバーを用いることで真空の向上を図っている。Cornell大学では、カソード・アノード
周りに大容量の NEGポンプ（20,000リッター/秒）を配備することで真空の向上を目指している。
真空の向上とともに、電極材料を工夫することで、暗電流を低減できることがいくつかの実験で示されて

いる。名古屋大学の研究では、カソード側の電極をモリブデン、アノード電極をチタンとした時に暗電流が

最も少なくなるという実験結果が得られている [14]。Cornell大学では、電極表面にイオン注入を施すこと
で、暗電流が小さくなるという結果を得ている [15]。

JLABの ERL-FELでは、NEA活性化（セシウム添加）を行うときに、カソード・アノードチェンバー
にセシウムが漏れ出す構造になっている。電極表面にセシウムが付着することで暗電流が流れやすくなっ

ていると考えられる。JAEA、Cornell大の電子銃では、ゲートバルブで仕切られた専用チェンバーでNEA
活性化を行うように改良されている。

カソードは直径 1 cm-数 cmの基板を用いるが、電子を引き出す中心部以外を不活性化することで、迷光
による暗電流を抑止できる。酸化膜形成による不活性化の方法（anordization）が JLABで提案されており
[12]、Cornell大学も採用している。
電子銃の加速勾配が大きくなると、残留ガスに起因する逆流イオンの影響は低減されると期待できる。こ

れは、気体分子のイオン化断面積は電子エネルギーに大きく依存し、200 eV 付近にピークを持つためであ
る [16]。加速勾配が大きくなれば、イオン化断面積の大きなエネルギー領域（100-200 eV）に対応する電子
の行路が短くなるので、イオンの発生収量も小さくなると考えられる。

これ以外にも、駆動レーザを照射するスポットを変えることで寿命を延ばす（Cornell大学）、寿命の長い
カソード材料を開発する（JAEA）といった試みもある。ここで述べた複数の手法を組み合わせることで、
JLABの実績（表 2.1）を凌駕する寿命特性が得られると考える。将来の ERL放射光源の要求仕様にどこ
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まで迫れるか、長寿命カソードを目指した研究は、コンパクト ERLにおいても引き続いて展開しなければ
ならない。

2.1.8 開発シナリオ

コンパクト ERLの電子銃は、以下の開発シナリオに沿って完成を目指す。

1. フォトカソード DC電子銃の運転に必要な様々な技術 (極高真空、NEA表面作成、レーザ導入、暗
電流低減)を確立するために、JAEA が所有する物品を利用して 250 kV-50 mA DC電子銃の開発を
行う。

2. この電子銃を用いてカソード材料の開発を行う。また、ドライブレーザの開発に合わせて大電流試験
を行う。

3. 250 kV電子銃の成果を引き継ぎ、500 kV電子銃の設計製作を行う。
4. 500 kV電子銃をコンパクト ERLへ組み込む

図 2.5: 開発中の 250 kV-50 mA 電子銃の構成。

2.1.9 250 kV 電子銃開発の現状

JAEA ERL グループにおいて、250 kV-50 mA 電子銃の開発が進められている [17, 18, 19]。図 2.5に電
子銃の構成を示す。電子銃は、高電圧発生部（Cockcroft-Walton回路、SF6 絶縁ガスタンク、セラミック

管）、本体チェンバー（カソード、アノード）、ロードロックチェンバー、プレパレーションチェンバー（加

熱洗浄、NEA表面の調製）、レーザ導入機構、エミッタンス補償ソレノイドなどからなる。NEA表面の調
製と維持には、極高真空 (< 10−9 Pa)が必要であるため、一般的な SUS に比べてガス放出が 2-3桁少ない
チタン合金製 [20]の真空槽を採用している。
これまでに、Cockcroft-Walton型高電圧発生部の高圧印加試験、プレパレーションチェンバ、ロードロッ

クチェンバの設計・製作・真空試験、カソード／アノード電極の設計・製作、レーザ導入機構の設計・製

作、エミッタンス補償用ソレノイドの設計・製作・磁場測定、電圧リップル要求精度の評価と実現方法の検

討などが完了している。平成 19年度末までにビーム引き出し試験を開始する予定である。
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2.1.10 電圧リップルの影響とその低減手法

ERL用の大電流DC電子銃では、Cockcroft-Walton型の高電圧発生装置を用いる。この装置は、整流素
子とキャパシタンスを組み合わせた梯子型回路に交流電源（または、高周波パルス電源）をつないで、高電

圧ターミナルに向かって電荷を汲み上げるものである。時定数の長い電圧変動はフィードバック回路で制御

可能であるが、駆動電源の周波数で生じる電圧リップルを取り除くのは容易でない。このような電圧リップ

ルが電子ビーム特性に与える影響を詳しく検討する必要がある。

図 2.6: 電子銃電圧のリップルが電子ビームに与える影響（主加速器下流でのエミッタンス、バンチ長を
PARMELAで計算した結果）。

図 2.7: 電子銃電圧のリップルが電子ビームに与える影響（主加速器下流でのバンチ到着タイミングをPARMELA

で計算した結果）。

われわれは、500 kV電子銃、合流エネルギー 5 MeV、最終エネルギー 70 MeV のモデルを使って、電
子銃電圧変動がビーム特性に与える影響を評価した [19]。PARMELA を使った計算により主加速器下流での

バンチ長、エミッタンス、バンチ到着時刻、バンチエネルギーに対する電子銃電圧変動の影響を求めた。こ

れらの結果を図 2.6、2.7に示す。電子銃電圧の変動が 1 × 10−4 の時、FWHMバンチ長、エミッタンスの
変動を 1%以下にでき、バンチ到着時刻変動は 5 fs程度となる。これらの結果から、電子銃電圧の変動は
1 × 10−4 以下でなければならないことがわかる。

Cockcroft-Walton電源における電圧リップルの大きさは、駆動周波数 f、負荷電流 I、梯子型回路の段
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数 n、各段のキャパシタンス C の関数として与えられる。

δV =
nI

2fC
(2.3)

大電流（50-100 mA）が必要な ERL用電子銃では、上式で与えられるリップル電圧を 1 × 10−4 以下にす

ることは難しい。リップルを小さくするには、LC フィルタを出力側に挿入するのが有効であり、われわれ
は、この方式を採用する。図 2.8に LCフィルタを組み込んだ Cockcroft-Walton 回路を示す。LCフィル
タを挿入した時のリップル低減率は、次のように計算できる。

δVLC

δV
=

1
4π2f2LC

(2.4)

250 kV-50 mAのCockcroft-Walton電源では、リップルの実測値は 48 V(p-p)、250 kVに対して 1.9×10−4

の値であった。同様の設計を行うことで、500 kV-100 mA 電子銃においても十分に小さな電圧リップルを
実現できる見込みを得ている。250 kV-50 mA電子銃（開発中）と 500 kV-100 mA （コンパクト ERL用）
の Cockcroft-Walton回路の設計パラメータを表 2.2に示す。

図 2.8: リップル低減のための LCフィルタを組み込んだ Cockcroft-Wakton 回路

表 2.2: Cockcroft-Walton回路の仕様
開発中 最終目標

電圧－電流 250 kV-50 mA 500 kV-100 mA
駆動周波数 20 kHz 40 kHz
各段静電容量 8.4 nF 16.8 nF
段数 6 12

フィルターインダクタンス 1.2 H 1.2 H
フィルタ－キャパシタンス 1.4 nF 1.4 nF
リップル（計算値） 1.4 × 10−4 1.7 × 10−5

リップル（実測値） 1.9 × 10−4
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2.1.11 カソード材料

NEA-GaAs のバンドギャップは 1.43 eV (867 nm) である。チタンサファイアレーザの基本波、または
Nd:YAG の 2次高調波で励起可能なことから、JLAB 偏極電子源、ERL用電子源として 10年近い運転実
績がある。量子効率、寿命、初期エミッタンスについて、多くの知見が得られており、これら性能の上限が

ほぼ明らかになっている。

われわれは、GaAs を超える高性能カソードを目指した研究開発も進めている。これまでに GaAs にアル
ミニウムを混晶した AlGaAs カソードが GaAs を上回る量子効率と寿命特性を有することを明らかにした
[21]。図 2.9は Al0.28Ga0.72As の寿命特性を GaAsと比較した結果である。Alを混晶することで、初期量
子効率は約 2倍、寿命は 10倍以上の改善が見られる。AlGaAs の電子親和力 (3.8 eV)が GaAs (4.1 eV)よ
りも小さいために、カソード表面に添付する Cs原子の作るダイポールを含めた実効的な電子親和力 (NEA
では負の値となる)も AlGaAs の方が小さくなる (大きな負の値となる)。そのため、カソード表面の劣化
(Cs 原子の離脱が主要な原因と考えられる)に伴う真空準位の上昇 (NEA の劣化)に対して、AlGaAsは大
きな耐性を持っていることが長寿命特性に結び付いていると考えられる。なお、この実験はカソード・テス

トベンチの 200 V引き出し電圧で行っており、残留ガスのイオン化が厳しい条件（イオン化断面積が大き
い条件）であるため、寿命の絶対値は実際の電子銃の運転条件と異なる。二種類のカソード材料の比較とし

てのみ意味があることに注意してほしい。

このように、カソード材料を改良することで量子効率、寿命、さらには初期エミッタンスといった ERL
電子銃の性能を左右するカソード特性を高めることができる。われわれは、最適に設計された超格子半導

体が高い量子効率、長い寿命、小さな初期エミッタンスを同時に満たす究極のカソードとなると提案してい

る [22]。

図 2.9: Al0.28Ga0.72AsとGaAsの寿命特性の測定結果。照射するレーザ波長は、それぞれのバンドギャップ
エネルギーから 0.2 eV大きなエネルギーで電子を励起するように、GaAsは 804 nm、AlGaAsは 633 nm
とした。
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2.2 電子銃ドライブレーザ

2.2.1 コンパクトERLにおける研究開発項目

光陰極電子銃で発生する電子バンチの特性（エミッタンス、バンチ長、繰り返し、安定性など）は、ドラ

イブレーザの性能に大きく依存する。コンパクト ERLの目標として電子ビームの平均電流、エミッタンス
の値が与えられれば、電子銃ドライブレーザの仕様も自ずから決定される。平均電流 100 mA、バンチ繰り
返し 1.3 GHz、規格化エミッタンス 0.1 mm-mad を得るためのドライブレーザを実現することがコンパク
ト ERLにおける研究開発項目である。
われわれは、近年著しい発展を見せているファイバーレーザの技術を採用し、上記パラメータを満たす電

子バンチの発生を実証する。さらに、次世代放射光源の運転に必要な十分な安定性と再現性も実証したい

と考える。

2.2.2 YbファイバーアンプによるERLドライブレーザ

ERL入射器における電子銃ドライブレーザに必要な性能は

1. 必要な電子ビーム電流 (100 mA)を発生させるために十分なパワーを有すること、
2. 入射部のバンチャー系を含めて、RF加速に必要な短いパルス幅の電子ビームを発生させるため、短
パルス列 (20 ps、1.3 GHz繰り返し)を発生できること、

3. 光電子を発生させるため、光の波長はカソードのバンドギャップに相当する波長よりも短いこと、
4. 初期エミッタンスとして、ビーム径 (rms) 1 mmにおいて 0.1 mm-mrad を達成できるよう、バンド
ギャップに十分に近いエネルギーに相当する波長であること、

などである。これらの要求は互いに関連しあっており、異なる最適化のパラメーターセットが存在し得る。

フォトカソードが発生する電子ビーム電流は、カソードの量子効率 (入射光子 1個あたりの発生電子数)と
ドライブレーザのパワーで決まる。電子ビーム電流 I と、量子効率 QE、レーザパワー P、レーザ波長 λ

の関係は次式で与えられる。

I(mA) =
λ(nm)

124
P (W )QE(%) (2.5)

ここでは作業仮説として、NEA GaAs（ガリウム砒素）カソードを仮定し、バンドギャップが 800 nm (1.4 eV)
程度で、かつその波長の光にたいする量子効率が 1%であるとする。これらの仮定から必要なレーザパワー
を見積もるとおよそ 15 Wとなる。また三番目と四番目の要求は波長に対する競合的なものであり、波長

は最終的な最適化パラメーターのひとつであることから、波長 800 nm付近で可変であることが望ましい。
実験的にも、電子ビームのエミッタンスが波長に依存し、また低電流極限で目標となる 0.1 mm-mradが可
能であることが示されている [1]。さらに最終的に得られるビームエミッタンスの値は、電子ビーム発生後
の空間電荷効果、とくにその非線形成分によるエミッタンス増大によっても大きく影響されるため、初期エ

ミッタンスの最適化とともに、レーザプロファイルの操作による発生電子ビーム形状の最適化の必要があ

る。また空間電荷効果の低減にはバンチあたりの電荷量を抑えることが有効であるから、一定の平均電子

ビームパワーを発生させるためには、その繰り返しをなるべく高くすることが有利となるため、RFの繰り
返しである 1.3 GHz とする。また、レーザの安定性は発生する電子ビームを通じてシステム全体に影響を
あたえるので、パワー、位置、時間などにおいて高い安定性が要求される。上の要求を表 2.3にまとめた。
波長可変性、短パルス発生、市場での供給などの技術的な成熟度を考えるとシステムの第一の候補は

Ti:Sapphireレーザをベースとして、波長可変なハイパワーレーザパルス列を発生させる方法である。Ti:Sapphire
は 700-1100 nmという広い波長範囲で発振可能だからである。しかし ERL電子銃用のドライブレーザで
はこのパルス列を 15 Wという高い平均パワーで連続して発生する必要がある。Ti:Sapphireは発振のため
のポンプ光として 500 nm以下の波長の光を要求するため、通常は LD(Laser Diode)や Nd:YAGなどの連
続発振が容易な固体レーザの二倍波を使用する。そのためにポンプ光からの光のパワーの変換効率が低く

なり、大量のポンプ光を用意する必要から装置が大規模化するというシステム上大きな欠点がある。また
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表 2.3: ERLの電子ビーム発生に必要なドライブレーザの性能
項目 性能 単位等

平均パワー 15 Watt
繰り返し 1.3 GHz

マイクロパルスエネルギー 12 nJ
マイクロパルス長　 10 – 30 ps

波長 800 nm
波長可変性 ∼ 50 nm

プロファイル操作性　 三次元整形

LD 

Pumping light

1st clad

Inner clad Yb ion laser signal

図 2.10: ダブルクラッドファイバーレーザの概念図

Ti:Sapphire結晶をハイパワーのレーザ光で発振させると熱レンズ効果などの不安定性が危惧され、大平均
パワーにおける安定発振は技術開発が必要な大きな課題となる。

一方、光通信技術から派生したファイバーレーザの近年の技術進歩は目覚ましく、すでに Ybシングル
モードの連続発振において 2.0 kWという桁違いに大きなパワーを発生している。またパルス列の発生およ
び増幅においても、131 Wの平均パワーでマイクロパルス長が 1 ps以下のパルス列の発生が報告されてい
る [2]。そこで、この技術を取入れた ERL電子銃用のドライブレーザの複数のデザインが提案されている
[3, 4]。
ファイバーレーザの概念図を図 2.10に示す。レーザ媒質である Ybイオンが添加された中心クラッドで

発生したレーザ光はそのクラッド内を伝搬するように屈折率が制御されている。ポンプ光は外側の第一ク

ラッド内を伝搬し、中心クラッドを通過するさいに Ybイオンを励起する。ポンプ光は径の大きな第一ク
ラッドを伝搬するためにパワー密度は減少し、Ti:Sapphireの場合に問題となるような熱に起因する問題が
大幅に緩和される。またレーザ光の中心クラッド内の伝搬効率は非常に良く、その損失はほとんど無視でき

る。従って長さあたりの増幅率が小さくともファイバー長を長くすることで増幅率を高く保つことができ

る。このように径および長さ方向に長い形状がポンプ光の密度を下げ、結果としてハイパワー発振を可能と

している。またシステムのパワー効率を考えた場合、必要なポンプ光の波長が 975 nmであり、LDの基本
モードが直接使用できるというのも有利な点である。

提案されている全ての方法は　MOPA (Master Oscillator and Power Amplifier) 方式と呼ばれるもので、
パルス列（この場合は 1.3 GHz)を発生させる発振器と、そのパルス列を必要なパワーにまで増幅するアン
プとからなる。最大の課題は最終段のアンプにおける安定的なパルス列の増幅であるから、そこにYbファ
イバーアンプを使用することをまず仮定する。

発振器としては複数の可能性がある。まず全固体型安定レーザとして注目されている　 Yb:YAG mode-
locked 発振器を使用する方法である。また、Ybファイバーレーザによる発振器を使用する方法もあり、こ
の二つの方法は冨澤を始めとするバーチャルラボ、LAAA (Laser Aided Accelerator Association) から提
案された [3]。また、発振器として Ti:Sapphireを Ybファイバーレーザアンプと適合する 1030 nm付近で
使用することが板谷、小林により提案された [4]。この提案においては、Ybファイバーレーザへの種光に加
えて、後述する OPA (Optical Parametric Amplification)のシード光として必要となる 800 nmの光をと
もに一つの Ti:Sapphireレーザから発生させる。
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図 2.11: ERL Electron Drive Laserの概念図。発振器として Yb:YAGあるいは Yb ファイバーオシレー
ターを使用し、OPAのシード光をフォトニック結晶で生成する場合を仮定。

Yb fiber laser

LD 
array

NOPA

Signal 800 nm

SHGIdler 1500 nm 

Ti:S ML
oscillator

Seed

800 nm

1030 nm

図 2.12: ERL Electron Drive Laserの概念図。発振器として Ti:Sapphireを使用し、OPAのシード光も同
時に供給する場合。

Ybファイバーアンプを最終段に使用する以上の方法によると、発生する光の波長は 1030 nm付近とな
り、そのままでは NEA GaAs陰極からの電子発生には使用できないばかりか、バンドギャップへの合わせ
こみという、超低エミッタンス発生のために必要な仕様を満たすことはできない。そこで生成したレーザ光

を SHGにより短波長に変換するとともに、OPAにより波長変換性を実現する。Ybファイバーレーザで発
生した 1030 nmのレーザ光を SHG (Second Harmonic Generator)により、2倍波である 515 nmの光へと
変換する。高い変換効率を有するフォトニック結晶による SHGを使用することで、50%程度の変換効率が
実現できると期待される。その光をドライバー光として 800 nmのシード光をOPAにより増幅し、所定の
800 nm のパルス列を発生させる。

OPAではドライブ光、シード光の波長とともに、位相整合条件を満たす必要があり、単純にシード光の
波長を変えても発生するシグナル光の波長を変えることはできないが、入射角などを調整することで位相整

合条件を満たしつつシグナル光の波長可変性を実現することができる。これはNOPA (Non-collinear OPA)
と呼ばれる技術で、すでに実験室レベルでは使用されているものである。

OPAのシード光をつくる方法として次の二つの方法が提案されている。一つ目の方法では Ybの二倍波
を分岐し、一つは OPAのドライブ光として使用し、もう一つはフォトニック結晶により波長変換をおこ
ない、800 nm付近で広いバンド幅をもつスーパーコンティニュームを発生させ、OPAのシード光とする
[3]。二つめの方法では、Ti:Sapphireを発振器として使用し、Ti:Sapphireの広い発振可能バンド幅を利用
し、Ybへの種光として 1030 nmの光を発生させると同時に、800 nm付近の光も発生させ、それを OPA
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図 2.13: 発生するビームのエミッタンスのレーザ波長依存性。異なるビーム径のもとでの計算による結果
を示してある。カソードのエネルギーバンドギャップとして 1.5 eVを仮定。

の種光として使用する [4]。以上の二つの方法で共通することは、OPA のドライブ光とシード光を共通の光
源から発生させるという点であり、OPAで問題となるドライブ光とシード光の同期が自ずととれることが
大きな利点である。図 2.11 にOPAのシード光発生にフォトニック結晶を用いる場合の概念図、図 2.12 に
発振器に Ti:Sapphireレーザを使用した場合の概念図を各々示す。
パルス整形については空間方向をデフォーマブルミラーと遺伝的アルゴリズムを使用した方法、時間方

向をパルスタッカーを用いた方法により整形する方式が SPring-8を中心とするグループで開発され提案さ
れている [5]。現在のところ、円筒形状や三次元楕円などの形状が非線形空間電荷効果を最小化する最適化
形状とされているが、今後のビームダイナミクス等の研究の進展により、その形状には若干の不定性があ

る。しかしこの整形方法は特定の形状を仮定したものではなく、かなりの操作性があり、実験的に最適形状

を探索するという観点からも望ましいシステムである。

2.2.3 開発計画

最終的なシステムとして以上のように Ybファイバーレーザをベースとしたシステムを構築するとして
も、それを実現するためには様々な開発要素が存在し、それらを一つ一つ乗り越えてゆく必要がある。また

電子銃やカソードの開発も並行して行うことを考慮すると、早期にある程度の電子発生が可能なシステム

を構築し、それを段階的に高度化してゆき、最終的に目標とする性能をもつレーザシステムを構築すると

いう計画が望ましい。

図 2.13は異なるビーム径において、得られるビームエミッタンスをレーザ波長の関数として表したもので
ある。これによると、波長の合わせこみによりエミッタンスが最小化されることがわかるとともに、500 nm
付近の波長でもある程度の低エミッタンスビームが得られることがわかる。また、ビーム径をしぼること

によりエミッタンスを小さくすることも可能である。もちろん、ビーム径をしぼることにより、空間電荷

制限によりビーム電流が抑制されるとともに、空間電荷によるビーム輸送時のエミッタンス増大が強まる

ことを意味するので注意が必要である。しかしエミッタンス、レーザ波長、ビーム径、ビーム電荷などは

各々が強い関連性を持っており、逆にあるパラメーターに特化したようなテストは 500 nmの波長付近でも
可能である。そこで第一段階の目標として、Ybのオシレーター、ファイバーアンプ、SHGによるシステム
により 1.5 W程度の 515 nmのパルス列を発生することが栗木 [6]により提案された。この場合、発生する
ビームの初期エミッタンスは図 2.13で示されたように最適化されたものとはならないが、ビーム径をしぼ
り、かつ電流を抑制することで超低エミッタンスの実験的検証が可能であり、かつ短い波長領域では量子効
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率が 10倍程度向上することが見込めることから、大電流の発生試験が可能であると期待できる。
次の段階は OPAやパルス整形などによるパワー損失も含めて、最終的に 15 Wの 800 nmの光を得るた

めに、Ybファイバーアンプ出力で 200 Wのパルス発生が課題となる。これにはファイバーレーザといえ
どもピークエネルギーが大きくなることから、ファイバー内部での非線形散乱などが問題となることが予

想される。そこで LMA(Large Mode Area)ファイバーと呼ばれるハイパワー増幅用のファイバーを使用す
る必要がある。

これに SHGとOPAを加え、800 nm付近でのレーザ光発生および波長可変性が次の段階である。この段
階でビーム発生時の初期エミッタンスを最適化するための波長合わせこみの試験が可能となる。またビー

ム形状が最適化されていないためにビーム輸送時のエミッタンス増大が生じることが予想されるが、大電

流の発生は可能であり、800 nmの波長のレーザによる大電流発生と関連する試験などが可能となる。
最後に波形整形システムを導入し、エミッタンス計測システムを用いて形状の最適化などの最終試験を

行う。

以上の開発計画を表 2.4にまとめる。

表 2.4: レーザ開発の各段階におけるシステム構成と得られるレーザの波長とパワー
Step System Wavelength power

1 Oscillator + Yb fbr amp + SHG 515 nm 1.5 W
2 Oscillator + Yb fbr amp (LMA) + SHG 515 nm 100 W
3 Oscillator + Yb fbr amp (LMA) + SHG + OPA 800 nm 30 W
4 Oscillator + Yb fbr amp (LMA) + SHG + OPA + Shaping 800 nm 15 W

具体的な開発計画は各開発項目の進展や達成状況により修正が必要となるが、各々のコンポーネントは

ある程度モジュール化されており、柔軟な対応が可能である。たとえば、オシレーターとしては現在のとこ

ろ三つの方法が提案されている。次節で紹介するように、Ybファイバーオシレーターの開発が産業技術総
合研究所、東京大学物性研究所、そして高エネルギー加速器研究機構の共同により開始されている。第一段

階の目標として 100 MHz程度の繰り返しでの発振を、最終的に 1.3 GHzの発振器の実現を目指している。
仮に Yb:YAGを発振器として用いることになっても、初段に波長変換機能を持たせた Ybファイバーのプ
レアンプを一段加えることにより、下流のシステムは変更することなく使用することができる。開発項目と

その主な仕様、そして望まれる達成時期などを表 2.5にまとめておく。

表 2.5: レーザの開発項目および仕様等
項目 　仕様等 開発時期　

Yb ファイバーオシレーター 1.3 GHz, mW class JPY 2008
Yb ファイバーアンプ 1030 nm, 3.0 W JPY 2009

SHG 1.5 W at 515 nm JPY 2009
Yb LMA ファイバーアンプ 10 W, 1030 nm
PCスーパーコンティニューム 515 nm → 800 ± 50 nm

OPA 1.5 W, 800 nm
Yb LMA ファイバーアンプ 200 W 1030 nm

SHG 100 W at 515 nm
OPA 30 W, 800 nm

2.2.4 Ybファイバーモード同期発振器の開発

ERLフォトカソード用レーザに要求される仕様は前節で記述したとおりである。ここではYbドープファ
イバー発振器をフロントエンドとしてYbファイバー増幅器につなげるシステムを想定した発振器開発の現
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状について報告する。

Yb ドープファイバーは波長 1020-1100 nm 程度にゲインがあり、976 nm の光で励起できる。ゲイン
は 1030 nm付近にピークを持つ。励起光はファイバーカップルのレーザダイオードを用いることが出来、
1030/976-WDM (Wavelength division multiplexing mixer)を用いてシングルモードYbドープファイバー
へ送り込み、Ybイオンを励起する。共振器はリング構造をとり、非線形偏波回転モード同期法によりフェ
ムト秒パルスを発生する。

実験配置図を図 2.14に示す。Ybドープファイバー内で発生する自然放出光はファイバー内を導波して誘
導放出を起こさせながら強くなり ASE（Amplified Spontaneous Emission）としてファイバー端面より空
間に放出される。この光をコリメートレンズによりビームに整形し、波長板を通した後に偏光依存ビーム

スプリッターに導かれる。これがレーザの出力鏡として働く。共振器内を進む光はアイソレータを通った後

に回折格子対で分散補償され、再びファイバーへとカップルされる。アイソレータにより一方向に回るリン

グ共振器を構成している。

図 2.14: Yb ファイバーレーザ発振器の構成配置図（LD: Laser Diode, YDF: Yb-Doped Fiber, WDM:
Wavelength Division Multiplexing Mixer）

ファイバー内では一般的に偏光が回ってゆくが、この回り方には光パルスの強度に依存する非線形偏波回

転がある。これによりパルス強度によってポラライザーの位置での偏光が異なることになる。波長板を適当

に調整することにより、パルス強度が強いときにキャビティーQを高くする構成にすることが可能であり、
このときにモード同期がかかることになる。

プロトタイプとして繰り返し 118 MHzのモード同期発振に成功したのでそのRFスペクトルを図 2.15に
示す。また、そのときのスペクトルを図 2.16に示す。安定なモード同期を達成し、出力は 80 mW程度で
ある。また、パルス幅は測定していないがスペクトルから 100 fs程度であると予想される。
今後、よりコンパクトな共振器構成による高繰り返し化を進めるとともに、最終目標である 1.3 GHzの

繰り返しを得るために複数パルスを共振器内に保持する高次モード同期も試みる計画である。
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図 2.15: プロトタイプとして開発した 118 MHz-Ybファイバーレーザ発振器の RFスペクトル

図 2.16: プロトタイプとして開発した 118 MHz-Ybファイバーレーザ発振器のスペクトル
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2.3 入射用超伝導加速器

ERLの入射用超伝導加速器は、電子銃で生成した大電流ビーム（100 mA）を 10 MeV程度まで加速す
る役割をもつ。主加速器と異なりエネルギー回収が行われないので、加速に必要な RFパワーは全て外部
の RF源から投入しなければならず、このための大電力カップラーの開発が大きな課題である。また、電子
ビームが空洞内に誘起するHOM（高次モード）を効率よく外部へ取り出すためのHOMカップラー、CW
運転に対応したクライオモジュールなども開発要素である。

L-band（1.3 GHz）の超伝導加速器は、国際リニアコライダー (ILC)に向けた研究開発が KEK で精力的
に行われている。われわれは、これらの成果を最大限に活用しながら ERL入射用超伝導加速器の開発を進
めている。もちろん、パルス運転の ILCと CW運転の ERLでは加速器に要求される仕様に異なる点があ
り、ERLに固有の解決すべき課題は少なくない。これらの課題を含めて、入射用超伝導加速器の設計、開
発の進め方について以下に述べる。

2.3.1 コンパクトERLで実証すべき項目

入射用超伝導加速器において実証すべき項目は以下である。

• CW運転で 100 mAの大電流かつ低エミッタンスビームの加速
• これに必要な加速器要素（入力カップラー、HOMカップラー等）の技術の確立

2.3.2 研究開発課題

入射用超伝導加速器における研究開発課題としては、

• 250 kW級の大電力 RFを投入可能な入力カップラー
• 100 mAの CW運転に対応した HOM カップラー
• エミッタンス増大を起こさない加速器の設計とその実現

などがあるだろう。

2.3.3 入射用超伝導加速器の構成

ERL放射光源用入射器の最大仕様を入射エネルギー 10.5 MeV、入射電流 100 mA とする時、500 kV電
子銃と組み合わせて、これを実現するために必要な入射用超伝導加速器の構成をまとめたものが表 2.6であ
る。超伝導空洞のセル数と空洞数として 5通りの組み合わせを提示してある。
セル数が 1の構成は、必要な加速勾配が大きくなる点が不利である。リニアコライダ用の空洞開発の経

験から 30 MV/mの達成は十分に可能と考えるが、ERL入射器の運転パラメータの自由度を確保するため
には、加速勾配を 20 MV/m 以下とする構成を選択するのが望ましい。ここで言う運転パラメータの自由
度は、エミッタンスを小さくするために第 1空洞のみ加速勾配を低くして他の空洞の加速勾配を高めに設
定する運転、電流を小さくして入射エネルギーを大きくする運転試験などを指す。

空洞数の選択には、必要とされるカップラーパワーを考慮しなければならない。大電力に対応した入力

カップラーは、それ自体が大きな開発課題である。コーネル大学の ERL入射器では、TESLAで開発され
た TTF-III を改良した入力カップラーを用いており、カップラーパワーを 50 kW に設定している [1]。わ
れわれは、TRISTAN型のカプラーを採用して、250 kW の入力が可能なカップラーを開発する予定であ

り、表に示した全ての構成に対応できると考える。

電子銃で発生した電子は 500 keVのエネルギーで超伝導加速器に入射される。この時、第 1空洞では電
子の加速と同時にバンチの圧縮が行われる。小さなエミッタンスを得ると同時にバンチ長を制御するため

には、第 1空洞の加速勾配を適切な値に選ぶ必要がある。第 1空洞の加速勾配を表 2.6に示した値よりも低
めに設定する場合、全体の加速電圧を所定の値に保つために第 2空洞以降の加速勾配を高くしなければな
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らない。カップラーパワー、加速勾配に余裕を持ちつつ、このような運転の自由度を確保するには、2空洞
よりも 3または 4空洞の構成が好ましい。
以上のような理由から、コンパクト ERLの入射器には、2セル× 3空洞の構成を採用したい。加速勾配、

カップラーパワーともに達成可能な値であり、かつ、ある程度の運転の自由度を確保できる構成であると考

える。

表 2.6: 入射用超伝導加速器のパラメータ
Injector configuration

Frequency 1.3 GHz

Total Accelerating Voltage 10 MV

Average Current 100 mA

Number of cells / cavity 3 2 2 1 1

Number of cavities 2 3 2 4 3

Parameters for each cavity

Effective Length 34.6 cm 23.0 cm 23.0 cm 11.5 cm 11.5 cm

Accelerating Voltage 5 MV 3.4 MV 5 MV 2.5 MV 3.4 MV

Accelerating Gradient 14.5 MV/m 14.7 MV/m 21.7 MV/m 21.7 MV/m 29.5 MV/m

R/Q 300 Ω 200 Ω 200 Ω 100 Ω 100 Ω

Geometrical Factor G 270 Ω 270 Ω 270 Ω 270 Ω 270 Ω

Unloaded Q 1 × 1010 1 × 1010 1 × 1010 1 × 1010 1 × 1010

Cavity Loss 8.3 W 5.8 W 12.5 W 6.3 W 11.5 W

Beam Power 500 kW 340 kW 500 kW 250 kW 340 kW

Optimum Coupler Q (∗) 1.7 × 105 1.7 × 105 2.5 × 105 2.5 × 105 3.4 × 105

Half Bandwidth 3.8 kHz 3.8 kHz 2.6 kHz 2.6 kHz 1.9 kHz

Number of Input Coupler 2 2 2 2 2

Coupler Power 250 kW 170 kW 250 kW 125 kW 170 kW

Number of HOM Coupler < 6 < 6 < 6 < 6 < 6

2K dynamicload † 14.3 W 9.6 W 18.5 W 9.3 W 15.1 W

2K static load † 1.1 W 0.9 W 1.1 W 0.8 W 0.9 W

4.5K dynamic load † 40 W 27 W 40 W 20 W 27 W

4.5K static load † 4.5 W 4 W 4.5 W 4 W 4 W

80K dynamic load † 450 W 300 W 450 W 225 W 300 W

80K static load † 40 W 30 W 40 W 25 W 30 W
(∗) カップラー 1本あたりの Qの最適値は、この値とカップラー本数の積として与えられる。
† 空洞１台当たりの冷凍負荷。

2.3.4 空洞形状

コンパクト ERL入射器用の 2セル空洞は、ILCに向けた研究開発であるKEK-STF-BL（ベースライン）
用の 9セル空洞 [2]の基本設計を踏襲して形状を決定した。2セル空洞の形状と SUPERFISH[3]による加速
モードの計算結果を図 2.17に示す。

2セル空洞のビームパイプは直径 88 mmとし、STF-BLの 9セル空洞 (84 mm)よりもやや大きくしてい
る。大きなビームパイプ径は、入力カップラーのカップリングを大きくするためである（ビームパイプへの

加速モードの染み出しが顕著になる）。入力カップラー（同軸型）は機械的に取り付け可能な最もセルに近

い位置とし、セル端から 65 mmに取り付ける（図 2.19参照）。
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図 2.17: 2セル空洞の形状と SUPERFISHによる加速モードの計算結果

2.3.5 入力カップラー

入力カップラーは空洞に RFパワーを投入するための機器である。ERL入射器の入力カップラーに求め
られる仕様は

• 100 mAの電子ビームの連続加速に必要な RFパワーを空洞に供給できること
• 電子ビームのエミッタンスを小さく保つために、空洞内の電場に余分な擾乱を与えないこと
• ビーム電流を可変とするための機構を備えていること

などである。

入力カップラーは、同軸管、または、中空導波管の構造をもち、空洞（真空）と RF伝送線（大気、絶縁
ガス）を仕切るための RF窓を持っている。RF窓には高周波を透過するセラミックが用いられる。同軸管
型の入力カップラーに用いられるRF窓は、形状により二通りに分けられる。一方は、円筒型のセラミック
を用いる方式であり、Cornell-ERL (1.3 GHz、61 kW)[1]、LHC (0.4 GHz、500 kW)[4]などで採用されて
いる。もうひとつは、同軸管の内導体と外導体の間にセラミック板を嵌め込んだRF窓（同軸窓）を用いる
方式で、KEK-B[5]、SNS[6]で運用実績があり、KEK-STFの BL（ベースライン）空洞でも採用されてい
る [2]。われわれは、KEK-TRISTAN に始まり多くの経験を積んできた同軸窓方式を採用し、ERL入射器
用の入力カップラーを開発することにする。

同軸窓を用いた入力カップラーの実績は表 2.7に示した通りである。カップラーが供給できるRFパワー
は、セラミック窓の熱負荷で制約される。過去に開発したカップラーの実績を同軸窓の面積でスケールする

と、ERL入射器 (1.3 GHz)の入力カップラーでは最大 500 kW、標準的な運転で 250 kWの RFパワーを
供給できる性能が得られる見込みである（表 2.7）。
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表 2.7: TRISTAN型の RF窓（同軸窓）を採用した入力カップラーのパラメータ一覧
Accelerator Frequency Diameter Operation Operating Max. Power Number of

mode Power Tested Couplers

TRISTAN 0.5 GHz 170 mm CW 60 kW 0.8 MW 36

KEK-B 0.5 GHz 170 mm CW 400 kW 1 MW 8

SNS 0.8 GHz 108 mm
1.3 ms
60 Hz 550 kW 2 MW 81

JPARC(ADS) 0.97 GHz 136 mm
0.6 ms
25 Hz 500 kW 2.2 MW 4

STF-BL 1.3 GHz
90 mm (cold)

112 mm (warm)
1.5 ms
5 Hz 350 kW 1 MW 4

ERL Injector 1.3 GHz 120 mm CW 250 kW 500 kW 6

図 2.18は、STF-BL空洞の入力カップラーである。ERL入射器の入力カップラーは、これとほぼ同じ形
状であるが、cold window を省略し warm window のみの構造とする。大電力の RFを CWで投入できる
ように内導体は水冷構造とする。また、STF-BL空洞と同様にカップリングの値は固定とする。

図 2.18: STF-BL用の入力カップラー。ERL入射器用の入力カップラーは、これをベースに若干の変更を
施して製作する。

図 2.19のように、入力カップラー（同軸型）をセル端から 65 mmに取り付けた時の入力カップラーの内
導体の差し込み深さとカップリングの大きさを計算した結果を図 2.20に示す。横軸 (T )はビームパイプ中
心から内導体先端までの距離である。T = 34 mm に選んだとき、Qext = 3.33 × 105 となり、カップラー

を 2本取り付ければ Qext = 1.67 × 105 となる。このカップリングは、空洞あたりのビームパワー 340 kW
を加速する時のカップラーパワー（170 kW）においてマッチングがとれる値である。
ビームパイプにカップラーを取り付けると、ビーム軌道における電場の軸対称性が崩れるために電子ビー

ム運動に悪影響を与え、エミッタンス増大、軌道の偏差をもたらす可能性がある [7]。ERL入射器では、2
台の入力カップラーを対向して取り付け、カップラーの作る電場の擾乱の対称性を高めることで、ビームエ

ミッタンスの増大を小さくする予定である。この手法は、コーネル大学の ERL入射器も同様である [1]。
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図 2.19: 入力カップラーと加速モードの結合の解析

図 2.20: 入力カップラー内導体の差し込み深さとカップリングの大きさ。横軸はビームパイプ中心から内導
体先端までの距離である。カップラー 1本あたりの入力パワー 170 kWとした時、最適なカップリングは
T = 34 mm の差し込み深さで得られる。

2.3.6 HOMカップラー

HOMカップラーは、電子バンチによって空洞に励起される高次モード（HOM; higher-order modes）を
空洞外に取り出すための装置である。空洞に励起される HOMパワーはバンチ電荷量と平均電流の積に比
例する。また、バンチが短いほど大きな HOMパワーを励起する。100 mAの電子ビームを連続加速する
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ERL入射器では、励起される HOMパワーも当然大きくなるので、これを効率的に取り出すための HOM
カップラーは重要な開発要素である。

空洞から HOMを取り出すのには二通りの方式がある。ひとつは、HOMをビームパイプに沿って伝播
させ、ビームパイプ内面に配置した吸収体でHOMの RFを熱に変換し減衰させるものである（HOMダン
パー）。もう一方は、空洞上下流のビームパイプに同軸型または導波管のカップラーを取り付けHOM を空
洞外部に取り出す方式である（HOMカップラー）。コンパクト ERLの入射器では、同軸型の HOMカッ
プラーを採用して開発をスタートすることとした。この方式は、すでに STF-BL空洞で研究開発の蓄積が
あり [8]、これをベースに ERL入射空洞用の HOMカップラーを製作できると考えたためである。ただし、
今後、HOMダンパー方式の研究が進展して、優れた特性を有する吸収体が得られるようになった段階で、
HOMカップラー方式と HOMダンパー方式の比較検討を行うことを予定している。

HOMカップラーに要求される性能は、

• HOMを効率よく取り出すこと（HOMの Q値を下げる）
• 加速モード（1.3 GHz）を減衰させないこと
• 発熱と熱侵入が小さいこと

などである。

HOMを効率よく取り出すためには、空洞から染み出すHOMとの結合度が大きくなるように空洞に近い
位置にHOMカップラーを取り付け、さらに、周方向に角度を変えて複数のカップラーを取り付けて、偏向
の異なるモノポールモード、ダイポールモード、四極モードと結合させる。

加速モードを減衰させないためには、加速モードの伝播を遮断するようなフィルター構造をカップラーに

持たせる必要がある。ERL入射器の同軸型 HOMカップラーではハイパスフィルターとノッチフィルター
を用いて加速モードの遮断を行う。

発熱と熱侵入を小さくする工夫としては、カップラーをニオブ製として超伝導状態で動作させること、

HOM取り出しプローブに突起 (boss)を設けてプローブに流れる表面電流を小さくことするなどがある。

図 2.21: ERL入射器用の同軸型 HOMカップラーの構造

図 2.21は、ERL入射器用の同軸型HOMカップラーの形状を示したものである。HOMカップラーはピッ
クアップ部、ハイパスフィルター部、ノッチフィルター部、取り出しプローブ部からなる。ピックアップ

部をループ型とした構造、アンテナ型とした構造の 2種類を検討し製作している。STF用の HOMカップ
ラーでは、取り出しプローブ先端に大きな表面電流が流れることによる発熱が問題となった。ERL入射空
洞用の HOMカップラーではこの発熱が小さくなるような設計として、ノッチフィルター手前にハイパス
フィルターの追加、プローブ部の内導体に突起（boss）を設けるなどの対策を施した。表 2.8に、HFSS[9]
を用いて計算したプローブ表面電流の値を示す。アンテナ型は、STFモデルに比べて表面電流が約 4分の
1に、ループ型は約半分まで小さくなり発熱を大幅に低減できることがわかった（発熱量は表面電流の 2乗
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に比例する）。bossの有る形状 (new)と bossの無い形状 (old)を比較すると、boss が有効に機能している
ことも確認できる。

表 2.8: 同軸型 HOMカップラーのプローブ表面電流の HFSSによる評価
15 MV/m 20 MV/m 25 MV/m

ERL Antenna type: new, improve inner conductor (probe tip=10mm from HOM coupler center)
(1) c=10mm

u=5mm
probe gap=0.5mm

offset=0mm 850 ∼ 1000 A/m 1150 ∼ 1350 A/m 1400 ∼ 1650 A/m

ERL Antenna type: old, (probe tip=5mm from HOM coupler center)
(0) c=0mm

u=0mm
probe gap=0.5mm

offset=0mm 2400 ∼ 2850 A/m 3000 ∼ 3500 A/m 3700 ∼ 4400 A/m

ERL Loop type: new, improve inner conductor (probe tip=13mm from HOM coupler center)
(1) c=10mm

u=3mm
probe gap=0.5mm

offset=6mm 1800 ∼ 2050 A/m 2400 ∼ 2720 A/m 3000 ∼ 3360 A/m

ERL Loop type: old, (probe tip=10mm from HOM coupler center)
(0) c=0mm

u=0mm
probe gap=0.5mm

offset=6mm 2200 ∼ 2400 A/m 2900 ∼ 3150 A/m 3500 ∼ 3850 A/m

STF type: (probe tip=13mm from HOM coupler center)
(0) c=0mm

u=0mm
probe gap=0.5mm

offset=10mm 4000 ∼ 4250 A/m 5200 ∼ 5600 A/m 6800 ∼ 7200 A/m

設計したHOMカップラーの銅モデルを製作し特性評価を行った。図 2.22に銅モデルの写真を示す。ノッ
チフィルターを調整し、1300 MHzの加速モードの遮断が正しく行われるようにした後、HOMカップラーの
透過特性を測定した。加速モードに対するカップリング（Qext）の実測値は、アンテナ型で 5.2×1011、ルー

プ型で 3.6 × 1011 と十分に大きな値となり、ノッチフィルターが機能していることを確認した。図 2.23に
HOMカップラーの伝送特性の測定結果を示す。HOMのうち最も周波数の低いTE111モード（∼1600 MHz）
より高い周波数において良好な伝送特性が得られている。ループ型については、4 GHz以上の領域で計算
値と測定値の不一致が見られているが、この原因は検討中である。

図 2.22: HOMカップラーの銅モデル
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図 2.23: HOMカップラーの銅モデルの伝送特性の測定結果と数値解析結果の比較

TESLA型の銅空洞にHOMカップラーの銅モデルを取り付けて、HOMのカップリング（Qext）を測定し

た結果を表 2.9に示す。測定条件は、セル形状＝TESLA、ビームパイプ直径＝ 78 mm、プローブギャップ＝
0.5 mm、プローブ直径＝ 12 mmなどである。比較のために、HFSSを用いた数値解析の結果を表 2.10に示
す。計算条件は、セル形状＝ STFエンドセル、ビームパイプ直径＝ 84 mm、プローブギャップ＝ 0.5 mm、
プローブ直径＝ 12 mmなどである。ここで行った実験、計算ともにHOMカップラーは 1本のみであるが、
実際の ERL入射空洞では 4本の HOMカップラーを取り付ける。また、ビームパイプ径も 88 mmと大き
くなるため、これらの実験、計算よりも小さな Qext（良好な HOM取り出し）が得られる見込みである。
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表 2.9: TESLA銅空洞と HOMカップラー銅モデルを用いた HOMの Qext の実測値
mode Frequency

(MHz)
Antenna type, Qext Loop type, Qext

(30-deg. rotation)
STF 1.5 Loop type,
Qext

TE-111 (L) 1670.6 5.4 × 104 5.0 × 104 1.8 × 104

TE-111 (H) 1671.6 1.3 × 104 1.5 × 104 –

TM-110 (L) 1834.9 4.3 × 104 3.9 × 104 1.9 × 104

TM-110 (H) 1834.9 2.2 × 104 1.5 × 104 5.1 × 104

TM-011 2426.2 1.6 × 105 3.2 × 104 4.1 × 104

insert length 28 mm 27.5 mm 29.5 mm

表 2.10: HFSSを用いて計算した HOMカップラーの Qext

mode Frequency
(MHz)

Antenna type, Qext Loop type, Qext

(30-deg. rotation)
STF 1.5 Loop type,
Qext

TE-111 (L) 1599.6 2.9 × 103 2.8 × 104 1.2 × 105

TE-111 (H) 1603.9 1.2 × 104 9.7 × 104 3.1 × 103

TM-110 (L) 1836.7 1.1 × 104 5.4 × 103 2.3 × 103

TM-110 (H) 1837.9 9.9 × 103 6.3 × 103 4.4 × 104

TM-011 2328.4 8.3 × 104 8.2 × 103 2.3 × 104

insert length 30 mm 30 mm 31 mm

2.3.7 周波数チューナおよびクライオモジュール

空洞の周波数チューナは、STF-BL空洞と同様のスライドジャッキ方式を採用する。スライドジャッキ方
式はチューナ駆動モータを真空槽の外側に設置できるのでモータの交換が容易に行える利点がある。一般

的な超伝導空洞と同様に、粗調整用の機械チューナ、微調整用のピエゾチューナを併用する。STF-BL空洞
と比較すると、ERL入射器空洞は (1) CW運転でありローレンツ・デチューニングが起こらない、(2) 入
力カップリングが大きく空洞の QL が小さいの 2点から周波数チューナに対する要求性能は、それほど厳
しくないと考える。

検討中のクライオモジュールの概略を図 2.24、2.25に示す。2セル空洞はヘリウム冷却用のジャケットで
覆われ、入力カップラーとHOMカップラーはジャケットの外に設置される。3台の 2セル空洞を 1つのク
ライオモジュールに入れる予定である。
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図 2.24: 2セル空洞組み立ての概念図

図 2.25: クライオモジュール断面の概念図

2.3.8 2セル空洞の製作

これまでに述べた空洞の設計にしたがって、2セル空洞の第 1号機を製作している。図 2.26、2.27に製作
中の 2セル空洞の設計図を示す。入力カップラーは対向する位置に 2本設置される（図 2.26の左側、上下
の位置）。HOMカップラーは、入力カップラー側に 2本、反対側に 2本、それぞれアンテナ型とループ型
を取り付ける。入力カップラーの反対側にはモニターピックアップ用のポートを設けてある。

2セル空洞の第 1号機は、2007年度末に納入される予定であり、その後、内面検査、プリチューニング
を経て、2008年度初頭に縦測定を行う予定である。
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図 2.26: 製作中の 2セル空洞

図 2.27: 製作中の 2セル空洞、カップラー部の断面図。図 2.26の A-A 断面、B-B 断面である。
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2.4 合流部

2.4.1 コンパクトERLで研究すべき項目

合流部は低エネルギーの入射電子ビームと高エネルギーの周回電子ビームを同一軌道に合流する働きを

持つ ERLに固有の構成要素である。入射電子ビームについては偏向軌道におけるエミッタンス増大が、周
回電子ビームについては運動量分散の補償が検討すべき課題である。コンパクト ERLでは、上記の課題を
詳しく検討し ERL放射光源（5 GeV級）の実現に必要な知見を得る。このため、コンパクト ERLの合流
部は ERL放射光源と同一の設計とする。
主な研究開発課題は以下の通りである。

• 入射軌道と周回軌道が干渉しない合流部の配置方法
• 入射電子ビームのエミッタンス増大の小さな合流部の設計
• 周回電子ビームのエネルギー変更に応じた運動量分散補償方法の確立

2.4.2 合流部の形式

間欠的な電子ビーム入射を行う蓄積リングではキッカー方式の入射合流が用いられているが、ERLでは
電子ビームを連続的に入射するので、偏向磁石を用いた合流部が必要である。合流部では、入射電子、周

回電子ともに対してアクロマティックの条件を満たすような電子軌道の設計を行う。これまでに提案、運用

されている入射合流部の設計を図 2.28に示す。JLAB-ERL-FELは 3-dipole、JAEA-ERL-FELは 2-step
staircase、BINP-ERL-FELは chicaneを採用し、それぞれ運転されている。現在開発中の BINP-ERLは
zigzag を用いる予定である。4つの形式のうち、chicane と zigzag は入射器が合流ビームと同一直線上に配
置されるので、高エネルギーの周回電子を合流前に偏向しなければならない。そのため、ERL放射光源のよ
うな大型の ERLでは配置が困難である。3-dipole と 2-step staircase は、入射器を周回軌道の外側（内側）
に配置できるので大型の ERLにも対応可能である。2-step staircase に比べて 3-dipole の方が入射ビーム
のエミッタンスを小さくできることが知られている [1]。コンパクト ERLの大きな目的のひとつが、将来の
ERL放射光源に必要な知見を得ることであるので、コンパクト ERLの合流部としては将来の ERL放射光
源と共通の形式である 3-dipole を採用する。

図 2.28: これまでに提案・運用されている合流部。chicane と zigzag は、周回ビームの合流部手前に偏向
磁石が必要である。
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2.4.3 3-dipole 合流部の配置

3台の磁石が同一の偏向角度と軌道半径を持ち、入射・出射のエッジ角が無い場合、3-dipole 合流部がア
クロマティックとなる条件は、軌道半径 (ρ)、偏向角度 (θ)、磁石間隔 (Ld) が

Ld/ρ = cot θ − tan(θ/2)

を満たさなければならない [2]。入射ビームのエミッタンス増大を小さくするには、偏向角度を小さくし、
かつ、合流部全体が短くなければならないが、この場合は、角度を浅くすると磁石間隔が長くなるのでエ

ミッタンスを小さくするのが難しい。ところが、2番目磁石に入出射エッジ角を与え、さらに、2番目磁石
の偏向角度をやや大きくすることで、磁石間隔を短縮する設計が可能である [3]。ここでは、表 2.11に示す
3通りの設計について合流部の配置を検討する。

図 2.29: 合流角度の異なる 3-dipole型合流部の配置。それぞれのパラメータは表 2.11に示した通りである。

表 2.11: 合流部のパラメータ
合流 軌道 偏向角度 エッジ角度 偏向角度 エッジ角度 磁石間 全長

角度 半径 (B1/B3) (B1/B3) (B2) (B2) 距離

case-1 8 deg. 1m 15 deg. 0 -22 deg. 20 deg. 0.314 m 1.536 m
case-2 12 deg. 1m 17 deg. 0 -22 deg. 20 deg. 0.451 m 1.878 m
case-3 16 deg. 1m 19 deg. 0 -22 deg. 20 deg. 0.553 m 2.155 m

周回ビームと入射ビームのエネルギー比が小さいほど合流部の配置は困難になる。コンパクト ERLでは
様々な運転モードに対応した設計が求められるが、ここでは周回ビームと入射ビームの比の最小値を 5と
して、合流部の配置を検討する（例えば、25 MeV/5 MeV）。
入射ビームが各磁石の中心を通るように磁石の強さを決めると、周回ビームは基準軌道から外れた軌道

（バンプ軌道）を通るようになる。図 2.30は、周回ビームのバンプ軌道を計算して図示したものである。合
流部の最後の磁石 (B3)は当然ながら周回ビームが通過するが、これ以外の磁石（B2、B1）についても磁
石の幅を大きくして周回ビームを通す設計が可能である。この時、周回ビームのバンプ軌道の形状は周回

ビームが通過する磁石の数で変化する。図 2.30では、3通りのバンプ軌道を示した。それぞれ、周回ビー
ムが通過する磁石が、B3のみ（青線）、B2と B3（緑線）、全ての磁石（赤線）の場合である。周回軌道が
アクロマティックの条件を満たすためには、バンプ軌道を元に戻すような位置にステアリング（偏向磁石）

を設置しなければならない。2台のステアリングを置けば、周回ビームと入射ビームのエネルギー比を可変
とした時でも、周回軌道がアクロマティックの条件を満たすことができる。

合流部の配置は、入射器クライオモジュールのサイズ、入射・周回軌道の四極磁石の配置、ビーム診断機

器の配置などと合わせて検討する必要がある。コンパクト ERLでは、ここで示した 3通りの合流部設計の
いずれかを採用することになろう。それぞれの設計に対するエミッタンス増大の評価は、入射ビームダイナ

ミクスの章で詳しく述べる。
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図 2.30: 3通りの合流部の設計について、周回ビームのバンプ軌道を図示したもの。周回ビームが通過する
磁石が、B3のみ（青線）、B2と B3（緑線）、全ての磁石（赤線）の場合。
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2.5 主リニアックの加速空洞

2.5.1 コンパクトERLで実証すべき項目

5 GeV級光源用 ERL（実用機）の主リニアックでは、長さ約 1 mの Lバンド超伝導空洞を 250–350本
程度使用し、それらを 15–20 MV/mの加速勾配で長時間、安定に動作させる必要がある。超伝導空洞技術
は ERL計画全体の死命を制する重要技術であるため、大電流のビームを加減速する実際の状況で安定に運
転できることを実証することは極めて重要である。コンパクト ERLでは、まず加速空洞が 10–20 MV/m
の加速勾配でビームを加速できるか、またビーム運転時（真空チェンバー内に光電子等の外乱が生ずる可

能性がある）に高い無負荷Q値（約 1 × 1010以上）を達成できるかを調べる。さらに加減速ビーム合わせ

て 200 mAまでのビーム電流を加速管に通した場合の高次モード負荷に吸収体が耐えられるかも試験する。
コンパクト ERLで beam breakup (BBU)不安定性を起こさないことも試験項目である（ただし空洞数の
違いから、実用機に対する十分条件にはならない）。実際の加速器環境におけるマイクロフォニックスのレ

ベルや、RFのトリップ率を調べることも必要である。

2.5.2 開発課題

• 加速空洞本体：CW運転で加速勾配 15–20 MV/mを安定に発生でき、無負荷Q値として 1× 1010 以

上を達成できる加速空洞の製造・表面処理技術の確立

• 高次モード減衰：monopole, dipole, quadrupole の各高次モードの負荷 Q値を光源用 ERLの要求値
まで減衰すること

• 高次モード吸収体：100 GHz程度までの非常に広帯域にわたり 70 K前後の低温で使えるマイクロ波
吸収体の探索とそのビームパイプへの実装技術、および吸収体当たり 100–200 Wの熱負荷に対する
効率的な冷却法

• クライオスタット：空洞の動作温度 1.8～2 Kにおいて静的熱侵入が十分小さく、かつRFによる非常
に大きな動的熱負荷によるヘリウム気化に対応したクライオスタットの開発。またマイクロフォニッ

クスによる空洞のデチューニングをピーク値で 10 Hz以下（少なくとも 50 Hz以下）に抑えるための
低振動設計

• 入力カップラー：空洞当たり約 20 kWの入力 RF電力を安定に供給でき、空洞への静的および動的
熱侵入が十分小さいこと。故障時でも空洞へのガスまたは冷却水のリークを出来る限り避けられる構

造であること。結合度を可変にできる機構

• チューナー：粗調整用の機械式チューナーと高速微調整用のピエゾチューナーの開発

2.5.3 加速空洞に必要な性能

ERLの主リニアックでは、周波数 1.3 GHzの超伝導空洞を用いてビームの加減速を行う。加速勾配とし
て 15–20 MV/mが必要である。高周波電磁場は連続的（CW）に励振されるため、超伝導空洞表面での高
周波損失（dynamic loss）が冷凍機システムへの主要な熱負荷となる。したがって、主リニアック空洞の無
負荷 Q値（Q0）が出来るだけ高いことが望ましく、絶対温度 2 Kにおいて少なくとも 1 × 1010 以上が必

要である。多数の加速空洞を用いる ERLが安定に動作するためには、空洞内およびカップラーでの放電等
によるトリップが十分少なく安定に動作する必要がある。クライオスタットに組み込んだ状態で微小振動

（マイクロフォニックス）によるデチューニングが小さいことも重要である。

主リニアックの空洞内には加速ビームと減速ビーム（100 mAずつ）が通過する。これらのビームをBeam
Breakup (BBU) と呼ばれる不安定性を起こさずに加減速するためには、空洞内の高次モードを適切に減衰
する必要がある。現実的な加速器配置における BBUはシミュレーションにより予測されるが、大まかな目
安としてコーネル大学の ERLグループは次のような指針を与えている [1]。まず dipole振動の BBUを避け
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るためには、空洞の dipoleモードの横方向シャント・インピーダンスを、(
Rt

Q

)
Q

f
< 2.8 × 105

[
Ω

cm2GHz

]
, (2.6)

以下とする必要がある。また、ビームの横方向 quadrupole振動が増大する quadrupole BBUを避けるため
には、空洞の quadrupoleモードのシャント・インピーダンスに対して、(

Rq

Q

)
Q

f
< 8 × 106

[
Ω

cm4GHz

]
, (2.7)

が必要である。空洞のmonopoleモードについては、その周波数がビームの繰り返し周波数（2.6 GHz）の
整数倍にほぼ一致する場合に共鳴励振され、HOM吸収体への過負荷となる事が最も問題である。これを避
けるためには、2.6 GHzの整数倍に近い共振周波数を持つmonopoleモードの縦方向シャント・インピーダ
ンスを、 (

R

Q

)
Q < 5000 [Ω] , (2.8)

以下に抑えなければならない。我々はまず上記の要求を指針として空洞の設計研究を行い [2, 3, 4, 5]、計
算で評価された高次モードインピーダンスを用いて BBUの閾値をシミュレーションで予測した [6]。なお、
式 (2.6)–(2.8)で用いたシャント・インピーダンスの定義を 2.5.10節に示す。

ERLの電子バンチ長は r.m.s.で 1–3 psであり、電子蓄積リングにおけるバンチ長に比べて約 1桁短い。
このため、ERLでは蓄積リング用空洞に比べてより高周波（100 GHz程度）までの高次モードを減衰する
必要があり、広帯域なマイクロ波吸収体が必要である。

加速モードの負荷Q値の選択は、空洞の微小振動によるデチューニングに由来するRF電圧の振幅・位相
変動をドライブ用の約 20 kWの高周波源で補正できる事、という要請からなされる。微小振動を小さく抑
えられれば、高い負荷 Q値を選択することができ、実用機において RF電力を節約することができる。コ
ンパクト ERLにおける負荷 Q値は、50 Hzまでの空洞デチューニングに対応できるよう、2 × 107 程度に

選ばれる予定である。製作された空洞の微小振動によるデチューニング量が小さければ、負荷 Q値をより
挑戦的な高い値（108 程度まで）に設定することも検討する。

2.5.4 主リニアック空洞の基本設計

周波数 1.3 GHz（Lバンド）における代表的な超伝導空洞は、TESLAリニアコライダーとXFEL計画用
に開発された TESLA空洞 [7, 8]である。これはニオブ製 9セル空洞で、TM010–πモード定在波を加速に

用いる。この空洞では既に 25 MV/m以上の高電界が達成されている他、高次モードの性質等も詳しく調
べられているため、当初 TESLA空洞をベースに設計を開始した。

TESLA空洞での高次モードの減衰は、両端の直径φ 78 mmのビームパイプに取り付けられた 2個（両
端 1個ずつ）の高次モード（HOM）カップラーを用いて行われる。この空洞で特にシャント・インピーダ
ンスが高い高次モードの特性を表 2.12に示す。この空洞を ERLに用いるには、主要な dipoleモードのイ
ンピーダンスをあと数分の 1以下とする必要があり、monopoleモードのインピーダンスもあと 1桁以上小
さくしておくことが望ましい。さらに加速RFを連続投入した場合に、TESLA型の HOMカップラーが発
熱する問題も報告されている [9, 10]。これらを解決するために、本体はTESLA空洞のままで片側のビーム
パイプをφ 108 mmに太くし、高次モードをビームパイプに引き出してマイクロ波吸収体で減衰させる設
計（KEK-ERL model-1）をまず検討した。この方式は KEKB向け超伝導空洞で実績がある他、コーネル
大学の ERL用空洞の設計 [1]でも採用されている。高次モード性能を計算で評価した結果（表 2.13参照）、
dipoleモードのインピーダンスは式 (2.6)の要請を一応満足するが、ほとんど余裕がないことがわかった。
マイクロ波吸収体の吸収特性が理想的でないことを考えると、高次モードの外部Q値（Qext）をさらに下

げておく事が望ましいため、設計の改良を行った。

改良された空洞（KEK-ERL model-2 cavity）を図 2.31、図 2.32に示す。まずセル間のアイリス径を大
きくすることで、問題となっていた dipole modesを有効に減衰できることが判ったので、TESLA型のφ
70 mmからφ 80 mmまで大きくした。アイリス径をこれ以上大きくすると、加速モードのシャント・イン



42 第 2章 加速器構成要素

表 2.12: TESLA空洞と TESLA型高次モードカップラーを用いた場合の代表的な高次モードのシャント・
インピーダンス [8]

(a) Dipole modes.

Mode Frequency Rt/Q Qext (Rt/Q)Qext (Rt/Q)(Qext/f)
[GHz] [Ωcm−2] [Ωcm−2] [Ωcm−2GHz−1]

TM110–6π/9 1.865 6.5 50600 3.3 × 105 1.8 × 105

TM110–5π/9 1.875 8.8 51100 4.5 × 105 2.3 × 105

TE–iris 2.575 23.8 50000 1.2 × 106 4.6 × 105

(b) Monopole modes.

Mode Frequency R/Q Qext (R/Q)Qext

[GHz] [Ω] [Ω]

TM011–π/9 2.454 159 58600 9.3 × 106

TM012–8π/9 ? 3.845 44 240000 1.1 × 107

表 2.13: 当初設計（KEK-ERL model-1）空洞の代表的な高次モードのシャント・インピーダンス

(a) Dipole modes.

Mode Frequency Rt/Q Qext (Rt/Q)Qext (Rt/Q)(Qext/f)
[GHz] [Ωcm−2] [Ωcm−2] [Ωcm−2GHz−1]

TM110–5π/9　 1.873 9 10700 9.4 × 104 5.1 × 104

TE–iris 2.575 23 4256 9.6 × 104 3.8 × 104

(b) Monopole modes.

Mode Frequency R/Q Qext (R/Q)Qext

[GHz] [Ω] [Ω]

TM011–π/9 2.453 159 1730 2.8 × 105

TM012–8π/9 ? 3.852 46 118000 5.4 × 106
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ピーダンスの低下が大きく、好ましくないと判断した。次にアイリス径を変更したことで、加速モードの周

波数を 1.3 GHzに調整する必要が生ずるが、TESLA型空洞の形状をそのままスケールすると、TM020-like
モードのパスバンドがバンチの繰り返し周波数（2.6 GHz）を横切ることがわかった。このため赤道部付近
の形状をやや潰した形に変更し、TM020-likeモードのパスバンドが 2.6 GHzから 40 MHz以上離れるよう
に寸法を調整し、赤道部の直径を 206.6 mmに選んだ。
ビームパイプの直径もより太くし、片側をφ 120 mm、反対側をφ 100 mmに選んだ。このビームパイ

プに対する遮断周波数を表 2.14に示す。直径 120 mmのビームパイプの遮断周波数を全てのmonopoleと
dipole高次モードのパスバンド（表 2.15参照）より低く選んであり、高次モードを有効に引き出して減衰
させることができる。

HOM absorber HOM absorber

Eccentric fluted

beampipe

Beam pipe: φ100 mm Beam pipe: φ120 mm
Large iris: φ80 mm

図 2.31: 主リニアック空洞（KEK-ERL model-2）の概念図

図 2.32: KEK-ERL model-2空洞の寸法

2.5.5 高次モードの特性

計算により評価したmonopoleモードのシャント・インピーダンスを図 2.33(a)に示す。バンチ繰り返し
の 1倍（2.6 GHz）と 2倍（5.2 GHz）周波数付近での高次モードを図 2.33(b)と (c) に示す。高次モード
周波数は 2.6 GHzと 5.2 GHzから離れていることがわかる。5.6 GHz以上のmonopoleモードについては、
計算が容易でないため未だ評価していない。これらは低い Q値が期待されるが、2.6 GHzの整数倍と一致
するものがないかを今後注意して調べる必要がある。なお、ERLでバンチの繰り返し周波数を下げる運転
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表 2.14: ビームパイプ直径 120 mm、100 mmに対する円形導波管モードの遮断周波数。TM01, TE11, TE21

モードはそれぞれmonopole, dipole, quadrupoleモードの対称性を持つ。

ビームパイプ径 TM01 (monopole) TE11 (dipole) TE21 (quadrupole)

φ 120 mm 1.91 GHz 1.46 GHz 2.43 GHz
φ 100 mm 2.29 GHz 1.76 GHz 2.91 GHz

表 2.15: 周波数の低いパスバンド（KEK-ERL model-2 cavity、計算値）

Monopole modes Dipole modes Quadrupole modes

1st passband 1.252–1.298 GHz 1.469–1.721 GHz 2.150–2.216 GHz
(TM010-like) (TE111-like) (TE211-like)

2nd passband 2.195–2.342 GHz 1.745–1.886 GHz 2.435–2.485 GHz
(TM011-like) (TM110-like) (TM210-like)

3rd passband 2.643–2.798 GHz 2.344–2.425 GHz
...

(TM020-like) (TE-iris modes)

を行う場合には、バンチ繰り返し周波数の整数倍がmonopoleモード共鳴と一致しないように繰り返しを選
ぶ注意が必要である。

Dipoleモードについては、3種類の空洞（TESLA型、KEK-ERL model-1およびmodel-2空洞）につい
ての比較を図 2.34に示す。Model-2 空洞では、式 (2.6)で与えられる目安より 1桁以上低い横方向インピー
ダンスが期待できる。さらに計算で評価された主要な dipoleモードのインピーダンス（HOM周波数のば
らつき無し）を用いたシミュレーションによれば、5 GeV ERLにおいて BBUの閾電流は 600 mA以上で
あることが予測されており（3.4.4節参照）、光源用 ERLで十分使える性能が期待できる。ただし、計算で
得られた高次モード性能を達成するためには、低温（70 K付近）で使用でき広帯域にわたって良い吸収特
性を示すマイクロ波吸収体の探索と、そのビームパイプへの実装技術を開発することが重要な課題である。

なお、インピーダンスの高い dipoleモードの特性を表 2.16にまとめた。

2.5.6 加速モードの特性と寄生モード損失

Model-2空洞の寸法と加速モードの特性を表 2.17に示す。アイリス径を広げたことで、加速モードのR/Q

が TESLA空洞に比べて 87%に低下したが、セル間の結合度が 2倍に増えたため摂動に対しては強くなっ
ている。空洞赤道部付近の設計を変えた為ピーク電界と加速勾配の比（Ep/Eacc）が 2から 3に増えたこと
はデメリットであるが、ERLで要求される加速勾配はリニアコライダーで要求される値の 2/3以下であり、
これがボトルネックになることはないと考えられる。加速モードの電場分布を図 2.35に示す。

KEK-ERL model-2空洞のロスパラメータは ABCI[11]コードを用いて計算した。結果を図 2.36に示す。
高次モードの共鳴的励振がない場合、ビームによる寄生モード損失電力は次式で与えられる。

Ppara = (k// − k0)q2
bfb, (2.9)

ここで k//, k0 [V/C] はそれぞれ空洞の全ロスパラメータと加速モードのロスパラメータ、qb [C] はバンチ
当たりの電荷、fb [Hz] はビームの繰り返し周波数である。qb = 77 pC, fb = 2.6 GHz（加減速ビーム）の
場合、バンチ長 1 ps, 3 psの場合にそれぞれ約 340 W、150 Wの寄生モード損失が予想される。これらの
損失電力は高次モード吸収体の熱負荷となるため、冷却が重要である。バンチ長が特に短いと吸収体への

熱負荷は急激に増加するため、運転上最適なバンチ長を選ぶ必要がある。
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図 2.33: (a)計算で評価した高次monopoleモードのシャント・インピーダンス（KEK-ERL model-2 cavity、
5.6 GHzまで）。(b) 2.6 GHz付近の拡大、(c) 5.2 GHz付近の拡大。
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図 2.34: Dipoleモードの横方向シャント・インピーダンス（計算値）を 3種類の空洞（TESLA、KEK-ERL
model-1およびmodel-2空洞）について示す。縦軸は (Rt/Q)Qext/f。周波数 4.5 GHzまでの計算。
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表 2.16: KEK-ERL model-2空洞における主要な dipoleモードの特性（計算）。名前付けが難しいモード
は？で示した（名前付けは本質的ではない）。

モード Freq. Qext Rt/Q (Rt/Q)Qext (Rt/Q)(Qext/f)
[GHz] [Ωcm−2] [Ωcm−2] [Ωcm−2GHz−1]

TE111–7π/9 1.628 4.66 × 102 9.11 4245 2608
TE111–8π/9 1.662 4.69 × 102 7.48 3509 2111
TM110–7π/9 1.808 8.04 × 102 1.73 1389 768
TM110–6π/9 1.835 1.10 × 103 8.09 8904 4852
TM110–5π/9 1.856 1.70 × 103 7.31 12418 6691
TM110–4π/9 1.870 2.65 × 103 0.994 2636 1410
TE-iris–3π/9 2.419 9.07 × 102 3.01 2729 1128
TE-iris–2π/9 2.427 1.08 × 103 7.89 8548 3522
TE-iris–π/9 2.428 1.69 × 103 6.80 11489 4732
TE121?–6π/9 2.982 6.79 × 105 0.005 3393 1138
TE121?–4π/9 2.986 4.18 × 104 0.166 6941 2324
TE121?–3π/9 2.991 1.96 × 104 0.413 8099 2708
TE121?–2π/9 3.002 3.00 × 104 0.325 9746 3246
TE121?–? 3.022 1.48 × 104 0.183 2704 895
TM120?–? 3.280 1.11 × 104 0.535 5923 1806
TM121?–π 3.956 1.74 × 104 0.134 2332 590
TE112?–π 4.011 1.14 × 104 3.21 36641 9135
?–4π/9 4.328 1.52 × 106 0.002 3043 703
?–5π/9 4.330 6.07 × 105 0.018 10922 2522
?–6π/9 4.332 2.86 × 105 0.012 3426 791

図 2.35: 加速モードの電場分布（superfishによる）
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図 2.36: KEK-ERL model-2 空洞のロスパラメータ（計算）。加速モードのロスパラメータ（k0 ≈ 1.83
V/pC）も入っている。

表 2.17: KEK-ERL model-2空洞の加速モードの特性。TESLA空洞と対比して示す。

パラメータ KEK-ERL model-2 TESLA空洞

共振周波数 [MHz] 1300 1300
アイリス直径 [mm] 80 70
空洞赤道部の直径 [mm] 206.6 206.6
ビームパイプ直径 [mm] 100/120 78
空洞長 [mm] 1328 1256
R/Q [Ω] 897 1030
Geometrical factor [Ω] 289 270
Ep/Eacc 3.0 2.0
Hp/Eacc [Oe/(MV/m)] 42.5 42.6
セル間の結合度 [%] 3.8 1.9
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2.5.7 偏心フルート・ビームパイプによる quadrupoleモードの減衰

Quadrupoleモード共鳴については、表 2.14と表 2.15より周波数の低い 1つないし 2つのパスバンドが
ビームパイプの TE21モードの遮断周波数よりも低く、減衰できないことがわかる。これらのモードはビー

ムの quadrupole BBU不安定性を発生させるおそれがあるため、適度に減衰させることが望ましい。この
ため、偏心フルート・ビームパイプと名付けた方法を考案した [2, 3, 4, 5]。図 2.31において、左側のビーム
パイプの一部が外側に張り出した部分が偏心フルートである。この部分の断面を図 2.37に示す。ビームパ
イプに浸みだしてきた quadrupoleモードの一部をこの部分の非対称性によって dipoleモードに変換する。
Dipoleモードの遮断周波数は低いため変換された電磁場はビームパイプ中を伝搬し、吸収体で減衰される。

25

80

2
0

o

図 2.37: 偏心フルート・ビームパイプの断面

最低次の quadrupoleモード（TE211-like）に対する偏心フルートの効果を計算した結果を図 2.38に示す。
偏心フルートにより quadrupoleインピーダンスが 3桁程度下がっていることがわかる。ただし、図 2.31の
設計ではインピーダンス低下がやや不十分なモードがあるので、さらに改良を進めている。改良の方法と

しては、両方のビームパイプに偏心フルートを付ける方法と、外側に張り出したフルートではなく内側に

突き出した構造にする方法、の 2つを検討中である。偏心フルートに関する研究は [4]に詳しく報告されて
いる。

偏心フルートの非対称性が加速モードに与える影響についても計算で評価した。図 2.31の設計では、加
速モードの Q値の低下は無視できることがわかった。加速モードによる横方向キックについては、軸上電
場の積分の比で、 ∣∣∫ Eyeikzdz

∣∣∣∣∫ Ezeikzdz
∣∣ = 2.1 × 10−5, (2.10)

と見積もられている。これは加速管本体を 21 µrad だけ傾けた効果と同等であり、ほぼ影響ないと考えら
れる。ただし偏心フルートの設計をさらに最適化した場合には、加速モードへの影響を再びチェックする必

要がある。

2.5.8 入力カップラー

ERLではエネルギー回収をするためビーム負荷はほぼゼロであり、空洞に入力する電力は基本的にはほ
とんどいらない。しかし、超伝導空洞ではマイクロフォニックス（microphonics）と呼ばれる現象により空
洞がデチューニングされるため、それによる RF電圧の変動を補正するために電力が必要である。図 2.39
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図 2.38: 偏心フルートの quadrupole (TE211-like) modes への効果。式 (2.7)の左辺を縦軸にとった。

に必要な RF電力を空洞デチューニング量∆f に対して示した。必要な電力は空洞の負荷Q値（QL；入力

カップラーの外部 Q値 Qext にほぼ等しい）に大きく依存する。負荷 Qを大きく設定すれば、デチューニ
ングが無いときには節電になるが、RF源の能力を超えるデチューニングがあった場合にはRFがトリップ
してしまう。したがって、デチューニング量のピーク値を見極めた上で、余裕をもってカップラーの外部Q
値を設定することが、多数の空洞を使用する実用機では重要である。

コンパクト ERLでは、空洞当たり最大 20 kWの入力電力で、50 Hzピークまでのデチューニングに耐
えられることを想定し、外部 Q値を 2 × 107 に設定する予定である。もし想定した値よりもマイクロフォ

ニックスが小さければ、より高い外部 Q値に設定し、電力を節約することも検討する。また、空洞用のク
ライオスタットの開発では、できるだけマイクロフォニックスを減らす工夫が重要である。海外のデータ

によれば、微小振動によるデチューニングはクライオモジュール毎に異なり、rmsで 0.6-7 Hz, ピーク値で
4-42 Hz程度だと言われている [12]。これらの中でもマイクロフォニックスが特に小さなモジュールがある
ことがわかっており、それを再現して製造できるようにすることはクライオモジュール開発での重要課題の

一つである。

KEKではリニアコライダー（ILC）向けに入力カップラーを開発しており [10]、既にピーク電力 1 MW
（パルス幅 1.5 ms, 5 Hz）までの試験に成功している。この設計を元に 20 kW以上の CW通過電力に対応
できるよう変更を加え、ERL用の入力カップラーを設計した。概念図を図 2.40に示す。主要な変更点は、
同軸部の特性インピーダンスを 50Ωから 60Ωに変更して内導体での電力損失を減らしたこと、誘電体損
失が小さい 99.7%純度のアルミナセラミックスを窓材に採用した事が挙げられる。大気中から真空中にRF
を導入するセラミック窓は低温部と高温部の 2段構成とし、作りやすさの点から 2つを同一寸法とした。内
導体は冷たいガスを流して冷却される。外部 Q値を 5 × 106 ～ 2 × 107 の範囲で変更できるように外導体

にベローズを備え、内導体を± 5 mmの範囲で可動にする。現在カップラーの試作を進めており、2008年
度にテストスタンドで CW 30 kWまでの大電力試験を行う事を目指している。
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図 2.39: 空洞の入力電力とデチューニング量∆f との関係。加速勾配は 20 MV/mを仮定。

図 2.40: 主リニアック空洞用入力カップラーの概念図
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2.5.9 空洞開発状況

まずERL用空洞の製作と表面処理技術を確立するため、3台のニオブ製超伝導空洞を製作した（図 2.41）。
1台めは中央部のセル形状にビームパイプを取り付けた単セル空洞である。この空洞を表面処理した後、最
初の冷却試験を行った。その結果、温度 2 Kにおいて 30 MV/mの加速電界を発生することができた [5]（ま
だ空洞性能の限界には達していない）。この結果より、内面形状を TESLA空洞から変更したにもかかわら
ず、マルチパクタ等の深刻な問題はない事がわかった。2台めの空洞は、エンドセルの形状に偏心フルート
やカップラー用ポート付きのビームパイプを取り付けた単セル空洞である。これは主に複雑なビームパイ

プ部分の製造技術の確立と性能試験が目的である。2007年末の時点でこの空洞の冷却試験を進めていると
ころである。3台目となる 9セル空洞についても表面処理と冷却試験を順次進めてゆく予定である。
空洞本体の製造技術が確立した後、2台ないし 4台の加速空洞を収納できるクライオスタットの開発を進

める予定である。クライオスタットに関しても ILC向けの開発成果を有効利用する予定であるが、ERLに
適合した変更（主に dynamic lossが大きいことによる）を施す必要がある。
また、低温で使用できるマイクロ波吸収体付きビームパイプの開発、空洞のチューナー機構の開発、高次

モード減衰の測定によるチェックについても今後進めてゆく。

図 2.41: 製作されたニオブ製単セル空洞

2.5.10 付録：シャント・インピーダンスの定義

空洞の共振モードの共振周波数を ω、蓄積エネルギーを U、k = ω/c とする。本稿では、monopoleモー
ドの縦方向シャント・インピーダンス（R/Q）を、

R

Q
=

∣∣∫ Ez(r = 0, z)eikzdz
∣∣2

ωU
, (2.11)

で定義した（注意：右辺分母に 2が入る定義もまた一般的で、“circuit definition”と呼ばれる）。Dipoleモー
ドの横方向シャント・インピーダンスは、空洞中心から r0 だけオフセットした軸上電場の積分値を用いて、

Rt

Q
=

∣∣∫ Ez(r = r0, z)eikzdz
∣∣2

ωU(r0)2
, (2.12)

で定義した。Quadrupoleモードのシャント・インピーダンスは、

Rq

Q
=

∣∣∫ Ez(r = r0, z)eikzdz
∣∣2

ωU(r0)4
, (2.13)

で定義した。コーネル大学の論文 [1]では式 (2.11)–(2.13)について２倍異なる “circuit definition”を採用
している [13]。
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なお、シャント・インピーダンスの定義とビーム結合インピーダンスとの関係についての議論は、例えば

[14]を参照。
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2.6 RFシステム

2.6.1 コンパクトERLにおいて開発および実証すべき課題

入射器および主リニアックの超伝導空洞を駆動する 1.3 GHzの RF源には長時間安定な動作が求められ
る。特に入射器用の大電力（300 kWクラス）RF源には現在入手できるものが無いため、新規開発する必
要があり、その信頼性が重要である。入射器、主リニアックともに空洞内に発生するRF電圧を高精度で安
定化する必要があり、それを実現できる高性能の低レベル制御系の開発と試験を行う。RF電圧の安定化の
為には、RF源を駆動する高圧電源の高安定化も必要である。主要な技術課題は以下の通りである。

• 入射器空洞のドライブに用いる周波数 1.3 GHz, 出力 300 kW(CW)クラスのクライストロンの開発
• 超伝導空洞内のRF電圧を振幅 0.01%、位相 0.01度以内に安定化できるローレベル制御系の開発。コ
ンパクト ERLでは当初 0.1%, 0.1度以内の安定化を目標とし、段階的に開発を進める。

• 高純度かつ高安定なRF基準信号源。RF基準信号と電子銃ドライブ用レーザーとの高精度同期（レー
ザーでの課題）。

• クライストロンおよび IOT用電源の高安定化（リップルおよび電圧安定度：0.1–0.01%以内）

2.6.2 入射用超伝導加速器のRF源

入射用超伝導加速器の RF源は以下の仕様を前提にする。

• ビーム電力 500 kW（エネルギー 5 MeV、ビーム電流 100 mA）
• 空洞: 2セル空洞（RFのダブルフィード）を 3台使用
• 必要な RF電力: 120 kW （第 1空洞）、190 kW （第 2、3空洞）

必要とされる電力から想定すると入射器に必要な RF源はクライストロンである。
低レベルRF制御系（LLRF）でディジタルフィードバックをかけることを考えると 190 kWで使用する動

作点は入力電力対出力電力の依存性においてリニアな領域であることが必要である。これが飽和点の出力電

力の 80%のポイントであると仮定すると必要な電力は 235 kW、75%のポイントであるとすると 253 kWで
ある。以上から最低必要な入射器用RF源の飽和電力は 250 kW前後である。もう少し余裕をとると（フィー
ドバックを飽和点の 70%でかけるとすると必要な飽和電力は 270 kW）最大 300 kW程度が望ましい。第１
空洞は 120 kWの動作点であるから飽和出力 160 kWで十分であるが、別仕様のクライストロンを製作す
るのは価格的にも保守上も得ではないので、同仕様のクライストロンを使用するのが良い。LLRFにおける
フィードバックマージンは大きく取る方が安定度に大きな利点がある。

周波数 1.3 GHzの大電力クライストロンで入手可能な製品としては、e2v社K3415LS（飽和出力 150 kW）
が存在するが、長時間の運転実績に乏しく最大出力も足りない。従って、飽和出力 300 kWクラスのクラ
イストロンを開発して使用するのが望ましい。空洞 1台を 2本の 150 kWクライストロンで駆動する方法
も可能であるが、クライストロンの本数が増え、設置場所の確保が難しいことが短所である（特に光源用

ERLにおいて）。
入射器空洞１台当たりの RF源ユニットの案を図 2.42に示す。

導波管系のレイアウト クライストロンから空洞に 1:1で電力をフィードするが空洞への電力供給はダブル
フィード（空洞当たり２個の入力カップラーを使用）で行うため、マジックティか 3dBハイブリッドで電
力を 2つに分割する必要がある。空洞からの反射がRF源側に戻るのを防ぐ為には、アイソレータが必要で
ある。負荷側で放電等が生ずる確率の高いのはカップラーであり、2台の内のどちらかで放電しても定格電
力の供給は出来なくなる。これを考慮するとダブルフィードする各ポートにサーキュレータが必要である。

各サーキュレータはRF源の最大出力電力の半分である 150 kWの定格とすると 4ポート位相型のサーキュ
レータとなる。このサーキュレータの反射を吸収する負荷側には方向性結合器を取り付け、ある程度以上の

反射を検出した時はRF供給をオフするインターロックが必要である。ダブルフィードするポートの 2分割
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図 2.42: 入射器リニアックでの RF源 1ユニットの構成

点から空洞までの位相長については固定のWR650導波管のスペーサの挿入で位相長をあらかじめ合わせ、
アクティブな位相器を用いない。空洞間の位相の調節は LLRFの制御で行う。導波管内部の雰囲気は放電
防止を考えるとガス加圧 (乾燥窒素、又は空気)が必要であり、カップラーの窓がこの加圧に耐えられない
時には更にガード窓が必要となる。

クライストロン電源 クライストロンの電源に必要とされる安定度は ERLで必要とされる電力及び位相の
安定度および LLRFのフィードバック利得等から決まる。コンパクト ERLでは要求される安定度は暫定的
に電力の振幅安定度 0.1%、位相安定度 0.1度である。フィードバックゲインを 100とすると、これは出力
振幅 10%、位相安定度 10度までの変動は LLRFでカバーできることを示している。300 kWクライストロ
ンの電圧変動に対する位相変動は 10度／電圧変動 (%)であるから、ゲイン 100のフィードバックがかかる
とすればコンパクト ERLに対する電源の安定度に関しては厳しい要求は無い。しかし本番の ERLでは一
桁小さい位相安定度が要求されることから電源の安定度も 0.1%以下を要求される。電源変動の主たるもの
はリップルによる変動であるので、コンパクト ERLの段階から 0.1%～0.01%の安定度を目指した電源のス
タディが必要である。

立ち上げ時のオプション コンパクト ERLの立上の際、いきなり 100 mAのビーム電流を周回させるのは
容易でないため、当初ビーム電流 10 mA以内での試験運転を行うことは現実的である。入射器空洞の入力
カップラーの結合度をビーム電流 10 mAに適合できるとすれば、RFの電力は 1/10の最大 30 kWでよい。
この場合、主リニアック用と同型の 25 kWの IOT（Inductive Output Tube）を RF源に使用できる。
一方で入射器空洞用の大電力入力カップラーの開発は重要なテーマである。試作された入力カップラー

を試験ベンチにおいて早期に最大電力（100–200 kW/coupler程度）まで試験することは、極めて重要であ
る。最大出力 300 kWのクライストロンは、この大電力試験に間に合うように開発しておくことが望まし
い。（間に合わない場合には、既製品 1–2本を用いる方法もある）。
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2.6.3 主超伝導加速器のRF源

コンパクト ERLの主リニアックでは、加速電圧 15～20 MVの加速空洞を 4–8台使用する。それぞれは
9セルの超伝導空洞である。各加速空洞に（マイクロフォニックスによる）独立なデチューニングが与えら
れる場合、各空洞の RF電圧を高精度に保つためには、それぞれを独立の RF源で駆動することが望まし
い。従ってコンパクト ERLでは、各空洞を１台の RF源でドライブする方式を採用する。ただし将来の光
源用 ERLでは多数の空洞（250–350台程度）を使用するため、1台の RF源で複数空洞をドライブする可
能性についても検討する余地があろう。そのための試験をコンパクト ERLで行うことも検討に価する。
各 RF源に必要な電力は CWで 25 kW程度であり、RF源としてはクライストロンと IOTが候補として

挙げられる。クライストロンは加速器用RF源として幅広い実績があり、利得が高いことから励振系を含め
た RFの構成がシンプルであるのが利点である。一方で IOTは利得は低いが RF効率が高く、また入力電
力に対する出力電力の関係が直線的でフィードバック等を掛ける上で大きな利点がある。光源用 ERLでの
使用を考えると低コストが重要であるが、価格が同程度であれば IOTが有利である。コンパクト ERLで
は 25–30 kW出力の IOTの使用を想定する。導波管系は 1空洞１ RF源の構成であるためにシンプルであ
る。空洞からの反射に備えて CWで 25–30 kWのサーキュレータが必要である。LLRFで振幅 0.1%、位相
0.1度程度まで制御するフィードバック制御をするので位相器等も不要である。但し、IOTの出力空洞の手
前での入出力電力のモニターが必要である。コンパクト ERLの RF系全体の模式図を図 2.43に示す。
周波数 1.3 GHzの IOTの製品としては、CPI社 K5H1320W（最大 30 kW）、Thales社 TH713（最大

15 kW）、e2v社 IOT116LS（最大 16 kW）などがある。

図 2.43: コンパクト ERLの RF源全体の構成。主リニアック空洞４台を仮定。

2.6.4 ローレベルRF制御系の設計

目標仕様

光源用 ERLではビームエネルギーの安定度は超伝導空洞のRF電圧安定度で決定される。ERL光源では
10−4(rms)程度の狭いエネルギー広がりのビームを実現することが目標の一つである。したがって、ビーム
エネルギーも 0.01%(rms)以内に安定化する必要がある。これより、空洞電圧の振幅安定度としては 0.01%以
内が必要である。ただし多数の空洞を使用する場合、これより緩い安定度でも許容される可能性があり、ま

たビームのエネルギー・フィードバックを併用することも可能である。
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RF位相については、RF電圧の off crestでビームを加速するバンチ圧縮モードでの運転時に最も高い安
定度が要求されると考えられる。その際に必要な位相安定度については、我々のグループ内で詳細な検討は

未だ行っていないが、ERLに関するワークショップ等では 0.01度 (rms)程度の安定度が必要であるとの議
論がなされているため、今のところそれを最終目標値と想定する。

コンパクト ERLにおける高周波電界の安定度は光源用 ERLほど厳しくないと考えられ、振幅，位相そ
れぞれで 0.1%(rms)、0.1度 (rms)を想定する。これを達成した後に低レベル制御系を改良し、最終目標を
達成する２段階での開発が現実的である。

上に述べた仕様は，他の超伝導加速器と比較してもかなり厳しいものである。表 2.18に主な施設との要求
仕様を比較してまとめる。ただし、Euro-XFEL[1]（建設中）、ILC[2]（計画中）、J-PARCの Linac[3] （常
伝導，運転中）はパルス運転であるのに対し、ERLは CW運転であるため、より安定にできると考えら

れる。

表 2.18: 各種超伝導リニアックの安定度目標仕様
5 GeV ERL コンパクト ERL J-PARC Euro-XFEL ILC

振幅安定度 0.01% rms 0.1% rms ± 1% 0.01% rms 0.07% rms

位相安定度 0.01度 rms 0.1度 rms ± 1度 0.01度 rms 0.24度 rms

ビーム電流 100 mA 100 mA 60 mA 5 mA 9 mA

運転形態 CW CW パルス パルス パルス

高周波電界安定度に影響を与える要因

空洞の離調（マイクロフォニックス、ローレンツ力） 超伝導空洞は高い Q値を持つため、振動等による
空洞の離調（デチューニング）は無視できない。離調は、主として、振動に起因するマイクロフォニックス

と、空洞電界の 2乗に比例するローレンツ力離調に分けられる。Euro-XFELや ILCといったパルスリニ
アックでは、ローレンツ力による効果が離調の主たるものとなり、高電界のパルス運転では圧電素子を使っ

たリアルタイムの空洞の離調制御が必要となるが、電界一定のCW運転である ERLに関しては、この影響
は小さい。マイクロフォニックスのレベルは、空洞および冷凍系に依存するが、10–100 Hzの空洞離調とな
る。これを補正するための必要な高周波出力は空洞の Q値により異なるが、フィードバック運転時にも後
に述べるように空洞の安定度はフィードバックゲインの逆数分程度としかならないため、マイクロフォニッ

クスに起因する離調により短時間で電界強度が大きく変わる場合には、電界安定仕様を満たさなくなる可

能性がある。

ビームローディング ビームローディングのばらつきは、超伝導空洞の負荷がそのまま変わることになる

ため注意が必要である。たとえば、Q値としてビームと整合した最適値を選んだ場合、ビーム電流が１%変
わった場合、電界強度は 1%変化する。フィードバックで空洞電界を 0.1%以下するためには、ビーム変動に
よる寄与を 1/3程度（0.03%）以下とする必要があり、高周波系のフィードバックゲインが 100の場合は、
ビーム電流の安定度は 3%以下となる必要がある。

RF生成系のノイズ これらの信号は、フィードバック系の外にあるため、それ自身で高い位相安定度が

求められる。たとえば、コンパクト ERLの高周波安定度仕様が 0.1度とすれば、マスター系の安定度はこ
の 1/3程度である必要がある。これまでにKEKの ILCテスト施設である STFのために開発された信号発
生器は、100 Hzから 1 MHz程度の成分は 0.01度程度の安定度を持ち、コンパクト ERLの仕様を満たす
（表 2.19[4]参照）。

測定・フィードバック系のノイズ LLRF測定系のノイズとしては、中間周波数（IF）変換系におけるノイ
ズ、ADC（Analog to Digital Converter）周辺のノイズ等がある。これらのノイズが、特にスプリアスを
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表 2.19: STF用に開発された RF生成系の安定度。1310 MHzはダウンコンバータへの局部発振器（LO）
入力、40 MHzはデジタル系のクロックである。ジッター及び対応する位相は 100 Hzから 1 MHzの位相
ノイズから求めている。

周波数 (MHz) ジッター (rms) 位相 (rms) (度)

1310 22.3 fs 1.0 × 10−2

1300 16.0 fs 7.4 × 10−3

40 573 fs 8.3 × 10−3

10 1.14 ps 4.1 × 10−3

含まないノイズであれば、たとえばデジタル系の信号を平均化することによりノイズ成分は減少する。（し

かし、電源系のノイズ等の特定周波数のノイズがある場合は、平均化を行ってもその成分が残る）。

クライストロンの非線形，印加電圧の変動 入射器では高周波源としてクライストロンを採用する予定で

あるが、クライストロンは飽和値付近では入出力特性が非線形となる。このため、フィードバックの働きは

その分小さくなるので注意が必要である。クライストロンを使用するX-FELや ILCでは、この非線形効果
を補正するようなデジタル系のソフトウエア開発を検討している。

また、クライストロンの印加電圧の変動も高周波安定度に影響を与える。定性的には、高周波出力は電圧

の 2.5乗に比例し（1.25%/電圧%）、また、高周波位相はクライストロンの長さに依存するが 10度/%程度
変化する。低電力系でフィードバックを行わない場合、高周波源電源の１%の電圧変動は、振幅で 1.25%，
位相で 10度もの変動となる。フィードバックゲインが 100の場合は、これが約 1/100に抑えられるが、そ
の場合も位相変動は 0.1度程度にしかならない。このため（高周波源の位相係数にも依存するが）印加電圧
の安定度として 0.3%以下が要求される。このときフィードバックが機能すれば、10度/%の位相係数では
安定度は 0.03度程度となる。実用機で位相安定度 0.01度以下が必要なら、電源安定度は 0.1%が必要であ
ろう。

フィードバック調整余裕 比例制御を行った場合には、外乱がフィードバックの帯域内である場合、その比

例ゲイン（G）の逆数（1/G）程度まで外乱は抑えることができる。しかし、その際には外乱のG倍のドラ
イブ出力が必要である。たとえば、振幅の外乱が 0.1%あり比例ゲインが G=100の場合、単純な比例制御
においてはフィードバックを抑えるための振幅は最大で瞬間的には 10%増し（高周波出力は 20%増し）と
なる。十分なフィードバックのための調整余裕がない場合には外乱を十分抑えることができないので、大電

力高周波源の運転値はその飽和値から十分低い必要がある。

2.6.5 LLRF系のハードウエア

RF生成系 信号発生系では、1.3GHzの基準信号のほかに、中間周波数（IF）に変換するためのLO（Local
Oscillator）信号、デジタル系のクロック信号を供給する。高周波電界の位相安定度 0.1度を得るには、RF
基準信号、LO、クロック信号のいずれも 0.03度程度の安定度が必要である。

デジタルフィードバック系 1990年代から超伝導空洞の高周波制御にデジタル処理系を適用する試みが始
まった。たとえば、DESYのTTF（現在のFLASH）ではDSP（Digital Signal Processor）を用い、１MHz
サンプリングのシステムでパルス超伝導空洞の制御を行った [5]。DSPは、そのソフトウエア開発に時間が
かかる難点があるが、通常の PCなどに使われる CPUよりリアルタイム性に優れている。フィードバック
性能を決めるのは、システムのループ時間であるが、TTFのこの系では（クライストロン、導波管、信号
ケーブルを含めた全体で）3-5µ秒程度である。デジタルフィードバック系を常伝導空洞に適用するために

J-PARCの Linacでは DSPに替わって FPGA（Field Programmable Gate Array）を採用した [6]。DSP
の場合はADC等からの入力は数値に直して入力する必要があり、このための時間がかかっていた。FPGA
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は論理回路であるため、ADCからの出力を 1ビットごとに直接接続することができ、この部分の遅れが解消
される。FPGAを 48 MHzで駆動する J-PARCの Linacの場合、全体のループ時間は 1µ秒以下となった。

超伝導空洞の場合も、高い安定度が要求される場合にはループ時間を短くする必要があるため、Euro-XFEL
や ILCでは FPGAを採用することになっている。FPGAは論理回路であるため、掛け算や平方根、三角
関数を使用する計算（たとえば、振幅や位相の計算）はアルゴリズムが複雑となるが、単純なフィードバッ

クであればそれほど難しくない。

FPGAを用いた例として、J-PARCの線形加速器では、14ビットのADC/DACを採用しており、ビーム
補正を含めて± 0.3%、± 0.2度の安定度を得ている [7]。16ビットのADCを採用した STFにおいては、実
空洞の結果ではないが、電気回路による模擬空洞系を使った場合のノイズレベルは± 0.05%、± 0.03度の
結果 [8]が得られている。ERLの場合はCW運転であり、信号の平均化を行うことで、パルス運転よりも安
定な運転が可能と思われる。図 2.44に FPGAボードの構成例を示す。16ビットの ADCを 10個、14ビッ
トの DACを 2個持ち、40 MHzで動作する。ホスト側とは、市販の DSPボードを通じて通信している。

図 2.44: STFにおける FPGAボードの構成

機器制御系

低電力高周波系では、デジタルフィードバック系のほかに、機器制御系を構成している。機器制御系で

は、種々のインターロック入出力（水、アーク検出、高周波モニター、安全系）および上位との通信、高

速での高周波出力停止機能を持つ。これらの例を図 2.45に示す。たとえば、空洞カプラやサーキュレータ
の放電に対して、それ自身や、高周波源、空洞の保護のために直ちに高周波出力を停止する。J-PARCの
Linacでは、PLC（Programmable Logic Controller）がこの全体管理を行い、デジタルフィードバック系
もこの PLCの下にある。PLCが上位の制御系との通信も担当している。

ERLでは、ビームが正常に周回しない場合にビームを高速で停止し、機器を保護したり放射線防護をす
るためのインターロック系が必須であり、低レベル RF系と安全系との連携にも留意が必要である。

2.6.6 LLRF系のソフトウエア

フィードバックアルゴリズム

図 2.46 にフィードバック系の模式図を示す。ここでは、1 空洞または 2 空洞の制御の例を示す。この
例では、空洞信号からの中間周波数 (10 MHz) 信号を、40 MHz でサンプリングすることにより直接 IQ
（In-phase/Quadrature-phase）成分に分離する。2空洞の場合は、ケーブル等による高周波損失を補正し、
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図 2.45: 安全系を含んだ LLRF系の例（KEK-STF）

2空洞の電界の和（vector-sum）が一定となるように PI（Proportional Integral）制御を行い、最後に FF
（Feedforward）テーブルを足したのち、DAC（Ditital to Analog Converter）出力により IQ変調する。

図 2.46: FPGA内部のフィードバックアルゴリズムの例

機器制御系

デジタル系で検出した高周波電界をみてインターロックをかけることがある。たとえば，空洞のクエンチ

等により空洞入力が一定レベルを超えた場合は、場合によってはカプラや空洞の保護等のために高周波を

とめたほうがよい場合がある。これは、2.6.5節の機器保護系でも対応するが、デジタル系で検出した高周
波電界からインターロックを検出することも必要である。この場合、電界強度を FPGAで計算するには複
雑となることから、DSP（あるいは FPGA内部の DSP）で処理することになる。信号処理後、DSPから
イーサーネット等により機器安全系に接続する。
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通信系

デジタル系における空洞や高周波信号のデータおよびフィードバック等のパラメータ変更は FPGAボー
ドより上位のホストと通信を行う。たとえば、STFにおいては、CompactPCIのホストを通じて、外部か
らもパラメータの変更やデータ取得が可能である。どのような通信系を用いるかは、LLRF系の筺体や周
辺の通信環境に依存するが、外部から制御できると共に、LLRF系自身が堅牢性を兼ね備える必要がある。
J-PARCでは、筺体にはハードディスクを用いず Linuxでリモートホストが運転され、FB（Feedback）パ
ラメータ変更の通信はすべて PLCを介している。STFでは、筺体 1台しかないためWindowsをインス
トールし運転している。STFの方が柔軟性は高いが、安定な運転のためには J-PARCのようなシステムの
方が望ましい。
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2.7 周回部の電磁石システム

2.7.1 はじめに

コンパクト ERLの周回部に使用される電磁石本体および励磁電源に関しては、現在蓄積リングで使用さ
れているものとそれほど大きな差はないと思われるので、開発要素はほとんどない。しかし、電磁石のアラ

イメントの精度に対して、蓄積リング以上の精度を要求される場合には、電磁石の設計、架台を含めた設置

方法、振動対策、測量方法、補正方法が検討すべき課題となるであろう。本稿では、従来の蓄積リング並み

の精度での電磁石システムを想定し、PFリングの電磁石 [1] と比較しながら、周回部のラティス設計から得
られたパラメータをもとに、偏向電磁石、４極電磁石および６極電磁石の設計について述べることにする。

2.7.2 計算式によるおよその磁場の見積り

偏向電磁石

偏向電磁石の磁場は、

B0 =
µ0NI

h
(2.14)

と表される。ただし、B0 [T]は偏向磁場の強さ、µ0 = 4π × 10−7 [H/m]は真空の透磁率であり、以後の計
算では大気中の透磁率は真空中と等しいとする。N [turns]は上下磁極を合わせたコイル巻数、I [A]は電
流値、h [m]は磁極の全幅である。また、ビームのエネルギーを E [GeV]とすると、曲率半径 ρ [m] は

ρ =
E

0.3B0
(2.15)

と書ける。ここで、参考のために現在PFリングで使われている偏向電磁石のパラメータを示す。PFリング
の最大ビームエネルギーは 3 GeV、曲率半径は 8.66 mであり、必要な最大磁場は 1.15 Tである。電磁石の
コイルは、上下の磁極の合計で 48 ターン、磁極のギャップは 70 mmで、励磁電源の最大電流値は 1500 A、
その時の最大磁場は 1.29 Tである。
さて、コンパクト ERLではビーム最大エネルギーは 200 MeV、曲率半径を 1 mとしている。PFリング

に比べて曲率半径を短くしているのは、設置場所のスペース等の関係から、周回部をできるだけ小さく設

計する為である。その時に必要な磁場は 0.667 Tと計算され、磁極ギャップを 58 mmとすると、必要な総
電流値は 30785 A·ターン、さらに、コイル巻き数を 50 ターンとすると電流値は 616 Aと求められる。表
2.20に偏向電磁石の主要なパラメータを示す。コンパクト ERLの偏向電磁石のパラメータを PFリングの
ものと比べてみると、コンパクト ERLはエネルギーが１桁以上小さいが、曲率半径が 1/8以下と小さいた
め、磁場の強さや電源電流値にはそれほど大きな違いはない。ただし、PFリングでは 28台の電磁石が１
台の電源に接続されているのに対し、コンパクト ERLでは６台であり、また、電磁石の長さも短いため、
励磁電源の電圧は、PFリングの 800 Vに比べるとかなり小さくなり、単純にコイル長さ（電磁石長さ）の
比だけで考えると約 100 V程度になると予想される。このことから、コンパクト ERLの偏向電磁石用励磁
電源は、PFリングの主４極電磁石電源と同程度の電力容量と見積もられる。

４極電磁石

4極電磁石の磁場勾配は、
B′

0 =
2µ0NI

R2
(2.16)

と表される。ただし、R [m]は磁極のボア半径であり、その他は偏向電磁石の項と同様である。また、４極
電磁石のK 値 [m−1]は、電磁石の長さを L [m]、magnetic rigidityを B0ρ [T·m]として、

K1 =
B′L

B0ρ
(2.17)
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表 2.20: 偏向電磁石のパラメータ

台数 [台] 4 2

偏向角 [degree] 45 90
曲率半径 [m] 1 1
磁石長 [m] 0.79 1.57
磁場強度 [T] 0.67 0.67
磁極間隔 [mm] 58 58
コイル巻数 [turns/pole] 25 25
最大電流　 [A] 616 616
抵抗 　 [mΩ] 7.44 14.88
１台あたりの電圧 [V] 4.58 9.17

と書き下せる。ここで、PFリングに設置されているQDタイプの４極電磁石のパラメータを示す。このタ
イプの電磁石の長さは 30 cm、コイル巻き数は各磁極あたり 23 ターン、ボア半径は 35 mmである。励磁電
源の最大電流値は 800 Aであり、その時の磁場勾配は計算では 37.8 T/mとなるが、現実には電流値 500 A
付近から飽和が見られ、電流 800 Aの時の実際の磁場勾配は 30 T/mである。計算上の最大K 値はビーム

エネルギー 3 GeVに対して 1.13 m−1 であるが、現実には飽和の影響で約 0.9 m−1 となっている。

さて、コンパクト ERLの４極電磁石に要求される磁場勾配の最大値は、弧部の 4極電磁石の配置（ラ
ティス）および採用するオプティクスから決まる。まず、現時点おける弧部のラティスにおいて、アイソク

ロナスでアクロマートオプティクスにするために必要な 4極電磁石のK 値は約 2.4 m−1 である。さらに、

バンチ圧縮の実験の為には周回部の R56 を変化させる必要があるが、現在のラティスで可能な範囲はおよ

そ-0.5< R56 < 0.4と見積もられている。その場合でもK 値の最大値は約 2.4 m−1 でよい。CSRの効果や
空間電化効果、また他のオプティクスを試すことになった場合などに対する柔軟性を考慮すれば、電磁石の

設計として、K 値の最大値は 3 m−1とするのが現実的と思われる。そのK 値の場合、4極電磁石の磁石長
を 20 cmとすると、ビームエネルギー 200 MeVでは、必要な磁場勾配は 10 T/m、またボア半径を 29 mm
とすると総電流値は 3346 A·ターン、コイル巻き数を 25 ターンとすると電流値は約 134 Aとなる。表 2.21
に 4極電磁石のパラメータを示す。

表 2.21: ４極電磁石のパラメータ

台数 [台] 40

最大 K値 [m−1] 3
磁極長 [m] 0.2
最大磁場勾配 [T/m] 10
ボア半径 [mm] 29
コイル巻数 [turns/pole] 25
最大電流　 [A] 134
抵抗 　 [mΩ] 16.67
１台あたりの電圧 [V] 2.23
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６極電磁石

6極電磁石の磁場勾配は、
B′′

0 =
6µ0NI

R3
(2.18)

と表される。また、K 値 [m−2]は、

K2 =
B′′L

B0ρ
(2.19)

となる。ここで、PFリングの SDタイプ６極電磁石のパラメータを参考にする。この電磁石の長さは 20 cm、
コイル巻き数は 17 ターン、ボア半径は 45 mmである。励磁電源の最大電流値は 450 Aであり、その時の
６極磁場勾配は、計算上では 633 T/m2となる。ただし現実には電流値 300 A付近から飽和が見られ、最大
６極磁場の強さは 600 T/m2である。計算上の最大K 値は 3 GeVに対して 12.6 m−2、現実には約 12 m−2

である。

コンパクト ERLでは弧部で高次の分散関数の効果を補正するために 6極電磁石が用いられる。CSRの
効果や縦方向の空間電化の効果はいずれもバンチ内での粒子の縦方向の位置に依存したエネルギー変化を

与えるものであり、それらの効果の補正の為には６極電磁石を使って高次の分散関数を最適化する必要が

ある。また、バンチ圧縮を行う際は主加速空洞において、RFが最大電圧になる位相からずれた位相で加速
を行い、バンチ内の粒子にバンチ内の縦方向の位置に依存したエネルギー勾配を付ける。その様な場合は

たとえ電荷量が小さくてもエネルギー分散が非常に大きくなり、ビーム損失を防ぐためにも高次の分散の

補正は必須となる。最適化のためのシミュレーションでは、６極のK 値の最大値は約 70 m−2 である。柔

軟性などを考慮して、最大 100 m−2とすることにする。電磁石の長さを 10 cmとすると、必要な磁場勾配
は 666 T/m2 となり、PFリングとほぼ同じ値になる。ただし、PFリングの６極電磁石に比べてボア径が
約半分であり、電流値は小さくて済む。必要な総電流値は 2154 A·ターン、コイル巻き数を 20 ターンとす
ると電流値は約 107 Aとなる。表 2.22に電磁石のパラメータをまとめる。｝

表 2.22: ６極電磁石のパラメータ

台数 [台] 8

最大 K値 [m−2] 100
磁極長 [m] 0.1
最大磁場勾配 [T/m2] 667
ボア半径 [mm] 29
コイル巻数 [turns/pole] 20
最大電流　 [A] 107
抵抗 　 [mΩ] 16.47
１台あたりの電圧 [V] 1.76

2.7.3 ２次元静磁場計算コードPOISSONによる磁場計算

ここでは２次元静磁場計算コード POISSON[2]による磁場計算の結果を示す。電磁石はいずれもモデルで
あり、現実に製作する際はポールの厚みや磁極の形状、光の取り出しや合流部の配置などを考慮して形状を

最適化する必要がある。電磁石の大きさの目安としては、PFリングと同じ程度のものを想定した。コイル
は銅製の中空導体で、冷却水を通水して励磁することを考えているが、４極電磁石と６極電磁石について

はコイル巻き数を増やして電流を減らし、空冷とすることも可能かも知れない。また、磁極の材質は硅素鋼

板とした。
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偏向電磁石

モデル偏向電磁石の断面形状を図 2.47に、励磁曲線を図 2.48に示す。磁極内で最大 2 T程度になるが、
励磁曲線に飽和の効果は見られない。電流値 600 A付近で約 0.7 Tの磁場となる。水平方向の磁場分布を
図 2.49に示す。|∆B(x)/B(0)| < 5× 10−4を有効磁場領域とすると、いずれの磁場でも−16 mm < x < 16
mmが有効磁場領域となる。これは十分に広い。磁極が飽和していないので、磁場分布の磁場強度依存性は
小さい。
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図 2.47: モデル偏向電磁石の断面形状例と磁力線
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図 2.48: モデル偏向電磁石の励磁曲線
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図 2.49: モデル偏向電磁石の磁場分布

４極電磁石

モデル４極電磁石の 1/8 部分の断面形状例を図 2.50 に、励磁曲線を図 2.51 に示す。電流約 130 A で
10 T/mの磁場勾配となる。水平方向の磁場分布を図 2.52に示す。|∆B′(x)/B′(0)| < 5× 10−4を有効磁場

領域とすると、いずれの磁場でも |x| < 35 mmが有効磁場領域となる。これは十分に広い。磁極が飽和し
ていないので、磁場分布の磁場強度依存性は小さい。

６極電磁石

1/12部分の断面形状を図 2.53に、励磁曲線を図 2.54に示す。電流 100 A付近で 670 T/m2 となる。計

算式による計算よりも若干弱い結果となった。
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Radiation Instrumentation: Ninth International Conference, edited by Jae-Young Choi and Seungyu
Rah, 2007 American Institute of Physics, pp. 99–102.

[2] “Poisson, Superfish”, J.H. Billen and L.M. Young, LA-UR-96-1834, Los Alamos National Laboratory
(2004).
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Quadrupole Magnet for Compact ERL   (axes : [cm])
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図 2.50: モデル４極電磁石の断面形状例と磁力線
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図 2.51: モデル４極電磁石の励磁曲線
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図 2.52: モデル４極電磁石の磁場分布

Sextupole Magnet for Compact ERL                     (axes :[cm])
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図 2.53: モデル６極電磁石の断面形状例と磁力線

0

200

400

600

800

0 20 40 60 80 100 120 140 160

B
'' 

[T
/m

2
]

Current [A]

図 2.54: モデル６極電磁石の励磁曲線
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2.8 真空システム

2.8.1 コンパクトERLの真空システムに要求される仕様

従来の高エネルギー線形加速器の真空システムは、加速空洞や電子銃のコンディションを清浄かつ安定に

保つことが重要な要件であり、ビームと残留ガスの相互作用やビーム輸送路のウェーク場はあまり問題とさ

れることはなかった。一方、放射光源リングでは、ビーム寿命、ビーム不安定性の観点から、ビームダクト

には清浄な超高真空と一様で滑らかな断面形状が要求される。また、偏向電磁石の大強度放射光パワーを

安全に吸収する水冷アブソーバが必要不可欠である。アンテチェンバー方式の採用など、真空ポンプとアブ

ゾーバの配置は、ビーム軌道上の真空ができるだけ良くなるように設計される。

コンパクト ERLにおいて、加速空洞と電子銃のための真空は、従来の線形加速器と同等かそれ以上に要
求が厳しくなる。高いバンチ繰返し周波数 1.3 GHzで高い平均電流 10 mA ないし 100 mAを想定すると、
全長 70 mの周回部において、電子蓄積リングと同様にイオン捕獲不安定性 (3.6節)が生ずる可能性があ
る。ガス散乱によるビームロスの見積もり (3.8節)から要求される真空度は、P≤10−6 Pa程度となってい
るが、安定した大電流を実現するためには、ビーム周回路において蓄積リング並の超高真空 P∼10−8 Paを
達成するのが必要条件であると考えられる。

また、ビーム不安定性の要因となるビームダクトのインピーダンスを低減することも大変重要となるが、

バンチ電荷 77 pCで 1 ps、さらにバンチ電荷 7.7 pCでは 100 fsと非常に短いバンチ長を想定するとき、局
所的にロスファクタの大きい部分ではHOMロスによるビームダクトの発熱問題が発生する。現行の第 3世
代放射光源リングと比較しても 10分の 1ないし 100分の 1のバンチ長であり、ロスファクタの大きくなり
得る放射光取出ポート、形状変換部、ポンプポート、RFシールドベローズ、ビームスクレーパなどの設計
に、ロスファクタの定量的な見積もりが不可欠である。

周回エネルギー 200 MeVで曲率半径 ρ = 1 mのとき、インコヒーレントな放射光による放射損失は、以
下の式より、

U0[keV] = 88.5 × E4[GeV]/ρ[m] = 0.14 [keV], (2.20)

にとどまり、最高電流値 100 mAを想定しても全放射パワーは 14 W にすぎない。ただし一方で、100 fsの
バンチ長で 10 mA程度の電流値を実現したとき、テラヘルツ領域のコヒーレント放射光 (CSR)パワーが、
偏向電磁石一台あたり約 4 kWに上ると見積もられる (5.2節)。コンパクト ERLの放射光アブゾーバは、
この大強度の CSRの吸収を想定しておかなければならない。
放射光源リングでは、真空紫外線、X線領域の放射光照射によるビームダクト内面から光刺激脱離が主

なガス負荷であり、またベーキング（加熱脱ガス処理）によるガス放出量の低減よりも、実際の放射光照射

による脱ガスで徐々に光刺激脱離係数が低減していく効果の方が、ビーム運転中の真空度を低く保つ上で

圧倒的に重要である。しかし、コンパクト ERLでは上に記述したように通常の放射光強度は弱く、また光
の臨界エネルギーも仮に 60 MeVを想定すると、0.5 eV程度と低くなり光刺激脱離はガス負荷とならない
代わりに、ベーキング効果もほとんど期待できない。したがって、清浄な超高真空を実現するためには in
situのベーキングが不可欠となる。
放射光源リングでは全く想定外のことであるが、ERL の場合局所的なビームロスによるビームダクト

の焼損が容易に発生し得る。入熱条件の厳しい放射光クロッチアブゾーバでも、想定している熱量は高々

30 W/mm2 、総熱量は 10 kW程であり、計算上表面温度は局所的に 400◦Cを超え、冷却水路面の温度も
200◦Cを超えている。電子ビームのロスと直接比較はできないが、熱密度的にはコンパクト ERLの 10−4

程度のビームロスでも、仮に集中すればダクト内面の焼損やピンホールの発生が起こりうる。ビームダク

トの損傷を未然に防ぐには、ビームロスを検知するインターロックの整備が不可欠である。逆にパートごと

の冷却水温度をモニターすることによって、異常発熱を監視すればビームロスの検知にも利用できること

になる。
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2.8.2 ビームダクト製作の基本仕様

材質

加速器で使用される超高真空ビームダクトの材質は主としてステンレス鋼（SUS）、アルミニウム合金の２
種である。Bファクトリー（KEKB）のHER（High-Energy Ring）や PF-AR（Photon Factory Advanced
Ring）など高エネルギー蓄積リングでは、無酸素銅製ビームダクトが採用されている。J-PARCの 50 GeV
リングでは、その良好なガス放出特性に期待してチタンを採用することが検討されたが、広く実績のある

SUS製チェンバーに落ち着いたようである。コンパクト ERLの場合、製作規模が小さいこともあり SUS
かアルミニウム合金のどちらかの選択になろうが、熱伝導率と導電率に優れたアルミニウム合金が最適と

考えている。前節で述べたように、清浄な超高真空を達成するために in situでの加熱脱ガス処理が不可欠
であるが、熱伝導率の高さと処理温度の低さから効率のよい加熱脱ガスが可能である。放射光パワーを吸

収するアブソーバ配置に関しても、高熱伝導率を生かして柔軟な設計が可能となる。SUS製チェンバーの
場合電子ビームロスによる放射化がしばしば発生するが、アルミニウムの場合放射化が起こりにくいこと、

また完全な非磁性体であることも望ましい性質である。

断面形状とアパーチャ

蓄積リングと違いコンパクト ERLでは、電子ビームのプロファイルはほぼ円筒対称である。直線部ビー
ムダクトの断面形状も円筒とする。放射光による光刺激脱離は大きな問題とならないのでアンテチェンバー

構造は必要としないであろう。ビームダクトを内径（直径）50 mmの円形とした時、ダクト壁厚を標準的
な 3 mm、磁極とのクリアランスを 1 mmとすれば、四極電磁石と六極電磁石のボア直径は 58 mm以上と
なる。ビームパイプを SUSで製作する場合、アルミよりも薄肉にすることが可能で標準寸法は 2 mm厚と
なるので、四極電磁石と六極電磁石のボア直径は 56 mm以上となる。
偏向電磁石部のチェンバーは、放射光リングでは分布排気ポンプ、クロッチアブゾーバ、放射光取り出し

ポートを備え、また主排気ポンプがガス放出源であるクロッチアブゾーバの直近に配置される。具体的に

熱解析を行う必要があるが、コンパクト ERLの場合通常の放射光パワーは限定的であり、また波長の長い
CSRのパワー分布が比較的ブロードであるので、放射光リングの直線部ダクト並にチェンバー外壁の水冷
で十分な可能性がある。CSRを含む放射光取出し条件を確定した上で、インピーダンスの増大が生じない
ように留意して光取出しポート、排気ポート、分布排気型ポンプ等の配置を決定していく。

フランジ、ガスケット

チェンバー材質にアルミを用いた場合、アルミニウム合金製の円形フランジを用い、ヘリコフレックス型

の柔らかいメタルＯリングを用いて真空を封止する構想である。メタルＯリング内径をビームダクト内径

と同一として段差を極力小さくする。現行の電子蓄積リングでは、ヘリコフレックスシール部のロスファク

タが問題となることはないが、もしコンパクト ERLの短いバンチ長でこのような微小な段差さえも問題と
なるのであれば、さらに内面を滑らかに接続できる、KEKで RF導波管接続用に開発された角型の銅製メ
タルＯリングの採用も考慮する。同タイプのガスケットは、KEKBの LER（Low-Energy Ring）改造でも
異形ダクト形状を段差なく接続するために採用が検討されている。

内面処理、コーティング

真空壁面からの放出ガスを低減するために様々な内面処理が行われるが、アルミニウム合金製チェンバー

の場合 CERNで開発された NEG（Non Evaporable Getter）コーティングが有望な処理方法である。特に
開口径やインピーダンスの制限で、十分な排気速度が確保できない部分に有効である。Ti-Zr-Vの合金系の
材料をコーティングすることで、アルミのベーキングで到達可能な 180◦Cで活性化される NEGフィルム
が形成できる。実効的な排気速度測定や活性化の寿命等を確認するために試験ダクトを作成し、採用を検
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討していく。仮に SUS製チェンバーを使用する場合も、同じく NEGコーティングは有用であるが、抵抗
壁インピーダンスの低減を目的とする銅メッキの方が優先される可能性もある。

ベローズおよびゲートバルブのRFシールドと水冷機構

円筒断面を採用した場合、ベローズおよびゲートバルブのRFシールドの製作は、比較的容易となる。ベ
ローズ本体、ゲートバルブ本体の材質は、その性能上 SUS製に限定される。コンパクト ERLでは、放射
光パワー吸収と HOMロスによる発熱吸収を兼ねて銅合金製の RF シールドフィンガーに有効な水冷機構
を備えれば、余分な放射光アブゾーバの挿入を省略できると考えられる。これも実際に熱解析を行ったのち

設計を確定したい。

BPM等のモニター機器

ビーム位置モニター（BPM）その他のモニター機器の材質は、ヘリコフレックスシールで接続する限り
材質に制限は少ない。熱伝導度の低い SUS製やセラミック製の機器を挿入する場合、ハイパワーのCSRの
直撃を防止するアブソーバの挿入が必要となる。挿入機器自体のインピーダンス見積もりは当然であるが、

アブゾーバの挿入に伴うインピーダンス、ウェーク場が挿入機器に与える影響の見積もりも慎重に行わな

ければならない。

2.8.3 排気システムと真空計測システム

全長が約 70 mとなる周回部は、9セル空洞 4台からなるクライオモジュールが 2台、それぞれ 3台の偏
向電磁石を有する 2つの弧部、合流部、取出部、シケイン、長直線部から構成される。液体ヘリウム冷却
によって低い圧力に保たれるクライオモジュール内を除いた部分に十分な排気速度とコンダクタンスを確

保し、清浄な超高真空を得ることが課題である。約 20台のチタン蒸発ポンプ (TSP；300 ℓ/s)と、同数の
スパッタイオンポンプ (SIP；200 ℓ/s)を配置し総排気速度 10000 ℓ/s程度を確保したい。排気ポートには
ウェーク場対策も重要であり、実効的な排気速度はコンダクタンスで制限されてしまう。排気ポート面での

排気速度は総排気速度の数分の 1程度となってしまう。
一方で、仮に周回部の約半数のダクト内面にNEGコーティングが施せれば、計算上 10000 ℓ/sに及ぶ排

気速度が得られることになり大変に効果的である。内面コーティングと活性化の行い易い限られた部分に

採用しても、なお効果的だと考えられる。TSP、NEG共に有効に排気できるガス種に制限があるので、不
活性ガスにも排気速度を持つ SIPの充実も必要である。
コンパクト ERLはその実証機としての性格上、真空計測にも正確性と信頼性が求められる。真空ゲージ

としては再現性と信頼性の高い BA（Bayard-Alpert）ゲージによるのが良い。現行の蓄積リングでも放射
線や２次電子あるいはウェーク場の影響と推測される BAゲージの測定不良がしばしば観測される。ERL
ではゲージ本体や配線の放射線シールドも重要となる。　

2.8.4 冷却水、温度計測、制御、インターロック

ビームダクトに吸収される微弱な放射光パワー、大きなCSRパワー、HOMロスによる発熱、微小なビー
ムロスによる発熱等を冷却するため、通常の放射光源リングとはいささか異なった冷却チャンネルの配置が

必要となる。熱伝導度の高いアルミ合金製ビームダクトであれば、冷却水チャンネルの配置が柔軟になり、

ビームの合流部や取出部、放射光ポートなどの設計が容易となると考える。また、無酸素銅製の放射光アブ

ソーバの挿入箇所が少なくて済み、インピーダンスの低減にも寄与するものと思われる。

冷却水温の上昇を精密に測定モニターすれば、インターロックでビームを遮断するには至らない異常な

ビームロスを検知する上で、有用であると考える。一方で、真空の圧力やダクト温度、水温のインターロッ

クでは突発的なビームロスには対応不可能であり、ビームダクトの損傷を防ぐためにも有効で、応答の速い

ビームロスインターロックシステムが不可欠である。
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2.8.5 真空システムの機器一覧

周長 70 mの周回部を清浄な超高真空に保つための真空システムに必要とされるビームダクトや真空ポン
プなどの項目と数量の一覧をまとめたものである。今後は、各コンポーネントの具体的な設計や選定を進

めていく予定である。

表 2.23: 真空機器一覧

分類 項目 　　　　 個数 備考

偏向電磁石チャンバ 　 6
４極電磁石チャンバ 12
入射部・出射部チャンバ 　 2

ビームダクト類 偏向電磁石チャンバ 　 1
シケインチャンバ 　 　 1
RFシールドベローズダクト 20
RFシールドゲートバルブ (GV) 　 4

NEGコーティング　 20
Tiサブリメーションポンプ (TSP) 20
TSPチャンバ　　　　　　 20

　 　　　　　　 スパッタポンプ (SIP) 20
排気システム ターボ分子ポンプ (TMP)　 　 4

スクロールポンプ (SP) 4
粗排気用ゲートバルブ 　 4
粗排気用圧空アングルバルブ 　 4
SP用アイソレイトバルブ 　　 　 4

BAG 　 10
残留ガス分析計　　　　　　　　 2
粗排気用 CCG　　　　　　 4

計測システム 温度センサ　（白金抵抗体） 96
冷却水センサ（羽根車式）　　　 20
圧空センサ　　　　　 2

BAGコントローラ（ケーブル付き） 10
SIPコントローラ（ケーブル付き） 20
TSPコントローラ (4ch）　　　　　 5

　 　　　　　　 TSPトランス　　　　 20
真空制御システム 粗排気系コントローラ　　 　 4

GVコントローラ (6ch） 　 1
温度センサコントローラ (48ch） 　 2
流量計コントローラ (16ch） 　 2
圧空コントローラ 　　 　 2
インターフェースユニット 20
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2.9 ビームインストゥルメンテーション

2.9.1 はじめに

コンパクト ERLにおけるビームダイナミクスの研究、ビーム制御などのために、各種の精確なビーム計
測が重要である。また、従来の加速器には存在していない ERL特有のビーム計測技術に関する研究開発も
あわせて行ってゆく必要がある。ビームインストゥルメンテーションの分野においては、将来の先端加速器

開発を視野に入れて、すでに色々なビーム計測のためのアイデアが考案され、研究開発が活発に行われてお

り、これらの結果には ERLに応用できるものも少なくない。コンパクト ERLのためのビームインストゥ
ルメンテーションについては既に検討が重ねられ、一部のモニターについては開発作業に着手している。一

方で、高速・精密タイミングシステムを含む加速器コントロールに関しても、システムの概略構成について

検討を進めており、高速タイミングシステムについては、KEK入射器ライナックと PF（Photon Factory）
リングとの間に敷設した位相安定化光ケーブルを用いて極短パルスレーザーパルスシグナルの転送テストの

準備がなされている。ここでは、主にモニター関連について検討した結果と、開発現状について報告する。

2.9.2 ビームインストゥルメンテーションの開発課題

コンパクト ERLに向けてビームモニターおよび制御システムについて研究開発すべき課題は多数あると
思われるが、現時点で議論されているものについての項目を以下に列挙した。また、コンパクト ERLの実
ビームを用いて開発すべき課題についてもあわせて述べてある。

• 入射部におけるハイパワービームの診断
• 加速空洞直線部における加減速両ビームの同時診断
• 加減速両ビーム強度の精密測定
• ビーム位相の精密診断
• ビームハローの診断
• バンチごとの高速ビームサイズ、プロファイル診断
• フェムト秒領域での縦方向プロファイルの診断
• 空洞型ビーム位置モニターによる精密ビーム位置診断
• 高速時間応答ビーム位置診断
• フェムト秒テクノロジー（超高速、超精密タイミングシステムなどの）の開発
• アドバンスド TCA（Advanced Telecom Computing Architecture）をベースとして次世代加速器コ
ントロールシステムの開発

• 超高速ビームフィードバックシステムの開発
• 高速ビームロスモニターと連動した機器保護・安全システム

2.9.3 ERLにおいて必要となるビーム計測機器

ERLは基本的に線形加速器に周回部を付加してビームを加速空洞に戻し、減速位相に載せることでエネ
ルギー回収を行うシステムである。大まかに、入射部、加減速のための RF空洞が入る直線部、アーク部、
挿入光源のための長尺直線部、ビームを捨てるためのダンプラインからなる。以下に各セクションについて

必要となるビームインストゥルメンテーションについてまとめる。

入射部

入射部は、ビーム繰り返し周波数 1.3 GHzで動作する大強度の線形加速器であり、ビームの最大出力電力
は 500 kWに達する。したがって、従来の線形加速器でよく用いられてきた蛍光板のような破壊型のビーム
計測器については、フルパワーで用いることが困難である。ただし、ビームの繰り返しを下げるなどすれば
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使用することが出来るので、これらの計測器は依然として重要である。特に蛍光板はスリット、ピンホール

アレイと併用することで空間分解能をあげることが可能であるので、当然用意すべき計測器であろう。また

従来の一般的なビーム位置モニター（BPM; beam position monitor）も必要である。入射部は 5–10 MeV
（γ =10–20）とエネルギーが低いので、放射光モニターのような非破壊型のモニターは使用できない。OTR
（Optical Transition Radiation）モニターは、陽子加速器で用いられる様なアクセプタンスの大きな光学系
を設計すれば用いることも可能であろうが、このモニターも破壊型であるので、最大ビーム出力で使用す

ることは困難である。いずれにしても、フルパワー運転時はメガワット級の電子ビーム溶接機のようなもの

であるから、電子ビームの空間分布を調べるのは破壊型のモニターではかなり難しいと言わざるをえない。

ハイパワーでのビーム診断を行うには、入射部の後段にビームをデフォーカスしてパワー密度を落とすよう

な診断ラインを設けることも必要となるであろう。他方で、非破壊型のモニターで使用できそうなものは、

レーザワイヤー、レーザ干渉計タイプの、ビームによるレーザ光の逆コンプトン散乱を利用したモニター

である。この種のモニターは最近リニアコライダー関連で盛んに研究開発がなされており、特にレーザ干渉

計型のモニターは、レーザーの干渉縞の周波数を変えることにより、ビーム形状の放射光干渉計のように電

子ビームの空間分布についてフーリエ解析をすることが出来る。逆コンプトン散乱光をどのように加速器

アッセンブリーから取り出すかが問題ではあるが (同様の問題はワイヤースキャナーを用いるときにも同様
に起こる)、ビームパワーは大きいほど感度はよくなるので、入射部のハイパワービーム用のビーム形状モ
ニターとしては有望である。

加速空洞部

加速空洞が入る直線部は加速位相に乗るビームと減速位相に乗るビームの２つのビームが約 0.385 nsec
の間隔で繰り返し通過するので、従来の加速器にはない ERL独特のセクションである。加減速ビームの両
者の軌道測定、位相測定、電流差の測定など、従来とは異なる様々なビーム計測技術の開発が必要である。

加減速 2つのビームの同時位置測定については、2.9.4節に開発状況を紹介する。この他に、このセクショ
ンでは加減速位相に乗る 2つのビームの精密な位相検出、電流検出などが必要である。2つのビームの強度
の精密測定に関して、精密DCCT（DC Current Transformers; パラメトリック磁束変調型ビーム電流モニ
タ）についていくつか提案がされているが、まだ詳細な検討はなされていない。

アーク部

アーク部を通るビームは、繰り返し 1.3 GHzの加速後のビームが 1種類であるので、通常の BPMシス
テムがビーム位置検出に便利であろう。2.9.4節に紹介するガラスタイプ封止電極の BPMを用いれば、バ
ンチ毎の位置検出も可能になると思われる。アーク部において偏向電磁石からの放射光が使えるので、可視

放射光を用いた SR（Synchrotron Radiation）モニターのシステムにより、ビームプロファイル、ビームサ
イズ、ビームハロー、位相空間でのビーム位置検出、ストリークカメラ、強度干渉計による縦方向のビーム

プロファイル観測などが出来る。コンパクト ERLにおいてはエネルギーが低いので、X線によるビーム診
断はあまり期待できないが、将来的にはX線放射光（XSR）モニターの開発は重要であり、2.9.4節に述べ
る PF入射路ショートパルステストライン（PFSPT）、KEK ATF（Accelerator Test Facility）などの試験
施設を利用して、X線結像光学系、X線干渉計などの開発をあわせて行う必要がある。特に、ERLは蓄積
リングのような平衡状態にある加速器ではないので、ビームプロファイルが自動的にガウス的にはならな

い。コンパクト ERLにおいては、ビームサイズはさほど小さくはないので、可視光によるビームプロファ
イルモニターで十分であるが、将来を見越して X線結像光学系によるビームプロファイルモニターの開発
をしておく必要がある。

長直線部

長直線部には挿入光源が設置される可能性があるため、他の場所よりも高精度のビーム位置計測が必要

である。通常のボタン電極型BPMの分解能はシステムの特性インピーダンスにより制限されるので、その
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S/N比（Signal to Noise ratio）は単位帯域幅あたり大まかに言って特性インピーダンスの平方根に比例す
る。そこで、S/N比を良くして分解能を上げるには、実効的なインピーダンスを大きく出来るものがピック
アップとして有利である。リニアコライダーに向けてこのようなピックアップを実現するために、TM110
モードを利用する空洞型ビーム位置モニターの研究開発が進められている。既に非常に高い分解能が得ら

れることが報告されており [1, 2]、ERLにおいても有望な位置モニターである。このモニターに関しては
シミュレーションコード MAFIA、GdfidL を用いて設計を始めており、コールドモデルによる特性研究を進

めた上で、PFSPT にてビームテストをする予定である。コンパクト ERLにおける 1.3 GHzの高繰り返し
ビームに対する応答、及びビームへの影響についてはシミュレーションによる研究開発が必要である。

この直線部には、ビーム計測機器の開発のためのセクションの設置を検討している。例えば、フェムト秒

領域でのバンチの縦方向プロファイルの測定に関しては、一般的なストリークカメラによる測定では定量性

がよくない。最近では、光学技術と電気技術を組み合わせた opto-electronic方式によるシングルパスでの
計測法が精力的に研究されている。コンパクト ERLが完成するまではこのような計測法の開発は PFSPT
を用いて行うが、後に述べるように PFSPTでは 600 fsのバンチ長が限界であるので、コンパクト ERLに
おいて 100 fsの実ビームを用いて研究開発するテストセクションが必要である。

ダンプライン

ダンプラインにはビームを安全にダンプへと導くためのビーム位置モニターが必要であるが、ここは減

速されたビームしか通らないことと、特に高速のビーム計測も必要ないであろうから、通常のBPMを配置
すればよいであろう。

全体に共通のモニター

• ビーム損失モニター

全体に共通のモニターとして重要なのが、ビーム損失モニターである。既に何箇所かで述べたように、

ERLは大強度線形加速器であるにもかかわらず、蓄積リング並みのビーム損失を要求されている。こ
のために全セクションにおいて厳重なビーム損失モニターを装備する必要がある。ビーム損失を高感

度で検出できるモニターとして、PIN（p-intrinsic-n）ダイオードによる光子計数方式のビーム損失
モニターシステムが PFで使用されており、このシステムを用いれば感度的には十分である。ただし
この方式では、多少大き目のビーム損失があると、すぐに飽和してしまう。定常的な運転ではこのよ

うなビーム損失は許されないが、コミッショニング時における調整運転では、大きなビーム損失も起

こりうるであろうから、KEKBで用いられているフォトダイオードの出力をアナログ的に処理するよ
うなシステムも併設するのが良いと思われる。

• DC電流モニター

ビームのDC電流の観測については、蓄積リングのような周回ビームを観測するのではないので、高
精度DCCTを数箇所に分散配置する必要がある。現在のDCCTの精度は 200 mAのフルスケールレ
ンジにて、長期ドリフト 20-50 µA、分解能はほぼ 20 µA程度である。この分解能であると 10−4 の

レンジで電流の差が検出できると考えられるので、このままでもビーム回収率の測定には十分の精度

があるように思われる。ただし、超伝導空洞へのビーム負荷の変動を抑えるためにはより高分解能な

DCCTで測定する必要があるとの議論もある。

2.9.4 開発のトピックス

ガラスタイプ封止BPM

加速空洞が設置される直線部においては、加減速位相に乗る 2つのビームの位置を同時、独立に測定す
る必要がある。加速位相に乗るビームと減速位相に乗るビームの 2つのビームが約 0.385 nsecの間隔で繰
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り返し通過するので、時間応答速度の速いBPMシステムの開発が必要となる。現在普通に用いられている
セラミック封止のピックアップ電極では、比誘電率が 10程度と大きく、電極構造を最適化しても時間応答
速度を 1 nsecより早くするのは困難である。この時間応答速度を改善するために、KEKではガラスタイプ
封止の BPMを開発してきた [3]。図 2.55に開発されたガラスタイプ封止電極の構造と写真を示す。このガ
ラスタイプ封止電極では比誘電率を 4程度まで下げることが出来るので、時間応答速度を改善することが
出来る。このガラスタイプ封止電極について、シミュレーションコード GdfidLを用いて時間応答と周波応

答についてシミュレーションを行った結果を図 2.56に示す。この結果からは 0.4 nsec以下の時間レスポン
スが得られている。このガラス封止電極については後に述べる PFPSTに設置されて、既にテストが開始さ
れている。図 2.57に、PFPSTにてテストした出力波形の結果の例を示す。
一方、高速読み出しについては、現在SLAC（Stanford Linear Accelerator Center）、INFN-LNF（Instituto

Nazionale di Fisica Nucleare, Laboratori Nazionali di Frascati）との共同研究が進行中である。KEKBの
iGp（Integrated Gigasample Processor）システム [3]では既に 560 MHzで働くことが確認されており、iGp
の構成要素である ADC（Analog to Digital Converter; MX104を使用）と FPGA（Field Programmable
Gate Array; Spartan-3使用）は、1 GHzまでのマスタークロックで働くことが既に確認されている。開
発が進んでいる iGpシステムは、クロックレート 1.3 GHzでも動作しそうなので、早々に試験をする予定
である。加減速位相に乗る 2つのビーム位置を同時に読み出すには、1.3 GHzの倍の 2.6 GHzのクロック
レートが必要であるが、これは今のところ見通しがない。そこで iGpを 2台並列にし、ゲートにより 2つ
のビームからのシグナルを切り出して読み出すことを考えている。この際、電極に関しても 2セット用意
したほうがよいかもしれない。 　

図 2.55: ガラスタイプ封止電極の構造の概略と外観

コロナグラフによるビームハロー観測

ビームハローの診断は、大強度線形加速器である ERLにとって非常に重要な課題の一つである。コンパ
クト ERLにおいては、ビーム損失を 10−7 程度の比率まで減らすことが望ましく、このためにはビームの

周囲にハローが形成されるかどうかをこの僅かな比率まで観測する必要がある。ビームハローの観測には、

ワイヤースキャナーのような電気的検出法が従来使われてきたが、この方法では S/Nを 10−7 程度までよ

くすることはほとんど不可能である。そこで、天文学で太陽コロナの非日食時の観測に用いられるコロナ

グラフの原理を応用し、人工的に中心のビーム像を隠すことにより、ビームハローを観測する方法を開発し

た [4]。コロナグラフはもともと太陽コロナの観測のために開発された特殊な望遠鏡で、人口的に日食をお
こして微弱なコロナを観測するためのものである。光学系の概略を図 2.58に示す。
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図 2.56: ガラスタイプ封止電極の時間応答（上図）と周波応答（下図）についてのシミュレーション結果

図 2.57: ガラスタイプ封止電極BPMの出力波形のテスト結果。横軸：250 ps/division、縦軸：20 mV/division。
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対物レンズによって作られた光球の像を不透明なディスクによって隠すことで、人口日食を起こす。その

直後にフィールドレンズにより構成される再回折光学系を置くことにより、対物レンズの実像を後方に作

る。その際に、対物レンズによって回折され、光球像の回りに形成された回折環は、フィールドレンズによ

る再回折光学系によりもう一度回折されて、後方に形成された対物レンズの実像のアパーチャーの縁に回

折環を形成する。そこでこの回折環をバッフル（リヨのストップ）でマスクすることにより、光球像の回り

に形成された明るい回折環の光は、バッフル以降には到達できなくすることができる。最終的にリヨのス

トップの後に、もう一度日食像を転送するためのレンズを置くことによって、回折環なしの日食像を観測す

ることができる。

この光学系を用いれば、通常見ているビームプロファイルの中心部分を隠すことができるので、中心ビー

ムの回りに広がる微弱なハローを観測することが可能となる。コロナグラフにおける S/N比は、主に対物
レンズの光学研磨の質によってきまる。通常の光学研磨では、表面に多数の砂ずりしたときの砂穴、傷が

残っており、レンズを透過した光の強度の 0.1%程度を散乱する。そのため、コロナグラフに用いる対物レ
ンズは非常に注意深くこれらの欠陥を除く必要がある。レンズの光学研磨の過程で、これらの欠陥を定量

的にコントロールすることは容易ではないが、今回試作した対物レンズでは、光学顕微鏡で表面を、これら

の欠陥が認められないように研磨を行った。製作したコロナグラフで PFリングにおいてシングルバンチ
モードでビームカレントを変えてビームハローを観測した結果を図 2.59および 2.60に示す。
これらの観測では画像検出器として、イメージインテンシファイアーつきの冷却CCDカメラを用いてい

る。図 2.59はビームプロファイルの 2σの範囲を隠して観測したもので、2次元的に広がるビームハローが
蓄積電流の増加とともに変化するのが観測されている。図 2.60に示したのはさらに 4σ 程度まで隠して観

測したもので、この画像におけるバックグラウンドは中心強度の 5×10−7程度であった。このバックグラウ

ンドレベルはリングから放射光を取り出すためのベリリウム鏡の散乱強度とよくあっており、主にこの鏡か

らの散乱が今のところ観測限界を決めている。この観測により、4σよりも大きく広がった 2×10−6 程度の

微弱なハローが観測されている。この観測では冷却 CCDカメラの露出時間は 100 msecである。結論とし
て、通常の SRモニターのラインにコロナグラフを置くことで、7桁程度のダイナミックレンジでビームハ
ローを 2次元的な像として観測することが可能である。空間分解能は結像光学系の一種であるので、回折
によって決まっており、100 µm程度であるが、ビームハローは空間的に大きく広がっているので、この程
度の空間分解能で十分である。　 　
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図 2.58: コロナグラフ光学系の概略

PF入射路ショートパルステストライン (PFSPT)

ビームモニターの開発には実ビームテストが欠かせないので、コンパクト ERLを建設する前からそれら
の試験が出来ることが望ましい。このため、PFリング用の入射路を用いて実ビームテストが出来るライン
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図 2.59: PFリングにおいてシングルバンチモードでビーム電流を変えてビームハローを観測した結果。右
下の図はマルチバンチのもの、他の図はシングルバンチのもの。
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図 2.60: ビームの 4σより外側に広がる微弱なハローを観測した結果
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を建設した。PF入射路は、トップアップ入射計画に伴い入射路終端にビームダンプラインを設置する必要
があったため、ビームダンプラインにビームモニター開発用のテストラインを併設できるように設計を行っ

た。入射路のラティスを検討した結果、R56と T566を最適化することにより、KEK入射器の “A1電子銃”
からのビームを圧縮して、バンチ長 0.17 mm（570 fs）のビームが生成可能であることが判明した。ビーム
ダンプとの間に 3 mと 2 mのドリフトスペースを設けるように設計したので、この 2箇所で短パルスの実
ビームをモニター開発に用いることが出来る。また偏向電磁石 BH31（入射路の最後から 2番目の偏向電磁
石）からは可視放射光を取り出せるようにポートを取り付けて、放射光モニターラインをあわせて建設し

た。図 2.61 に PFSPTの写真を示す。このラインは既にビームの導入試験が済み、2.9.4節にも述べたよう
に、モニター開発にビームを提供している。バンチ長の圧縮実験はまだ行っていないが、出来るだけ早くサ

ブピコ秒のパルスビームが利用できるようにすべく努力中である。　

 

 

図 2.61: PF入射路ショートパルステストライン（PFSPT）。電子ビームは図の下方から上方に向かって輸
送される。図中央部の分岐において、右側のビーム輸送路がテストライン、左側の輸送路がPFリングへの
入射路である。
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2.10 冷凍システム

2.10.1 コンパクトERLにおいて開発および実証すべき課題

ERLの超伝導空洞は絶対温度 2Kの超流動液体ヘリウムで冷却されるため、液化したヘリウムを約 0.031
気圧まで減圧する排気システムが必要である。空洞には連続的（CW）に RFが投入されるため、パルス運
転を行う自由電子レーザー（FEL）用超伝導リニアックに比べてRFによる dynamic lossが格段に大きい。
これに伴い冷凍機の規模も大型化するため [1]、冷凍機の効率が高いことが重要である。コンパクト ERLで
用いられる比較的小規模な冷凍システムは、Large Hadron Collider (LHC)[2]で用いられるような大規模
なシステムとは設計が異なる（例えばターボ式低温圧縮機が存在しないことによる）。コンパクト ERLで
は、必要な冷凍機を出来るだけ低コストで建設するのと同時に、実用機に向けた 2K冷却技術を試験する。
コンパクト ERLにおける主要な技術課題は以下の通りである。

• 高熱負荷に対応したヘリウム冷凍・循環システムの構築
• 絶対温度 2Kを得るための減圧システム
• 戻りラインの圧力損失を低く抑えることができる高性能な熱交換器

2.10.2 必要な冷凍能力

入射用リニアック 以下の構成を仮定する。

• ビームエネルギー 5 MeV、ビーム電流 100 mA（ビーム電力 500 kW）
• 空洞: 2連空洞（RFのダブルフィード）を 3台使用。
• 空洞当たり R/Q ≈ 200 Ω, Q0 = 1 × 1010.
• 加速電圧：1.2 MV（第 1空洞）、1.9 MV（第 2,3空洞）

空洞にRFを投入しない静的な状態での極低温系への熱侵入の経路として、クライオモジュールの高温部
からの熱伝導および輻射、接続ケーブルを通しての熱伝導、および入力カップラーからの熱伝導の３つが

考えられる。これらを評価した結果を表 2.24に示す。熱侵入の評価は、既にクライオモジュールが製造さ
れている KEK Superconducting Test Facility (STF)での評価を元に、上記の空洞台数に対してスケール
したものである。クライオスタットからの熱侵入はその長さに比例すると仮定し、長さ 5 mとして評価し
た。冷凍システムを設計する為には、温度 2K, 4.5K, 80Kにおける冷凍負荷をそれぞれ与える必要がある。
一方、冷凍機の規模を概算するために便宜的に “4.5K換算の冷凍負荷”を考えることがあるため、それら
を表 2.24に併記した。温度 2Kと 80Kにおける熱負荷を 4.5Kでの負荷に換算する際には、それぞれ 5倍、
1/20の 4.5K熱負荷と等価であると仮定した。
空洞に RFを投入すると、動的な熱負荷（dynamic loss）が生ずる。一つは空洞表面での高周波損失で

あり、

Pc =
(Vc)2

(R/Q)Q0
, (2.21)

で与えられる。ここで Vc は RF電圧、R はシャント・インピーダンス、Q0 は無負荷Ｑである。他方、空

洞に RFをフィードするための入力カップラーに電力を通すと、その内導体、外導体、セラミック窓等で電
力損失が生じ、その一部が極低温系へ侵入する。入力カップラーにおける動的熱負荷は、通過パワーに大

体比例すると考えられる。これらの動的熱損失を評価した結果も表 2.24に示す。表 2.24より、入射用リニ
アックを 5 MeV, 100 mAで動作させるためには、温度 4.5K換算で約 150 Wの冷凍能力が要求されること
がわかる。

初期コストを軽減するためのオプションとして、コンパクト ERLをまずビーム電流 10 mAに対応した
システムで建設しておき、その後 RF源、冷凍システムを増強した後にビーム電流 100 mAを達成するシ
ナリオも考えられる。ただしビーム電流 10 mAと 100 mAとでは入力カップラーの最適結合値が異なる。
ビーム電流 10 mAに最適な結合値を最初に選んだ場合の冷凍負荷は表 2.25のように評価される。この場
合、4.5K換算の熱負荷は約 60 Wまで下がると予想される。



82 第 2章 加速器構成要素

表 2.24: 入射用リニアックにおける冷凍負荷（単位：W）。ビームエネルギー 5 MeV、ビーム電流 100 mA
を仮定。

2K 4.5K 80 K 4.5K換算

静的負荷（クライオスタット） 1.2 3.1 55 12
（ケーブル類） 1 2 5 7
（入力カップラー） 0.38 6.8 30 10

動的負荷（空洞）　　　　　　　 4.3 - - 22
（入力カップラー） 6 40 450 93

合計 13 52 540 144

表 2.25: 入射用リニアックにおける冷凍負荷（単位：W）。ビームエネルギー 5 MeV、ビーム電流 10 mA、
カップラー結合度を 10 mA運転に最適化した場合を仮定。

2K 4.5K 80 K 4.5K換算

静的負荷（クライオスタット） 1.2 3.1 55 12
（ケーブル類） 1 2 5 7
（入力カップラー） 0.38 6.8 30 10

動的負荷（空洞）　　　　　　　 4.3 - - 21.5
（入力カップラー） 0.6 4 45 9.3

合計 7.5 16 135 60

なお現時点ではクライオモジュールの設計がなされていないため、上に述べた冷凍負荷の評価は粗いも

のである。空洞表面での dynamic lossが空洞の無負荷Ｑに大きく依存することも不確定要因である。また
安全率も考慮されていない。従ってここでの負荷見積りには、場合によっては 2倍程度の違いがある可能
性がある。

主リニアック 主リニアックの構成として、まず次の仕様を仮定する。

• ビームエネルギー 60 MeV、ビーム電流 100 mA
• 空洞: 9セル空洞（KEK-ERL model-2）を４台使用
• 空洞当たり R/Q = 897 Ω, Q0 = 1 × 1010

• 加速電圧：15 MV/cavity

上記の条件での冷凍負荷を評価した結果を表 2.26に示す。4.5K換算で約 570 Wの冷凍能力が必要である。
空洞の台数は 4台のままで、主リニアックのエネルギーを 40 MeVに下げた場合の冷凍負荷を表 2.27、表
2.28に示す。表 2.27、表 2.28はそれぞれビーム電流 100 mA, 10 mAに対応する。主リニアックでは、RF
投入時の壁電力損失が主要な冷凍負荷である。空洞台数が同じなら、空洞壁での電力損失は加速電圧の 2乗
に比例する。高次モード（HOM）吸収体での電力損失はビーム電流の 2乗に比例する。
主リニアックをビームエネルギー 200 MeVまで増強した場合の冷凍負荷の見積もりを表 2.29に示す。空

洞 4台を収納したクライオモジュールを 4台（空洞合計 16台）使用することを想定した。この場合、4.5K換
算の冷凍負荷は約 1.7 kWとなる。この値は例えばブルックヘブン国立研究所の重イオンコライダーRHIC
用冷凍機 (能力 16 kW at 4K）の 1/10程度の規模である。

コンパクト ERLの運転モード コンパクト ERLの建設については、比較的低いビーム電流とビームエネ
ルギーで立ち上げ、段階的にアップグレードしてゆくシナリオも考えられる。幾つかの運転モードに対する
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表 2.26: 主リニアックにおける冷凍負荷（単位：W）。主リニアックでの加速 60 MeV（15 MV/cavity）、
ビーム電流 100 mA、9セル空洞４台を仮定。接続ケーブルからの熱侵入は未評価である。

2K 4.5K 80 K 4.5K換算

静的負荷（クライオスタット） 1.2 3.1 55 12
（入力カップラー、HOM吸収体） 0.4 20 36 24
（ケーブル類） ? ? ? ?

動的負荷（空洞）　　　　　　　 100 - - 500
（入力カップラー） - 6.4 96 11
（HOM吸収体） - - 400 20

合計 102 30 587 567

表 2.27: 主リニアックにおける冷凍負荷（単位：W）。加速エネルギー 40 MeV（10 MV/cavity）、ビーム
電流 100 mAの場合。静的負荷は表 2.26と同一。

2K 4.5K 80 K 4.5K換算

静的負荷（クライオスタット） 1.2 3.1 55 12
（入力カップラー、HOM吸収体） 0.4 20 36 24
（ケーブル類） ? ? ? ?

動的負荷（空洞）　　　　　　　 45 - - 225
（入力カップラー） - 6.4 96 11
（HOM吸収体） - - 400 20

合計 47 30 587 292

表 2.28: 主リニアックにおける冷凍負荷（単位：W）。加速エネルギー 40 MeV（10 MV/cavity）、ビーム
電流 10 mAの場合。静的負荷は表 2.26と同一。

2K 4.5K 80 K 4.5K換算

静的負荷（クライオスタット） 1.2 3.1 55 12
（入力カップラー、HOM吸収体） 0.4 20 36 24
（ケーブル類） ? ? ? ?

動的負荷（空洞）　　　　　　　 45 - - 225
（入力カップラー） - 6.4 96 11
（HOM吸収体） - - 4 0.2

合計 47 30 191 272



84 第 2章 加速器構成要素

表 2.29: 主リニアックにおける冷凍負荷（単位：W）。空洞16台、加速エネルギー200 MeV（12.5 MV/cavity）、
ビーム電流 100 mAの場合。ケーブルからの熱侵入は未評価。

2K 4.5K 80 K 4.5K換算

静的負荷（クライオスタット） 4.8 12.4 220 47
（入力カップラー、HOM吸収体） 1.6 80 144 95
（ケーブル類） ? ? ? ?

動的負荷（空洞）　　　　　　　 279 - - 1395
（入力カップラー） - 26 384 45
（HOM吸収体） - - 1600 80

合計 286 119 2348 1662

冷凍負荷の評価を表 2.30に示す。ここで、入射器空洞の入力カップラーの結合度は、ビーム電流（10 mA
または 100 mA）に応じた最適値に設定されると仮定した。このためには、結合度を可変にするか（これは
大電力に対応した設計が難しくなる）、またはアップグレードの際に入力カップラーを交換するか（交換の

際にゴミが混入する恐れがある）のどちらかが必要である。なお、表 2.30に示した冷凍負荷の他に、液体
ヘリウム輸送系およびコールドボックスでの熱負荷が加算される。これらについては 2.10.3節で検討する。
なお、超伝導空洞での真空リーク等のトラブルを防止するためにはヒートサイクルを避けることが重要

で、空洞は出来るだけ１年中極低温に保つのが常である。このため、静的熱侵入を取り去るために必要な冷

凍能力は１年を通じて確保する必要がある。

表 2.30: コンパクト ERLの運転モードに対する超伝導空洞の冷凍負荷。トランスファーライン等の冷凍シ
ステムでの負荷（表 2.31）は含まない。入射エネルギー 5 MeV。

ビームエネルギー ビーム電流 主リニアック 2K 4.5K 80K 4.5K換算
[MeV] [mA] 空洞台数 [W] [W] [W] [W]

5（入射器のみ） 100 - 13 52 540 150
25 10 2 31 31 231 200
35 10 2 59 31 231 340
45 10 4 55 46 326 340
45 100 4 60 82 1127 440
65 100 4 115 82 1127 710
85 100 4 193 82 1127 1100
205 100 16 300 170 2890 1810

2.10.3 コンパクトERLの 2K冷凍システム

まずKEKが保有するヘリウム冷凍・液化機（物質・材料研究機構から移管）を活用するシステムを検討
し、その場合に可能なコンパクト ERLの運転形態について考察する。その後で、新たに冷凍・液化機を増
設する場合ついて検討する。

冷凍システムの概要 2K冷凍システムの配置図とフロー図を図 2.62、2.63に示す。この冷凍システムは次
の基本的な機能をもつ要素機器から構成される。

• 液体ヘリウムを製造し、貯蔵するヘリウム冷凍・液化装置
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図 2.62: コンパクト ERLの冷凍システムの主要機器の配置
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図 2.63: コンパクト ERLの冷凍システムのフロー図
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• 液体ヘリウムを各 2K冷凍機へ分配・供給する高性能な多層断熱真空配管
• 2K超流動ヘリウムを生成する 2台の 2K冷凍機

2K冷凍機の運転に必要な液体ヘリウムはリンデ社の汎用ヘリウム冷凍・液化機TCF200（冷凍・液化能
力：600 W at 4.4K, or 250 L/hr）により液化され、液体ヘリウムデュワーに貯蔵される。ヘリウム冷凍機
本体（コールドボックス）と液体ヘリウムデュワーは２台の超伝導リニアックの近く（実験ホール内）に

配置される。ヘリウム冷凍機の主要機器で振動の発生源となる大型の循環ヘリウム圧縮機は、加速器から

離れた場所に設置される。屋外には、付帯設備である冷却塔、ヘリウムガスの貯蔵タンク、液体窒素タンク

を設置する。入射用リニアックと主リニアックが独立に運転できるように、及び 2K超流動ヘリウムの輸送
による熱損失を極力抑えるために、計２台の 2K冷凍機を各リニアックに隣接した場所に配置し、各 2K冷
凍機の運転に必要な液体ヘリウムを高断熱性能のトランスファーラインで液体ヘリウムデュワーから分配・

供給する。

液体ヘリウムや液体窒素を輸送するトランスファーラインは、主トランスファーラインと副トランスファー

ラインから成る。主トランスファーラインは、4.5Kの液体ヘリウムの供給および低温戻りガスの２本と、
80Kの断熱シールド用の液体窒素の供給・戻りの２本、計４本の配管から構成される。副トランスファー
ラインは、主トランスファーラインの配管を、液体ヘリウムデュワーや 2K冷凍機等の機器と接続する短い
ラインである。各配管はバイヨネット接続される。

2Kの超流動ヘリウムは液体ヘリウムを減圧して生成し、その気化潜熱を利用して冷凍する。2K冷凍機
の詳細なフローを図 2.64に示す。4.5Kヘリウム槽の液体ヘリウムは 2K熱交換器へ送られ 2K超流動ヘリ
ウム槽からの戻りの蒸発ガスで冷却された後、J-T （Joule-Thomson）弁で膨張して、2K超流動ヘリウム
槽に供給される。J-T弁からの液体ヘリウムの供給量と、減圧するヘリウムガスの流量を調節して冷凍負荷
の変動に対応する。
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図 2.64: 2K冷凍機の詳細フロー図

冷凍能力が kWクラスの大型の 2K冷凍機では低温ヘリウムガスの減圧はターボ式の低温圧縮機が採用
されるが、冷凍能力が 100 W程度の本計画の 2K冷凍機の場合には、適合する小型のターボ式の低温圧縮
機が存在しないため、室温で運転される排気ポンプを使用する。
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冷凍システムの冷凍負荷を極力減らす為に、超伝導リニアックを収納するクライオスタットやトランス

ファーラインには優れた断熱性能が要求される。多層真空断熱構造を採用し、さらに（室温部からの熱侵入

を途中で吸収・遮断して断熱性能を極限までに向上するために）液体窒素で冷却した 80Kの熱シールドで
保護する。80Kの熱シールドの冷却には、液体窒素を供給・循環させる液体窒素循環装置を採用する。こ
の液体窒素循環装置は、窒素ガス循環圧縮機と熱交換器から構成され、液体窒素貯槽から供給される液体

窒素の寒冷を利用して液体窒素を製造・循環させる。この装置では、80Kの熱シールドを冷却した気液混
合の窒素は窒素冷凍機に戻され、寒冷が再利用されるため、長期の連続運転での液体窒素の消費を大幅に

減らすことが可能となる。

2K冷凍システムの冷凍負荷 ２台の超伝導リニアックを除く、2K冷凍機、ヘリウム冷凍・液化機と 2K
冷凍機を結ぶ主トランスファーライン、各副トランスファーライン、及びそれらに付属するバルブ、バイ

ヨネット接続部等の寄与を考慮した 2K冷凍システムでの各温度域での冷凍負荷は、表 2.31のように算出
される。ここで、ILC用の超伝導加速空洞用に試作された 2K冷凍機や KEKBの超伝導空洞用のトランス
ファーライン等の機器の実証値を参考にした。

表 2.31: 主・副トランスファーラインと 2K冷凍機等での冷凍負荷の見積り

温度 2 K 4.5 K 80 K

冷凍負荷 [W] 4 55 210

2K冷凍システムの運転モード 超伝導機器を冷却するヘリウム冷凍・液化機は、その目的によって、液化

モード、冷凍モード、及び混合モードで運転される。

i) 液化モード：ヘリウム冷凍・液化機を液化機として運転し、液化した液体ヘリウムを超伝導機器の冷
却に利用した後、蒸発ヘリウムガスを室温のヘリウムガスとしてヘリウム冷凍・液化機に戻して再液

化する。このモードでは、冷凍システムの構成が簡単で、冷凍機と超伝導機器との結合が弱く、運転が

簡単になる、などの利点はあるが、運転効率が悪く、大型のヘリウム冷凍・液化機が必要になるという

大きな欠点がある。

ii) 冷凍モード：液体ヘリウムの気化潜熱を利用して超伝導機器を冷却するところは液化モードの場合と
同様であるが、冷却で発生した低温のヘリウムガスをヘリウム冷凍・液化機に戻し、その寒冷をヘリウ

ムの液化に再利用する点が異なる。運転効率が良いが、低温の戻りガス用の高性能なトランスファー

ラインが必要になり、その構成と運転が複雑になる。

iii) 混合モード：汎用のヘリウム冷凍・液化機は、液化モードと冷凍モード及びその混合のモードでの運
転が通常可能である。その液化率と冷凍能力との関係は、1 L/hrの液化率がほぼ 3 W (at 4.4K) の冷
凍能力に対応する（ヘリウムガスの特性による）。すなわち、100 L/hr の液化能力をもつヘリウム冷
凍・液化機を冷凍モードで運転すると、300 W の冷凍能力が得られる。また、このヘリウム冷凍・液

化機を 100 Wの冷凍負荷で運転する場合には、同時に約 70 L/hrの液化が可能となる。

気化潜熱による冷却では、1 L/hrの液体ヘリウムの消費で 0.7 Wの冷凍能力しか得られないのに対し、
蒸発低温ガスの寒冷を積極的に回収して再利用する冷凍モードでは 3 Wの冷却が期待される。このように
冷凍モードでは大きな冷凍能力が得られるため、超伝導機器は通常冷凍モードで運転される。我々が採用

する 2K冷凍システムでは、超伝導加速空洞の運転に必要な 2Kの超流動ヘリウムの生成は液化モードで、
4.5K温度域の機器は冷凍モードでの、混合モードで運転される。

2K冷凍システムによるコンパクトERLの冷却運転 コンパクト ERLの冷凍システムとして図 2.63のシ
ステム・フローを仮定した場合の冷凍負荷と冷凍能力について検討する。通常、ヘリウム冷凍システムを
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設計する場合には 50%程度の安全率を掛けることが妥当と考えられるが、ここでは再利用するヘリウム冷
凍・液化機（TCF200）を使った場合に、コンパクト ERLのどのような運転が可能になるかを検討する目
的で、安全率を全く考慮しない。冷凍負荷がここでの評価を超えた場合には、主リニアックの加速電圧を下

げる等により調整が必要である。コンパクト ERLの運転形態として、次の A)–C)の場合を想定する。

A) 入射器：5 MV, 10 mA、主リニアック：40 MV（空洞 4台）

B) 入射器：5 MV, 10 mA、主リニアック：60 MV（空洞 4台）

C) 入射器：5 MV, 100 mA、主リニアック：60 MV（空洞 4台）

各温度域での超伝導加速空洞の冷凍負荷は表 2.32のように見積もられる。まず運転形態 A), B)に対して、
冷凍機 TCF200（１台）を用いた冷却の可能性について考える。

表 2.32: コンパクト ERLの典型的な運転モードに対する冷凍負荷の概算。トランスファーライン等での冷
凍負荷を含むが、安全率は考慮されていない。主リニアック空洞は 4台を想定。

パラメータ 冷凍負荷

運転モード ビーム電流 入射リニアック 主リニアック 2 K 4.5 K 80 K

A 10 mA 5 MV 40 MV 59 W 100 W 536 W
B 10 mA 5 MV 60 MV 114 W 100 W 536 W
C 100 mA 5 MV 60 MV 120 W 137 W 1337 W

1) 液化モード運転 I（Case A）：冷凍機を液化モードで運転すると、2K で必要な約 60 W の冷却に約

100 L/hr、4.5Kの 100 Wの冷却に約 140 L/hr、合計 240 L/hr の液体ヘリウムを消費することになる。
これはヘリウム冷凍・液化機（TCF200）の液化能力 250 L/hrの範囲内であるため、実現の可能性があ
ると考えられる。（ただし、安全率が考慮されていないことに注意）。

2) 液化モード運転 II（Case B）：冷凍機を液化モードで運転すると、2Kで必要な 114 Wの冷却に約 165 L/hr、
4.5Kの 100 Wの冷却に約 140 L/hr、合計で 305 L/hr の液体ヘリウムを消費することになる。これは
TCF200の液化能力 250 L/hrより大きくなるため、実現の可能性がない。

3) 混合モード運転（Case B）：2Kは液化モードで、4.5Kは冷凍モードで冷却する、いわゆる混合モードで
の冷却を仮定する。2Kの 114 Wの冷却に約 165 L/hr、4.5Kの 100 Wの冷却は等価的には約 34 L/hr
となるので、合計で約 200 L/hr の液体ヘリウムの消費になる。これは実現の可能性がある。

4) 完全な冷凍モード運転：冷凍システムの上記の運転では、液化モードで 2K超流動ヘリウムが生成され、
排気される 2Kの蒸発ヘリウムガスの寒冷は、一部が 2K熱交換器で再利用されるのみで、4.5Kから室
温までの寒冷が無駄に廃棄される。2Kの冷凍負荷が大きく、液体ヘリウムの消費が大きい運転の場合に
は、熱交換器を増設することにより、この冷たい排気ヘリウムガスの寒冷を回収して液体ヘリウムの生

成に再利用することができる。これは 2Kを冷凍モードで運転することに対応する。これを実現するた
めには、戻りのラインの圧力損失を低く抑えることができる高性能な熱交換器が必要となる。

冷凍能力の増強（Case C） コンパクト ERLの運転形態 C)では、2Kの冷凍負荷は約 120 Wとなり、

4.5Kの冷凍負荷を加算すると、現在使用を考えているヘリウム冷凍・液化機TCF200の冷凍・液化能力（の
ぎりぎり範囲内ということもあり得るが）、能力を超えることが予想される。また、超伝導空洞のQ値劣化
や冷却システムの性能不良・劣化等により冷凍負荷が設計値を上回ることも考えられる。この様な場合に

は、冷凍能力、特に 2Kでの冷凍能力の増強が必要となる。
2Kの冷凍システムの増強は、既設のヘリウム冷凍・液化機に隣接して、ヘリウム冷凍・液化機を新規に

増設して液体ヘリウムを生成し、それを既設の 2K冷凍システムの液体ヘリウムデュアーに供給することに
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より行う。増強分の蒸発ヘリウムガスは排気ポンプを増設して回収し、増設したヘリウム冷凍・液化機のヘ

リウム圧縮機に戻し、再液化する。このように、ヘリウム冷凍・液化機を併設することにより、容易に 2K
冷凍能力の増強を実現することができる。ただし、2K冷凍機の熱交換器は増強後の最大冷凍負荷を考慮し
て設計されている必要がある。一例として、既設のヘリウム冷凍・液化機と同程度の 250 L/hrの液化能力
をもつヘリウム冷凍・液化機を増設する場合を考えると、2K冷凍能力を約 150 W増強する事が可能で、合
計で約 300 Wの 2K冷却能力が得られる。

参考文献

[1] “放射光将来計画検討報告－ ERL光源と利用研究－”, 諏訪田剛、飯田厚夫（編集）, 2003年 3月, 高
エネルギー加速器研究機構.

[2] “LHC: Construction and Commissioning Status”, L. Evans, Proc. of the 2007 Particle Accel. Conf.
(PAC-2007), Jun. 25-29, 2007, Albuquerque, NM, USA, pp. 1–5.



90

第3章 ビームダイナミクス

3.1 入射部のビームダイナミクス

3.1.1 コンパクトERLで研究および実証すべき課題

入射部は、ERLの性能（ビーム電流、エミッタンスなど）を決定する重要な要素である。ERL放射光源
で要求される電子ビームパラメータを実証することが、コンパクト ERLの目的のひとつである。したがっ
て、コンパクト ERLの入射部は ERL放射光源と同一の構成を採用する。電子銃で生成した電子ビームの
エミッタンスを増大せずにバンチ圧縮と加速を行うためには、ビームダイナミクスの深い理解に基づいた

入射器の最適設計が必要である。われわれは、コンパクト ERLの設計から運転までの作業を通じて、以下
の項目を実証する。

• ERL放射光源が要求する性能（ビームエミッタンス、電流）を満たす入射器の設計手法を確立する
• 電子銃駆動レーザパルスの波形整形など、入射器の性能向上に有効な技術を試み、その効果を検証
する

入射部ビームダイナミクスについて、主な研究開発課題は以下の通りである。

• 入射部におけるエミッタンス増大とその補償方法の研究
• 入射部の最適設計に必要なシミュレーション技術の研究

3.1.2 入射部の構成

入射部は電子銃、バンチャー、超伝導加速空洞、合流部から構成され、横方向収束とエミッタンス補償の

ためのソレノイド磁石、四極磁石が含まれる。

3.1.3 エミッタンス増大とその補償

リニアックにおける電子加速では、規格化エミッタンス εnが保存し、みかけのエミッタンス εは加速と

ともに減少する。

ε =
εn

βγ
(3.1)

ERL放射光源が硬 X線領域で回折限界の電子ビームエミッタンスを実現できるのは、この原理による。し
かしながら、実際の加速器では、規格化エミッタンスを増大させる種々の現象が存在する。特に、電子エネ

ルギーが低い入射部においては、これらの現象が顕著に現れる。入射部におけるエミッタンス増大の原因と

しては、

• 横方向の空間電荷力
• 縦方向の空間電荷力
• 加速空洞の RF場

があげられる。
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横方向の空間電荷力

電子バンチの断面において電子が均一な円形の分布を持つとき、自己空間電荷による横方向の発散力 Fr

は電子の半径方向座標 r に比例する、つまり、線形な空間電荷力であり、エミッタンス増大は生じない。と

ころが、電子バンチが時間方向に非一様な分布を持つ場合には、バンチの前後で横方向の発散力が異なる

ためにエミッタンス増大が生じる。これが横方向空間電荷力によるエミッタンス増大である。この現象はエ

ネルギーが低い入射部において顕著に現れる。

図 3.1の (A)→ (B)は、横方向空間電荷力によるエミッタンス増大の原理を示したものである。個々の
バンチスライス（バンチを時間軸に垂直にスライスした部分）がスライスに含まれる電子密度に応じて、

(x − x′)平面で回転運動（発散）を行う結果、投影エミッタンス（バンチ全体を x − x′ 平面に投影したエ

ミッタンス；projected emittance）が増大する。放射光源の輝度は投影エミッタンスで決まるため、投影エ
ミッタンスが増大するのは好ましくない。断面方向の電子分布が一様な場合、つまり、スライスエミッタン

スが保存している条件下では、増大した投影エミッタンスを復元する（小さくする）ことができる。これを

エミッタンス補償とよぶ。エミッタンス補償の原理は、FEL用の高輝度 RF電子銃の設計において、最初
に提案された [1]。
図 3.1(C)→ (D)は、エミッタンス補償の原理を示したものである。空間電荷により発散した電子バンチ

をソレノイド磁石で収束すると、発散の大きさに比例した収束力を受ける。ソレノイド下流で電子が再び

発散を行うと、ある瞬間にバンチスライスの向きが一致し、エミッタンスが回復する。これがソレノイド磁

石によるエミッタンス補償である。電子バンチがさらに下流に進むにつれて再びエミッタンスが増大するの

で、実際の設計では、電子が加速され空間電荷が無視できるようになる位置で、エミッタンスが回復するよ

うにソレノイドの強さを決める。ソレノイド磁石によるエミッタンス補償は、多くの理論解析で詳しく研究

されており [2, 3, 4]、実験的な検証も行われている [5, 6]。X線自由電子レーザをはじめとした高輝度電子
ビームの発生には不可欠の技術であり、ERL入射器においても当然必要とされる。

図 3.1: 横方向空間電荷力によるエミッタンス増大とソレノイド磁石によるエミッタンス補償の原理。(A)
電子銃直後、(B)電子銃下流＝エミッタンス増大、(C)ソレノイド直後、(D)ソレノイド下流＝エミッタン
ス補償

縦方向の空間電荷力

入射合流部のように運動量分散がゼロでない部分で生じるバンチ内電子のエネルギー変化 (再配分や損失)
は、エミッタンス増大をもたらす [7]。縦方向空間電荷によるバンチ内電子のエネルギー再配分が引き起こ
すエミッタンス増大は、ERL入射合流部においても考慮しなければならない。
縦方向空間電荷によるバンチ内電子のエネルギー変化は、空間電荷ポテンシャルにより表すことができ

る。対象となる行路中においてポテンシャルの形状が不変であるという条件下では、CSR によるエミッタ
ンス増大 [8]と同様の線形解析が可能であり、(x−x′)平面における空間電荷によるバンチスライスの線形運
動 (linear off-axis motion)は、空間電荷分散関数 (space-chearge dispersion function)で記述できる [9, 10]。
エミッタンス増大が最小となる設計は、運動量分散をもつ行路の出口 (合流部出口)において、ビーム楕円
の主軸が空間電荷のキックの向きと一致するような場合である（図 3.2参照）。これは CSR の場合 [8]と同
様である。ただし、縦方向空間電荷の効果は、偏向磁石内のみならず、磁石間のドリフトスペースにおいて
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も生じる点が CSR と異なる。線形解析による空間電荷分散関数の計算では、この点を注意しなければなら
ない。

図 3.2: 縦方向空間電荷力によるエミッタンス増大とその補償の原理。(A)合流部手前、(B)合流部下流＝
エミッタンス増大、(C)エンベロープマッチングによるエミッタンス補償

3.1.4 RF場によるエミッタンス増大

加速空洞、バンチャー空洞に励起される加速電場（定在波）が

Ez = E0(z) cos kz sin(ωt + ϕ0) (3.2)

と表せるとき、空洞内の電場、磁場が満たすべき方程式

∇ · E = 0, ∇× B =
1
c2

∂E

∂t
(3.3)

に従えば、半径方向の電場 Er、周方向の磁場 Bθ は以下のように求められる。

Er = −r

2
∂

∂z
Ez (3.4)

Bθ =
r

2c2

∂

∂t
Ez (3.5)

電子に働く半径方向の発散・収束力

Fr = e(Er − βcBθ) (3.6)

を計算すると、

Fr = er

[
− 1

2c

d

dt
(E(z) sin kz cos(ωt + ϕ0)) −

1
2

(
d

dz
E(z)

)
cos kz sin(ωt + ϕ0)

+
β

2

(
d

dz
E(z)

)
sin kz cos(ωt + ϕ0)

]
(3.7)

と求められる。上式は、dE(z)/dz が非ゼロの位置、つまり、空洞入口・出口において RFの位相に依存し
た収束・発散力が働くことを示している。このような時間依存RFの作る収束・発散力は、電子バンチのバ
ンチスライス毎に異なる収束・発散力を与えるので、横方向空間電荷力と同様に投影エミッタンスの増大を

もたらす [2]。

3.1.5 複数パラメータを含む最適設計

ERL入射器では、これまでに述べた複数のメカニズムに起因するエミッタンス増大を同時に補償して小
さなエミッタンスを実現するとともに、主加速に最適なバンチ長となるようにバンチ圧縮を行わなければ

ならない。それぞれのエミッタンス増大のメカニズムに応じて、エミッタンス補償を有効とするような設計

指針は明らかになっているといっても、全ての設計指針を同時に満たすことは不可能である。例えば、入射

器空洞の入り口でバンチサイズを小さくする（横方向、縦方向ともに小さくする）ことは、RF場によるエ
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ミッタンス増大を防ぐことに有効であるが、空間電荷効果を強める点では好ましくない。このため、ERL
入射器の設計作業では、入射器出口（合流部の下流）における電子バンチパラメータ（バンチ長、エミッタ

ンス、エネルギー広がり）を確認しながら、設計計算を反復して最適解を得る必要があるが、調整すべき設

計パラメータが多数あるために容易な作業ではない。われわれは、複数パラメータを含んだERL入射器を
半自動的に最適化する設計手法を提案し、その有効性を確認したので以下に示す。

空間電荷を含んだビームトラッキングが可能な PARMELA [11]は、リニアックの設計計算に広く用いられ
ているが、パラメータの最適化の仕組みは内蔵されていない。そこで、われわれは PARMELAの計算結果を

読みとって、所定の結果が得られるように入力ファイルを自動的に書き換えて反復計算を行う外部スクリ

プトを作成した。これを用いれば、エミッタンスを最小にする ERL入射部の設計を行うことができる。図
3.3は、エミッタンスが最小になるように ERL入射部の 5台の四極磁石の強さを最適化した計算結果を示
したものである [12]。反復計算によってエミッタンスの小さな設計が得られ、乱数の初期値を変えて計算す
ると異なる値に収束する様子がわかる。同様の最適化手法がコーネル大学でも提案されている [13]。
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図 3.3: エミッタンスが小さくなるように入射部の 5台の四極磁石を最適化した計算例。乱数の初期値を変
えて 5回の計算を行った。

3.1.6 電子の初期分布と電子ビームエミッタンス

電子バンチの横方向空間電荷力によるエミッタンス増大、および、その補償についてはすでに述べた。こ

のエミッタンス増大は、バンチスライス毎の異なる発散力に起因するので、電子バンチの時間波形を適切に

選ぶことで、エミッタンス増大を最小にできる。RFフォトカソード電子銃の実験では、カソードで発生し
た電子バンチの時間波形がフラットトップのとき、エミッタンスが小さくなる結果が得られている [14]。

ERL入射器においても、電子の初期分布（時間波形）の違いが最終的なエミッタンスの大小に影響を与
えると考えられるので、PARMELAによる計算を行った。500 kV電子銃、7 MeV入射加速器（2セル、2台）
の構成で、電荷量 77 pC、最終バンチ長 2.3 psの条件で、電子バンチ波形の初期値をガウシアン分布（rms
17 ps）とフラットトップ分布（全幅 32 ps）とした場合のエミッタンスを計算した。合流部手前までの計
算とし、四極磁石は含んでおらず、それぞれについてソレノイド磁場の最適化を行っている。図 3.4に計算
結果を示すように、電子バンチの初期分布（時間波形）をフラットトップとすることで、ガウシアン分布に

比べてエミッタンスを約半分の値に小さくできることがわかった。

電子バンチの初期分布を自在に可変とするには、カソードを駆動するレーザパルスの波形制御技術、時間

応答特性の優れたカソードが必要である。これらも、コンパクト ERLにおける研究項目のひとつである。
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図 3.4: 電子バンチ時間波形の初期値をガウシアンとフラットトップとした場合の違い。500kV 電子銃、
7MeV入射加速器の構成、合流部手前までの計算。

3.1.7 入射器、合流部の最適設計

われわれが開発した複数パラメータの最適設計手法を用いれば、入射器、合流部の構成を決めることがで

きる。この手法で決定した入射器の構成例を図 3.5に示す。入射器上流から、500 kV-電子銃、ソレノイド
磁石、バンチャー、ソレノイド磁石、入射加速器（2セル、3台）、四極磁石（5台）、合流部の順に並ぶ。
ここでは、合流エネルギー 10.5 MeV、合流角度を 8度に選んだ（表 3.2の case-1）。電子バンチの電荷量
を 77 pC、カソードにおける初期分布を直径 3 mm(一様分布)、長さ 32 ps(フラットトップ）とし、合流部
におけるバンチ長が 2.7 psになるようにパラメータを最適化した時、規格化エミッタンスは x、y ともに

0.3 mm-mrad となる。図 3.6に、合流部におけるエンベロープマッチングの様子を示す。縦方向空間電荷
による分散 ζx とビームエンベロープ σx が合流部出口においてほぼ一致しており、エミッタンス補償の条

件が満たされていることがわかる。計算で用いた空洞、収束系のパラメータは表 3.1 の通りである。

図 3.5: 入射器の構成。数字はカソードを原点とした座標（m）である。
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図 3.6: 合流部におけるエミッタンス補償のためのエンベロープマッチング。空間電荷分散関数 ζx とビー

ムエンベロープ σx が合流部出口において、ほぼ一致している様子が示されている。

表 3.1: 設計計算で用いた入射部空洞、収束系のパラメータ（ソレノイド、四極磁石はハードエッジモデル）

Solenoid-1 Solenoid-2 Quad x 5

length 100mm length 200mm length 100mm
Bz 476–500 Gauss Bz 290–305 Gauss B′ 10–250 Gauss/cm

Buncher 1st SCA 2nd & 3rd SCA

voltage 176 kV Eacc 10 MV/m Eacc 15 MV/m

表 3.2: 合流部のパラメータ
合流 軌道 偏向角度 エッジ角度 偏向角度 エッジ角度 磁石間 全長

角度 半径 (B1/B3) (B1/B3) (B2) (B2) 距離

case-1 8 deg. 1m 15 deg. 0 -22 deg. 20 deg. 0.314 m 1.536 m
case-2 12 deg. 1m 17 deg. 0 -22 deg. 20 deg. 0.451 m 1.878 m
case-3 16 deg. 1m 19 deg. 0 -22 deg. 20 deg. 0.553 m 2.155 m

次に、三通りの異なる合流角度についてエンベロープマッチングを施した場合のエミッタンス増大を調べ

た。合流部は 2.4節で示したものと同一であるが、表 3.2に再掲する。計算で用いた入射器の構成は図 3.5と
同一であり、500 kV電子銃、入射加速器（2セル× 3台）、バンチ電荷 77 pC、合流エネルギー 10.5 MeV、
合流バンチ長 2.7 ps などである。カソードにおける初期分布は直径 3 mm(一様分布)、長さ 32ps(フラット
トップ）とした。図 3.7および表 3.3に示したように、この電子ビームパラメータでは合流角度の違いによ
るエミッタンスの差は大きくない。縦方向のダイナミクス（バンチ長、エネルギー）は、合流角度によらず、

ほぼ同一の結果となるので、合流角度 12度の場合のみ代表して図示する（図 3.8）。さらに最適化を進めて、
より小さなエミッタンスが得られるようになった場合（例えば、77 pC、0.1 mm-mrad）には、合流角度の
違いが顕著になる可能性はあるが、コンパクト ERLのリファレンスパラメータ（77 pC、1 mm-mrad）を
目標とするならば、三通りの合流角度に関してビームダイナミクス上の差異は小さいと考えてよいだろう。
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図 3.7: 合流角度を (case-1)8度、(case-2)12度、(case-3)16度とした時の入射部特性の計算結果。x、y 方

向のビームサイズ σと規格化エミッタンス εをプロットした。
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表 3.3: 合流角度ごとの計算結果（77 pCバンチ）
合流 規格化エミッタンス 規格化エミッタンス バンチ長 縦方向エミッタンス

角度 x (mm-mrad) y (mm-mrad) (ps) (keV-mm)

case-1 8 deg. 0.31 0.29 2.8 8.6
case-2 12 deg. 0.32 0.27 2.7 8.2
case-3 16 deg. 0.38 0.32 2.8 7.7

最後に、電荷量を減らして 7.7 pC とした場合の計算結果を図 3.9に示す。合流角度 12度の構成で、バ
ンチ電荷 7.7 pC、合流エネルギー 10.9 MeV、合流バンチ長 1.3 ps などである。カソードにおける初期
分布は直径 1 mm(一様分布)、長さ 32 ps(フラットトップ）とした。合流部下流におけるエミッタンスは、
εn,x = 0.097 mm-mrad、εn,y = 0.090 mm-mrad、εz = 1.3 keV-mmとなった。
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3.2 周回部のラティス設計

ERLのラティスは、入射部、周回部、ビームダンプという３つの部分から構成される。入射部では、電
子銃で極低エミッタンスかつ短バンチの電子ビームを生成し、ソレノイドや４極電磁石による集束力で空

間電荷効果を補償しながら 5～10 MeVまで加速する。入射部からの電子ビームは合流部を通して周回部の
軌道に入射され、主加速空洞によって所定のエネルギーまで加速される。コンパクト ERLでの到達エネル
ギーは建設段階とユーザーの使用目的によって異なり、25～200 MeVが予定されている。周回部はビーム
合流部、主加速空洞、弧部、直線部、ビーム取り出し部から構成される。主空洞で加速された電子は弧部を

通り、直線部に設置される挿入光源から光を発生させる。ただし挿入光源が設置されるのは、十分高いビー

ムエネルギーまで到達可能になってからである。加速後の周回部では空間電荷効果は小さいが、バンチ長が

短いために偏向電磁石で曲げる際に CSR（Coherent Synchrotron Radiation）による縦方向航跡場の影響
が大きく、バンチ長や射影エミッタンスが増大する原因となり得る。このため弧部においては、バンチ長や

エミッタンスの増大を抑制しながらビーム輸送が出来るように、また必要に応じてバンチ圧縮が出来るよ

うに、ビームオプティクスの高次の効果までを考慮したラティスの最適化が必要である。

直線部において光を発生した電子は再び弧部によって曲げられ、主加速空洞へと戻る。主加速空洞では、

最初に入射部から入射されたビームがRFの加速位相に乗せられて加速されたのに対し、周回部を通過後に
戻ってきたビームは減速位相に乗せられ、エネルギー回収が行われる。様々な誤差に対して、周長（周回後

のビームのタイミング）を RF減速位相に合わせることも周回部の重要な機能である。
またビームが主加速空洞に戻る前に、入射ビームを周回軌道に乗せるための合流部を通過する。合流部は

周回ビームに対して軌道バンプとして影響するが、バンプをきちんと閉じるための軌道補正が必要となる。

合流部の電磁石や真空コンポーネントは、入射ビームと周回ビームという、エネルギーの違う２つのビー

ムが同時に通過できるように設計する必要がある。電磁石や真空ダクトの幾何学的な配置も、周回部のラ

ティスの最適化の課題である。

最後に、主加速空洞を通って減速されたビームは、取り出し部によって周回部から取り出される。取り出

し部のラティスは、合流部と同じでビームの進行方向が違うだけであるが、減速後のビームの品質は入射

ビームよりも格段に悪いことが予想されるため、ビーム損失を防ぎつつ、ビームダンプに輸送することが課

題となる。また、入射後に主加速空洞を通って加速された周回ビームに対しては、取り出し部は合流部と同

様に軌道バンプとなる。軌道補正に関しては合流部と同様であるが、ビーム品質を低下させないような注意

が必要となる。この節では周回部の構成、電磁石の配置およびCSRの効果を含まない場合のラティスの最
適化について述べる。CSR効果を考慮したビームオプティクスの最適化については 3.3, 3.5節で扱われる。

3.2.1 概要

周回部に必要な機能を以下にまとめる。

• 主加速空洞で加速された電子ビームを周回させ、再び主加速空洞に戻すこと。
• 加減速ビームの位相差を正確に 180◦に合わせるための周長補正機構。入射ビームは主加速空洞のRF
が加速位相となるタイミングで入射されるが、周回後にはエネルギー回収のために減速位相にタイミ

ングを合わせる必要がある。合流部や取り出し部で周回ビーム側に生じるバンプは、周回ビームと入

射ビームとのエネルギー比が変わると高さが変わるため、その都度、周長の補正を行わないとタイミ

ングがずれる。様々な誤差も周長のずれの原因となることが予想されるため、周回部ではシケインま

たは可動弧部などの周長の補正機構が必須となる。

• 電子ビームのバンチ長やエミッタンス（射影した rms値）の増大を抑制しつつビームを輸送すること。
バンチ長とエミッタンスの増大の主な原因はオプティクスの歪みとCSRによる縦方向の航跡場の影響
である。それらの補正の為には、弧部の線形オプティクスを運動量偏差に対して色消し (achromatic)
でかつ等時的 (isochronous)にした上で、高次項の補正が必要となる。

• 必要に応じてバンチ圧縮を行うこと。このためには、主加速空洞においてビームを off crestで加速
し、バンチ内に縦方向の運動量相関を与える。次に弧部のオプティクスを調整することで、運動量偏
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差に対する到着時間のずれを適切に設定し、バンチ長を短縮させる。この時、大きなエネルギー偏差

を持つ粒子に対する安定性の確保や高次のオプティクス補正、CSRの影響も含めたオプティクスの最
適化が課題である。

• 挿入光源を含め、必要な装置が設置できること。周回部には合流部、取り出し部、主加速空洞、挿入
光源、周長補正機構が挿入される必要がある。また、ラティスの各部分にはビーム診断系や補正電磁

石、排気ポートも必要である。それらが現実的に配置できるラティスにしなければならない。

• 挿入光源部分の光学関数が最適化可能であること。直線部に対するマッチングセクションに十分な数
の４極電磁石を配置しておけばよい。

• 主加速空洞用直線部（合流部から取り出し部までの間）では、加速されるビームと減速されるビーム
の両方が同一軌道上を通る。エネルギーの異なる両方のビームに対して、オプティクスが安定になる

ことが必要である。

• BBU（Beam Breakup Instability）等のスタディのため、オプティクスをある程度可変に出来ること。
光源用 ERL（実用機）では BBUを抑制するためにオプティクスを最適化する必要があるが、コンパ
クト ERLでは加速モジュールは最大で 2台（空洞としては 9セルが 8本）であり、BBUの効果は小
さいと予想される。

• ビーム損失量が非常に小さいこと。ERLでは常に新しいビームが電子銃から供給されるため、バンチ
電荷に対して非常に小さなビームロスでも、次々に連続して起こって多量のビーム損失となってしま

う。ビームハローやテールの扱いには注意が必要であり、この観点からも運動量偏差に対して広い安

定領域を持つオプティクスが特に重要である。

まずは分散関数の効果の抑制について説明を行い、その後で加減速を含めた実際の粒子トラッキング結

果を示し、最後に合流部の影響とシケインについて述べる。

3.2.2 分散関数と色消し、等時性

CSRの効果が無視できる場合、弧部においてエミッタンス（射影された rms値）とバンチ長が増大する
原因は、主としてビームの運動量偏差に伴う分散関数の効果である。運動量偏差に伴うベータトロン関数

の歪みの効果は非常に小さく、垂直方向のエミッタンス増大はほとんど生じない。バンチ圧縮のために運

動量勾配を付けた場合や、バンチが長い場合（RF curvatureの影響が大きい）には、バンチ内での運動量
偏差が大きい。また、空間電荷効果や CSR航跡場の効果によっても、周回の途中で運動量偏差が生ずる。
従って弧部のオプティクスの最適化は、運動量偏差に対する補正を高次も含めてどう行うかということに集

約される。

運動量偏差が小さい場合、その効果は線形の分散関数で表すことができる。運動量偏差に対する水平方向

のビームサイズの広がりは分散関数そのものであり、直線部で分散関数を消せばビームサイズの増大は抑制

される。バンチ長の増大は線形の分散関数で決まる軌道と中心軌道との軌道長の差で表される。運動量偏

差 δ (= ∆p/p)に対応して生ずる軌道長の差を∆ℓ、水平方向の軌道のずれを∆x、発散角のずれを∆x′ と

すると、それらは以下のように表される。

∆ℓ = R56δ + T566δ
2 + U5666δ

3 + · · ·

∆x = ηxδ + T166δ
2 + U1666δ

3 + · · ·

∆x′ = η′
xδ + T266δ

2 + U2666δ
3 + · · · (3.8)

ここで、ηx と η′
x は分散関数とその微分である。設計粒子よりも時間的に早い場合を∆ℓ < 0、遅れる場合

を ∆ℓ > 0と定義した。軌道長のずれの線形項は、以下のように偏向電磁石内の分散関数の積分で表され
る。偏向電磁石内の微小区間で運動量偏差に伴う軌道のずれ ∆x = ηxδ がある時、進行方向のずれ dℓは、

以下のように書ける (図 3.10)。

dℓ =
√

(dℓ′)2 + (x′ds)2 = ds

√(
1 +

x

ρ

)2

+ (x′)2 ≈
(
1 +

x

ρ

)
ds (3.9)
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これより、偏向電磁石内の進行方向のずれ∆ℓは、線形の範囲内すなわち２次以上の高次項を無視すれば、

∆ℓ =
∫ s

0

(
1 +

x

ρ

)
ds′ − s =

∫ s

0

(
1 +

ηxδ

ρ

)
ds′ − s = δ ·

∫ s

0

ηx

ρ
ds′

と表される。したがって、周回部のある区間 s1 から s2 までの進行方向のずれ∆Lは、

∆L = δ ·
∫ s2

s1

ηx

ρ
ds′ (3.10)

となるが、曲率のない直線部 (ρ = ∞) では、進行方向のずれは生じないため、結局、

∆L = δ ·
∫

bend

ηx

ρ
ds′ (3.11)

となり、偏向電磁石内でのみ積分すれば求められる。この ∆Lに相当するのが、周回部のある区間におけ

る R56 である。以上のことから、周回部のある区間において、等時条件 R56 = 0が満たされていれば、運
動量誤差に伴う水平方向の軌道のずれがあっても、進行方向のずれが生じないため、線形近似ではバンチ

長に変化は生じないことが分かる。なお蓄積リングの場合には、周長（C）に対する軌道長変化量の割合を

momentum compaction factor（α）と呼ぶ。、∆C/C = αδより、リング全周にわたる R56 は、R56 = Cα

で与えられる。

バンチ圧縮を行う場合、主加速空洞でバンチ内に縦方向の運動量勾配をつけ、それに応じて弧部ではR56

と T566とを適切に調整する必要がある。ただし、バンチ圧縮を行う際でも色消し条件は満たさなければな

らない。次に、R56 および T566 が調整可能なラティスの構造について述べる。

ds

ρ

p

p
x

∆
=η

θd

ld ′

dl

dsx′

図 3.10: 軌道のオフセットと周長のずれの関係

3.2.3 弧部ラティスの選択

運動量偏差に対して直線部が色消しかつ等時的になるラティスはいくつか知られている。ラティスの基本

構造としては、FODOセル、TBA（Triple Bend Achromat）セル、DBA（Double Bend Achromat）セル
や、偏向電磁石間の分散関数が大きくなる部分に逆向き偏向電磁石を入れるラティスなどがある。

衝突実験用や重粒子のリングには FODOセルのものが多いが [1]、それらで色消しかつ等時的なオプティ
クスを組む場合が最初の例に相当する。４極電磁石の強さには限界があり、また、分散関数を正負に大きく

変化させるにはある程度の距離が必要である為、分散関数の振動は偏向電磁石４台以上で１周期になるこ
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とが多く、また、途中で色消しにすることは難しい。FODOセルは小規模なリングや放射光リングには適
さない。

DBAラティスの場合、色消し条件を保ったまま偏向電磁石の中で分散関数を負にすることは不可能であ
るため、等時的かつ色消しな線形オプティクスを作る為には逆向き偏向電磁石が必須となる。DBAラティ
スの分散関数が大きい場所に逆偏向電磁石を置いたラティスを採用した例としてはNewSUBARUなどがあ
る [2]。このラティスを採用して周長が最短、すなわち弧部はDBA 1セルにした場合、コンパクト ERLは
ほぼ長方形（正確には短辺が凹んだ平たい鼓のような形）になる。４極電磁石、逆向き偏向電磁石などを挿

入するため、短辺の長さはある程度必要であるが、コンパクト ERLは建物の制約上、弧部（短辺）を長く
とることができない。弧部を TBAにした場合に比べると、DBAの場合の軌道と TBAの場合の軌道とは、
ちょうど三角形の斜辺と底辺の関係になり、当然ながら斜辺の方が長い。実機 ERLでは逆偏向電磁石を含
んだDBA構造も検討に値するが、コンパクト ERLでは幾何学的な配置の制約から、TBAが最も有利であ
るといえる。

TBAでは中央の偏向電磁石で分散関数を負にすることができるため、逆偏向電磁石なしでも色消しかつ
等時的なオプティクスが構成できる。TBAセル構造（逆偏向電磁石なし）は第３世代放射光リングで頻繁
に採用されており、例えばBESSY IIなどでは色消しかつ等時的なオプティクスを使った運転もなされてい
る [3]。

MIT Bates研究所の 500 MeV電子入射機で開発されたラティスは、通常の偏向電磁石による偏向角と同
等の逆向き偏向角をもつ偏向電磁石に、180◦偏向電磁石を組み合わせて構成されたものである。これは、4
台の偏向電磁石で作るシケインの中央に 180◦偏向電磁石をおき、周回部を構成するものであり、ジェファー
ソン研究所（JLAB）の赤外 FEL用加速器（JLAB-FEL）でも採用されている。このタイプのラティスは、
180◦偏向電磁石で (η, η′) の符号が反転するので、シケインと合わせて四極無しで等時性が実現でき、その
結果運動量偏差に対する安定領域が広いという特徴を有している。JLAB では 2組の４極電磁石と 6極電
磁石を挿入して、運動量偏差の 1次、2次に比例する行路差 (R56、T566) を可変できるようにしている [4]。

JLABやMIT Bates研究所のラティスは特殊な形状であるが、NewSUBARUなどと同様、弱い逆偏向
電磁石を採用すれば実機でもこのタイプのラティスを採用することは可能である。通常の蓄積リングではエ

ミッタンスを下げるために TBA構造とするが、ERLでは平衡状態でエミッタンスが決まらないため、特
に問題にはならない。逆偏向電磁石を入れた TBA構造はセルの長さが長くなってしまうため、工夫が必要
であろう。

実機建設のためのスタディを目的とするコンパクト ERLでは、実機で想定されている、逆偏向電磁石な
しの TBA構造を採用することにした。コンパクト ERLで採用した TBA型の弧部を図 3.11に示す。

B (45deg)

B (90deg)

B (45deg)

Q Q Q Q

Q Q Q Q

Q

S

Q

S

Q

S

B : Bending Magnet 

S : Sextupole Magnet

Q : Quadrupole Magnet

S
Q

Q

Q

図 3.11: コンパクト ERLで採用した TBA型の弧部
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3.2.4 TBAセル構造で等時的にする場合の線形分散関数の最適化

TBAセル構造のラティスを採用した場合、分散関数がセル内で鏡面対称性を持っていると、R56は中央

の偏向電磁石の中心の分散関数の値のみで一意的に決まる。ここでは、このことについて簡単に述べる。計

算機を用いて R56 の最適化を行う場合、R56 や αを直接扱うよりも分散関数（とその勾配）を扱う方が遙

かに容易であり、収束もよい。

運動量偏差の１次まで考慮したとき、偏向電磁石内での水平方向の粒子の運動方程式は、

x′′ +
x

ρ2
=

1
ρ

∆p

p
(3.12)

と書ける。ρは偏向電磁石の曲率半径である。この式から、分散の効果まで含んだ偏向電磁石の転送行列を

書き下すと以下のようになる。

M =

 cos θ ρ sin θ ρ(1 − cos θ)
− 1

ρ sin θ cos θ sin θ

0 0 1

 (3.13)

　ここで、θは偏向電磁石の曲げ角であり、全長 Lとすると、ρθ = Lである。従って、偏向電磁石内の分

散関数およびその微分は、始点の値を η0、η′
0 とすると、

η(θ) = η0 cos θ + η′
0ρ sin θ + ρ(1 − cos θ)

η′(θ) = −η0

ρ
sin θ + η′

0 cos θ + sin θ (3.14)

と表される。これを積分すると、∫ θ

0

η(θ′)dθ′ = η0 sin θ + η′
0ρ(1 − cos θ) + ρ(θ − sin θ) (3.15)

となる。TBAセルの場合、セルの外側では色消し条件が成立しており、始点では η0 = 0、η′
0 = 0である。

ゆえに、両脇の偏向電磁石における分散関数の積分 S1 は、曲率半径を ρ1、偏向角を θ1 とすると、

S1 = ρ1θ1 − ρ1 sin θ1 (3.16)

となる。次に、TBAセルの真ん中の偏向電磁石の中央で η = ηc、η′ = 0とすると、真ん中の電磁石半分ま
での分散関数の積分 S2 は、曲率半径を ρ2、偏向角を θ2 とすると、

S2 = ηc sin
θ2

2
+

ρ2θ2

2
− ρ2 sin

θ2

2
(3.17)

となる。従って等時条件、

S1 + S2 = 0 (3.18)

より、

ηc = −
ρ1θ1 − ρ1 sin θ1 + ρ2θ2

2 − ρ2 sin θ2
2

sin θ2
2

(3.19)

と求められる。すなわち、TBAセルの真ん中の偏向電磁石の中央で η = ηc、η′ = 0となるように分散関数
とその微分を調整すれば、TBAセルは等時条件が満たされることになる。R56 = 0となる条件だけでなく、
R56 を有限の適当な値にする場合でも、全く同様の方法で調整することが可能である。

3.2.5 弧部のラティスと６極電磁石の効果

弧部のラティスは図 3.11に示したように、偏向電磁石の曲げ角をセル中央で 90◦、両端で 45◦とした。偏
向電磁石の曲げ角と台数については、60◦の偏向電磁石を３台使用する場合などいくつかの偏向角の組み合
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わせを検討した結果、上記の偏向角の組み合わせがR56に対する広い可変範囲を持つことが判った。R56を

可変にするためには、偏向電磁石間に設置する３台の４極電磁石を使用する。分散関数とその微分のマッチ

ングを行うだけであれば、４極電磁石２台でも間に合うが、オプティクスに柔軟性を持たせるため、特に垂

直方向のベータ関数が大きくなり過ぎないようにするなどの条件を考え、３台を用いることにした。また

各４極電磁石の間には、高次の分散関数の効果を補正する為の６極電磁石を配置している。

６極電磁石を使うと、２次の分散関数の効果である T166、T266、T566 を補正することが可能である。弧

部のみを取り出したラティスを使い、実例を示す。線形オプティクスは等時条件を満たしており、その為

の分散関数の条件は、ρ1 = ρ2 = 1、θ1 = θ2
2 = 45◦ より、ηc = −0.2214 m となっている。運動量偏差

∆p/p = 0,±1 %を持つ粒子に対して、６極を用いない場合のビーム光学関数を図 3.12(a)に示し、６極で
補正を行った場合の光学関数を図 3.12(b)に示す。６極電磁石による補正で、運動量偏差に伴う分散関数の
歪みが大きく解消されていることが分かる。弧部のオプティクスの効果のみを示すため、図 3.13に、電磁

(a)

(b) 

図 3.12: 運動量偏差を持つ粒子に対する光学関数。運動量偏差 0%（黒線）および ±1 %（赤線: +1%、青
線: -1%）の粒子に対し、ベータトロン関数と分散関数を計算した結果を示す。図 (a)が６極電磁石を入れ
ない場合、図 (b)が６極電磁石で補正を行った場合である。
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石以外が挿入されていない周回部の半周をトラッキングした結果を示す。初期運動量偏差のみを ±3 %の
範囲で与え、半周後の水平方向の座標のずれ、発散角のずれ、および軌道長のずれをプロットしたものであ

る。６極電磁石を入れない場合、運動量偏差の２次の効果が非常に大きく、グラフは放物線となる。一方、

６極電磁石で T166、T266、T566 を補正した場合、３次の効果は残るが、ずれ自体は非常に小さくなる。
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図 3.13: ６極電磁石による色収差補正の効果。(a)補正なしの場合、(b)補正ありの場合。

3.2.6 加減速を含む光学関数の定義

空洞で加減速がある場合の光学関数の定義は自明ではないため、概略をまとめる [5]-[6]。各種計算コード
によって定義は異なり、また加減速の扱いも、単調に運動量を増加させるだけのコードから、空洞の電場

分布を入れて厳密に扱えるコードまで多岐にわたる。ここでは最も単純な扱いをした場合について概略を

述べる。軌道解析コード SAD[7]の使用を想定するが、SAD内部での取扱いを解析していないので、SAD
の計算結果と正確に一致するかどうかは保証できない。また、空洞の端部電磁場による集束力に関しては、

elegantコード [8]では考慮することが可能であるが、SADでは考慮されていない。この節で示す加減速
ありのオプティクス及びトラッキング結果においては、考慮されていない。

粒子が加速されると、縦方向の運動量が増える。縦方向の初期運動量を pziとすると、加速後の運動量は

pzf = pzi + ∆pz と書ける。ここで、 ∆pz は加速による増加分である。粒子の横方向の運動量 pxは加速に



106 第 3章 ビームダイナミクス

よって変化しないので、粒子の横方向の発散角は

x′
i =

px

pzi
(3.20)

から、

x′
f =

px

pzf
=

px

pzi + ∆pz
(3.21)

へと減少する。これを断熱減衰という。

断熱減衰のもとでも一定になるエミッタンスを規格化エミッタンスといい、εn = γβεで定義される。た

だし、βcは粒子の速度、γ はローレンツ因子である。加速によって自然エミッタンスは、

εf =
(γβ)i

(γβ)f
εi (3.22)

へと減少する。この減少分を考慮に入れた上で、ビームサイズが σx =
√

βxεx と書けるようにベータトロ

ン関数を定義する。

RFによる加速は、電圧を V [V]とすると、∆E = eV と書ける。粒子が空洞中を走っている間、電圧は

一定であるとする。すなわち、RF位相や transit time factorなども考慮に入れた上で、RF空洞内で粒子
の受ける全電圧の積分値を、計算上設定したRF空洞の長さに渡って一定だと見なして与えることとする。
また、エネルギー E と運動量 pの関係は、

E =
√

(m0c2)2 + (cp)2 (3.23)

であるが、電子は相対論的であると仮定し、RF空洞内で運動量が単調増加していくとする。すなわち、

pz(s) = pz0 + Ṽ s (3.24)

とする。運動量を [MeV/c]の単位で書いている場合、Ṽ は加速勾配 [MeV/m] と考えてよい。したがって、

x′(s) =
pz0

pz0 + Ṽ s
x′(0) =

1
1 + Gs

x′(0), G =
Ṽ

pz0
(3.25)

と変化する。また、

x(s) = x(0) +
∫ s

0

1
1 + Gs

x′(0)ds = x(0) +
1
G

ln(1 + Gs)x′(0) (3.26)

である。転送行列として書けば、(
x1

x′
1

)
=

(
1 1

G ln(1 + Gs)
0 1

1+Gs

)(
x0

x′
0

)
=

(
1 ℓeff

0 d

)(
x0

x′
0

)
(3.27)

　であるが、これはドリフトスペースの転送行列(
x1

x′
1

)
=

(
1 ℓ

0 1

)(
x0

x′
0

)
(3.28)

と類似で理解できる。そこで、まずは加速をしないドリフトスペースの転送行列から、ビームサイズの変

化を求め、トゥイスパラメータを計算してみる。粒子の初期座標を (x0, x
′
0)とすると、トゥイスパラメータ

β、αとエミッタンス εを用いて、

x0 =
√

βε cos θ

x′
0 = −

√
ε

β
(α cos θ + sin θ) =

√
γε sin(θ + δ) (3.29)

と書ける。位相角 θを変えると位相空間でこの点の軌跡は楕円となり、それが電子ビームの包絡線となる。

sin、cosの最大値は１であるから、x(θ)の最大値は
√

βε、x′(θ)の最大値は
√

γεである。これをドリフト
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スペースの転送行列で転送する。まず、x′
0は変化しないので、γf = γiである。ドリフトスペース通過後の

x1 は、

x1 = x0 + ℓx′
0 =

√
βiε cos θ + ℓ

{
−

√
ε

βi
(αi cos θ + sin θ)

}
=

(√
βiε − ℓαi

√
ε

βi

)
cos θ − ℓ

√
ε

βi
sin θ (3.30)

となる。ここで、三角関数の合成式より、

x1 =
(√

βiε − ℓαi

√
ε

βi

)
cos θ − ℓ

√
ε

βi
sin θ ≡ A cos θ + B sin θ

=

√(√
βiε − ℓαi

√
ε

βi

)2

+
(

ℓ

√
ε

βi

)2(
A√

A2 + B2
cos θ +

B√
A2 + B2

sin θ

)

=

√(√
βiε − ℓαi

√
ε

βi

)2

+
(

ℓ

√
ε

βi

)2

sin(θ + δ) (3.31)

であるから、(x1)2 の最大値は、

　　　
(√

βiε − ℓαi

√
ε

βi

)2

+
(

ℓ

√
ε

βi

)2

= ε

(
βi − 2ℓαi + ℓ2

1 + α2
i

βi

)
= εβf (3.32)

で表される。よって、

　　　βf = βi − 2ℓαi + ℓ2
1 + α2

i

βi
(3.33)

となる。これは普通にドリフトスペースでのベータ関数の転送である。

次に、加速による断熱減衰ありの転送を使って同じことをしてみると、

　　　 x′
1 =

1

1 + Ṽ
pz0

s
x′

0 = Dx′
0 = D

√
γiεi sin(θ + ∆) =

√
γfεf sin(θ + ∆) (3.34)

となり、

　　　γf = D2 (γβ)f

(γβ)i
γi =

1(
1 + Ṽ

pz0
s

)2

(γβ)f

(γβ)i
γi (3.35)

と表される。β については、普通のドリフトスペースで長さ ℓが加減速によって、

　　　 ℓeff =
pz0

Ṽ
ln

(
1 +

Ṽ

pz0
s

)
(3.36)

に変化したと思えばよく、

　　　βf =
(

βi − 2ℓeffαi + ℓ2eff

1 + α2
i

βi

)
(γβ)f

(γβ)i
(3.37)

となる。すなわち、ビームサイズの変化についても、ドリフトスペースの長さが ℓeff に変わったと考えて

計算して、正しい値になる。なお、実効長 ℓeff は加速の効果で短くなり、減速の効果で長くなる。

例として、長さ 4 mの RF空洞を直線部に挿入し、加速勾配を 20 MV/mとした時の各種パラメータの
加速による変化を図 3.14に示す。
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図 3.14: 長さ 4 mのRF空洞で加速電圧 20 MV/mとした場合の変化：(a) 空洞による加速時の運動量変化、
(b) 自然エミッタンスの断熱減衰、(c) 加速による実効的軌道長の減少、(d) ベータトロン関数、(d) ビーム
サイズ。
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3.2.7 周回部の構成

周回部のラティスを図 3.15に示す。合流部で周回部に合流したビームは、２台の主加速空洞モジュールで
加速される。入射エネルギーは 5 MeV、主加速空洞モジュールによる加速後のエネルギーは 65∼200 MeV
である。

コンパクト ERLでは、バンチ圧縮の為のR56の調整は弧部で行われる。弧部は等時的なオプティクスに

固定し、シケインによって R56 を調整することも可能ではあるが、シケインの場合は R56 の調整範囲が狭

いこと、実機では困難であることなどを考慮し、弧部を使ってバンチ圧縮を行うことにする。

軌道に誤差がある場合や、入射ビームと周回ビームとのエネルギー比を変更して、合流部や取り出し部の

バンプ高さが変化した場合には、軌道長が変化することが考えられる。そのような場合に、主加速空洞に

戻ったビームを RFの減速位相に合わせる為に、周長の補正機構が必要である。コンパクト ERLの場合に
は、弧部全体を大きな架台に載せ、それを移動して周長補正を行うことも可能であり、実際に JAEA-FEL、
ダーズベリー研究所の ERLPではその方式が採用されている。しかし、実用機でこの方式は不可能であり、
また巨大な可動架台は複雑かつ高価である。従って、コンパクト ERLでは周長補正のためにシケインを採
用する。周長を短くする様な補正を可能にするためには、予めシケインでバンプを作り、周長を伸ばしてお

く必要がある。バンプが大きいとビーム品質が悪化するため、補正を可能にする範囲は慎重に決める必要

がある。まずは周回部のオプティクス最適化の例と、非線形効果を調べるために行なったビームトラッキン

グの結果について順に述べる。

図 3.15: コンパクト ERLのラティス構成

3.2.8 オプティクス

周回部のオプティクスであるが、ここでは以下の２通りについて実例を示す。実際のコンパクトERLで
は CSRの効果が非常に重要であるが、この節ではまず CSRの効果を考慮せず、純粋にオプティクスの課
題のみを扱う。

• オプティクス (A): バンチ長とエミッタンス増大を抑制する為、色消しかつ等時的になるように高次
の分散の効果まで補正したオプティクス。

• オプティクス (B): RF加速の際にバンチ内で縦方向の運動量相関を付けられたバンチに対して、バン
チ圧縮が可能になるようなオプティクス。

オプティクス (A)は、通常運転、極低エミッタンスモードや大電流運転などの際用いられるオプティク
スの例である。他方のオプティクス (B)は、バンチ圧縮の検討用である。バンチ圧縮のためには様々なパ
ラメータを最適化する必要があるが、ここでのオプティクスは主にエネルギー分散が大きい場合のビーム

ダイナミクスを調べるための例である。いずれの場合もビームトラッキングの始点は入射点（合流部出口）
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とし、入射ビームの運動量は 5 MeV/c、粒子分布を決める初期パラメータはいずれも rms値で、バンチ長
が 1 ps、規格化エミッタンスが水平 ·垂直とも 1 mm·mrad、エネルギー分散が 1×10−4 とした。

オプティクス (A)の場合、加速は RF電圧の頂上（位相 90◦ と定義）で行われ、加速勾配は 20 MV/m
で、長さが 4 mの RFを 2モジュール使うものとした。端部電磁場による集束の効果は考慮されていない。
その結果、加速後の粒子の運動量は約 165 MeV/cとなる。この場合の線形オプティクスを図 3.16に赤線で
示した。また、周回部各部分における粒子の分布を図 3.17に示した。ビームトラッキングの計算から得ら
れた（粒子分布の平均二乗偏差を使って導出した）rmsビームサイズと、線形オプティクスから求めたビー
ムサイズとの比較を図 3.18に示す。図 3.18(a), (b), (c) はそれぞれ水平方向、垂直方向、バンチ長（これ
はビームトラッキングのみ）の結果を示す。このオプティクスでは、RF電圧の頂上で加速を行うため、エ
ネルギー分散に対しては RF curvatureによる増大よりも、加速による減少（∆p/pの分母の増大）の効果

が優勢となり、加速後のエネルギー分散は 6×10−5になる。また、エネルギー分散が非常に小さいため、高

次の運動量偏差による影響も小さく、６極電磁石を使って T566 を補正しなくてもビームサイズはそれほど

増大せず、粒子分布が大きく崩れることもない。したがって、このオプティクスにおけるエミッタンス及び

バンチ長増大に対しては、運動量偏差に伴うオプティクスの歪みの効果は小さいため、他節で述べられる

CSRによる効果のみを考えれば十分である。

Merger end
Acceleration

First arc section
Chicane

Straight section for ID
Second arc section

Deceleratioon

To beam dump

図 3.16: コンパクト ERLの線形オプティクス関数（一周）。赤線および青線は、それぞれ２種類のオプティ
クス (A, B)に対応する。オプティクスA（赤線）は周回用で、両方の弧部共にR56=0 mに最適化してある。
オプティクス B（青線）はバンチ圧縮用で、最初の弧部を R56=+0.11 m、２番目の弧部を R56=−0.11 m
に最適化してある。

次に、オプティクス (B)の場合について述べる。線形オプティクスを図 3.16に青線で示した。このオプ
ティクスでの周回部の３箇所における粒子分布を図 3.19に示す。また、ビームトラッキングから得られた
rms ビームサイズと、線形オプティクスから求めたビームサイズとの比較を図 3.20に示す。図 3.20(a), (b),
(c)はそれぞれ、水平方向、垂直方向、バンチ長を示す。オプティクス (B)の場合、RF位相 70◦（RF電圧
の頂上より 20◦ 早い位相）で加速を行っており、電圧勾配などのパラメータはオプティクス (A)と同じで
ある。その結果、加速後の運動量は約 155 MeV/cとなる。加速後のエネルギー分散は粒子分布から求めら

れ、rms値で 0.3 %となるが、粒子分布の裾は 1.5 %まで広がっている。バンチ圧縮を行うため、最初の
弧部ではR56=+0.11 mに、２番目の弧部ではバンチ長を元に戻すためにR56=−0.11 mに最適化されてい
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図 3.17: ビーム周回用オプティクス (A)での粒子の分布。上段と下段はそれぞれ水平方向（x, x′）、進行方

向（z, ∆p/p）の位相空間を示す。(a-1), (a-2) は初期分布を、(b-1), (b-2)は加速後の最初の弧部の入り口
での分布を、(c-1), (c-2)は弧部通過後の直線部中央における分布を示す。

る。６極補正なしの場合、バンチ長は直線部中央で、rms値 0.17 psとなる。ただし、粒子分布の核となる
部分は圧縮できているものの、高次の運動量偏差の効果は大きく、図 3.19(c-1)の赤い点（補正なし）の分
布を見れば分かるように、粒子分布はガウス分布から大きく崩れ、裾を引いている。運動量偏差が大きい場

合、６極電磁石による高次オプティクス補正が必須となる。なお、垂直方向に対しては６極電磁石なしでも

rmsエミッタンスは増大せず、また、粒子分布がガウス分布から崩れることもない。
そこで、次に運動量偏差が大きい場合に必須となる６極電磁石による高次のオプティクス補正について

述べる。オプティクス (B)に対して、６極電磁石の最適化は以下のように行なった。まず、弧部に挿入した
２種類の６極電磁石の強度K2値 (=B′′ℓ/Bρ)を、−20 m−2から+20 m−2まで変化させながらビームサイ

ズおよびバンチ長を計算する。そしてビームサイズおよびバンチ長が最適になるような 2種類のK2の組み

合わせを調べる。その結果、オプティクス (B)については、組み合わせが (K21, K22)=(6, 9)の時に最適と
なることが分かった。その時の高次項はそれぞれ T166=0、T266=0、T566=0.64 mとなっていた。また、バ
ンチ長は 0.07 ps rmsであった。ここで、図 3.19(c-2)を見ると（補正後の粒子分布を示す青い点に注目）、
T566が有限の値であるため、運動量偏差がある粒子はその符号によらずに設計粒子よりも軌道長が短くなっ

ていることが分かる。しかし、強制的に T566=0 mという条件にすると、運動量偏差の３次の効果が利いて
きて、運動量偏差の正負に従い軌道長変化の符号も変化する為、かえってバンチ長は長くなってしまうとい

う結果になる。したがって、２次の効果を少し残して、分布図上で同じ方向に折り返すイメージになるよう

に最適化するのが、バンチ長を最小にさせる方法であることが分かる。ここで述べた６極電磁石の強度の最

適化は、主にバンチ長と水平方向のエミッタンスに対して行なっており、垂直方向には特に最適化していな

いが、結果的に垂直方向に関してもビームサイズを増大させたり粒子分布を崩したりすることはなかった。

3.2.9 合流部の周長に対する影響

合流部には偏向電磁石が３台あり、曲げ角は順に+19◦、−22◦、+19◦である。周回軌道側の２台を入射・
周回ビーム共通とすると周回ビームの軌道補正が最も容易となる為、その様なラティスを採用する。合流

部付近のラティスを図 3.21に示す。入射ビームのエネルギーと周回ビームのエネルギーの比は場合によっ
て変化する。図 3.22は入射ビームのエネルギーが 5 MeV の場合に対し、周回ビームのエネルギーが変化
した時に生ずる軌道のずれを計算した結果である。周回部のエネルギーが小さい場合に最も影響が大きく

なり、図で示した中では周回ビームのエネルギーを 35 MeVにした場合（入射ビームに対する周回ビーム
のエネルギー比が 1:7）、最大で 40 mm 以上のバンプが生じることが分かる。このバンプに伴い、軌道長



112 第 3章 ビームダイナミクス

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

0 20 40 60 80

Twiss
without SX

with SX

H
o

ri
z
o
n

ta
l 

b
e
a
m

 s
iz

e
 [

m
m

] (a)

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

0 20 40 60 80

Twiss
without SX
with SX

V
e
rt

ic
a
l 

b
e
a
m

 s
iz

e
 [

m
m

]

(b)

0.33

0.34

0.35

0.36

0.37

0.38

0.39

0.40

0 20 40 60 80

without SX
with SX

B
u

n
c
h

 l
e
n

g
th

 [
m

m
]

Path Length s [m]

(c)

図 3.18: オプティクス (A)の場合について、粒子のトラッキング計算から（粒子分布の平均二乗偏差を使っ
て）求めた rmsビームサイズと、線形オプティクスから求めたビームサイズの比較およびバンチ長を示す。
図 (a)は水平方向ビームサイズを、図 (b)は垂直方向ビームサイズを、図 (c)はバンチ長をそれぞれ示す。
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図 3.19: バンチ圧縮用オプティクス (B)での粒子の分布。上段と下段はそれぞれ（x, x′）、（z, ∆p/p）位相空

間を示す。(a-1), (a-2) は初期分布を、(b-1), (b-2)は加速後の最初の弧部の入り口での分布を、(c-1), (c-2)
は弧部通過後の直線部中央における分布を示す。図 (c-1), (c-2)において、赤い点は６極なしの場合の分布
を、青い点は６極ありの場合の分布を示す。

も伸びる為、エネルギー比を変える場合には同時にシケインで軌道長の補正を行う必要がある。合流部に

よるバンプなしの状態に対するバンプありの場合の周長の変化を図 3.23に示す。ここでは入射ビームのエ
ネルギーが 5 MeVと 10 MeVの２通りに対し、周回部のビームのエネルギーを 35∼200 MeVまで変化さ
せた時の軌道長の伸びを示した。入射ビームのエネルギーが 10 MeV の場合、周回ビームのエネルギーが
65 MeVであるとバンプによって生ずる軌道長の伸びは約 1.5 mmとなる。入射エネルギーが 5 MeVの場
合は 0.37 mmとなる。また、周回ビームのエネルギーが 155 MeVの場合は、入射エネルギーが 10 MeV
で 0.26 mm、5 MeVで 0.066 mmとなる。これらのことから、入射エネルギーが 10 MeVで周回部のエネ
ルギーを 65∼155 MeVまで自在に変化させるためには、合流部と取り出し部の影響をあわせて、シケイン
で周長を約 2.4 mm補正できる様にしておく必要があることが分かる。

3.2.10 シケインによる周長補正

誤差や合流部のバンプのために軌道長が変化した場合にも、周回ビームを主加速空洞のRFの減速位相に
精度よく合わせるためには、軌道長を補正するシケインが必要となる。電磁石の誤差による周長変化の見

積もりを表 3.4に示す。表に示した数値は、偏向電磁石、４極及び６極電磁石に、据え付け誤差、磁場の強
度誤差及び回転誤差を入れたときの周長の変化の絶対値を、誤差を与える乱数 500回について平均した結
果である。表より、例えば誤差の分散値として据え付け誤差を 100 µm、磁場の強度誤差 0.1 %、回転誤差
0.4 mradを仮定すると、周長はおよそ 0.7 mmずれることが分かる。

表 3.4: 電磁石の誤差が周長に与える影響

据え付け誤差 ∆x, ∆y (µm) 50 100 150

磁場の強度誤差 ∆B, ∆K (%) 0.05 0.10 0.15

回転誤差 ∆θ (mrad) 0.2 0.4 0.6

周長変化 ∆C (mm) 0.21 0.72 1.77

したがって、合流部と取り出し部のバンプによる周長変化とあわせ、シケインとしては最小でも±3 mm
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以上の周長の補正機能が必要である。なお、周長差 3 mmは 1.3 GHzの RFの位相で 4.7◦に相当する。シ
ケインによるバンプで±3 mmの周長の補正機能を実現するためには、理想的な通常状態で+3 mmのバン
プありに設定しておき、そこからバンプを減らして周長減少方向、バンプを大きくして周長増大方向の補正

を行うことになる。シケインなしの状態から+3 mm周長を伸ばすためのシケイン（理想的な通常運転時）
のバンプ軌道を図 3.24に示す。このとき、電磁石４台の曲げ角は +4.43◦、−4.43◦、−4.43◦、+4.43◦ であ
り、バンプの高さはおよそ 45 mmとなる。ここでは偏向電磁石を４台並べただけの最も簡単な構成のシケ
インを例に計算を行ったが、CSRの効果や等時性などを考慮し、バンプの形状や分散関数の最適化を行う
必要がある。例えば途中に４極電磁石を挿入し、分散関数を上下流で逆転させた様な形状にすれば、等時性

は保たれる。様々な条件を考慮してシケインを最適化するのはこれからの課題である。
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図 3.20: オプティクス (B)の場合について、図 3.18と同様に示す。
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図 3.21: 合流部付近のラティス
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図 3.22: 周回部のエネルギーを変えた場合の合流部の影響。入射エネルギー：5 MeV。
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図 3.23: 周回部のエネルギーを変化させた場合の周長の変化。入射エネルギー：5 MeVおよび 10 MeV。



116 第 3章 ビームダイナミクス

 

  
  

 B
S

1

  
  

 B
S

2

  
  

 B
S

3

  
  

 B
S

4

図 3.24: シケインによるバンプ
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3.3 周回軌道におけるバンチ圧縮

3.3.1 コンパクトERLにおける研究開発課題

コンパクト ERLは 5 GeVクラスの ERL本機に向けた ERL構成機器の動作実証、ビームダイナミクス
の研究に加えて、ユーザー利用も視野に入れて計画をしている。短バンチから発生するコヒーレントテラ

ヘルツ光とレーザーコンプトン散乱によるフェムト秒 X線のユーザー利用が提案されており、これらの利
用実験を行うために ERLに求められる技術課題のうち重要なひとつが、バンチあたりの電荷量が大きいサ
ブピコ秒電子バンチの発生である。

現時点では 1-3 ps程度で数十～数百 MeVまで加速した電子を周回部において緩やかにバンチ圧縮するス
キームを提案している。なぜならば、バンチあたりの電荷量が大きいと、本来なら光源として有用なコヒー

レントシンクロトロン放射 (CSR)によるウェークが低エネルギーの短バンチ電子ビームに著しいエミッタ
ンスの増加やバンチの伸張を引き起こすためである。

バンチ圧縮を行う周回部の電子ビーム光学系の最適化や、6極磁石による二次収差の補正を含めて、様々
な電子エネルギーで大電荷・短バンチの実現をシミュレーションと実験の両面から詳しく調べることがコン

パクト ERLにおける研究課題である。ここで得られる知見は 5 GeV級の ERL放射光源の設計（エミッタ
ンス増大を起こさないバンチ圧縮など）に生かされるであろう。

3.3.2 バンチ圧縮に対するCSRウェークの影響

電子バンチが偏向磁石を通るとき、バンチの後方に位置する電子の作る電磁場が偏向電磁石内をショー

トカットし、電子バンチの先頭に位置する電子の運動に影響を与える現象がコヒーレントシンクロトロン

放射 (CSR)であり、この作用によって電子バンチ内にエネルギー変調が引き起こされる。エネルギー変調
を受けた電子は後に続く光学系を進む途中で本来の軌道から逸れて、それがエミッタンスの増大やバンチ

長の伸張の原因となってしまう。

単位距離だけ進んだときのエネルギー変調 dE/dzは、Lienard-Wiechertポテンシャルで記述される相対
論的な電磁場から計算することができる [1, 2]。電子バンチが長さ σz のガウシアン分布であるときは、次

のようになる。
dE(z)

dz
= − 1√

2π

Ne2

2ρ2/3σ
4/3
z

F (z/σz)

F (x) = −
∫ x

−∞

ξdξ

(x − ξ)1/3
e−ξ2/2 (3.38)

ここで eは電子の素電荷、N はバンチ内の電子数、ρ は偏向電磁石の曲率半径である。これより、バンチあ

たりの電荷量が大きく、バンチ長が短いほど CSR ウェークによるエネルギー変調が大きいことがわかる。
また、電子エネルギーに依存しないため、CSR ウェークよる軌道のずれは低エネルギーであればあるほど
著しい。

CSR ウェークには金属境界（ビームパイプ）による遮蔽効果が存在することも知られている。しかし、
バンチ長に相当する波長の CSRを抑える場合、ダクトの高さ hが

h ≪ (2/3)1/3πρ1/3σ2/3
z (3.39)

を満たさなければならない。しかし、コンパクト ERLでは ρ = 1mで設計されているため、バンチ長程度
の半径まで小さくする必要があり、現実には無理である。

3.3.3 周回部におけるバンチ圧縮

あらかじめ RF加速空洞でバンチの前方のエネルギーが大きくなるようにエネルギー分布に傾斜をつけ、
周回部で前方のエネルギーの大きい電子を遅らせることによってバンチ圧縮する方法は広く知られている。
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その電子の遅れは、周回部のパラメーター R56 や T566 などで調整することができ、電子の到着時刻のず

れは、

cβ∆t = −∆z = R56
∆E

E0
+ T566

(
∆E

E0

)2

+ · · · (3.40)

となる。ここでE0は電子の基準エネルギー、∆EはE0からのエネルギーのずれを表す。R56はエネルギー

偏差に比例して現れる電子の行路長差、T566 はエネルギー偏差の 2乗に比例して現れる電子の行路長差で
ある。R56 > 0かつ ∆E/E0 > 0 の時に電子が後方へずれるように符号を定義している。（elegant [3]の
定義に等しく、TRANSPORT [4] の定義と逆であることに注意）。
式 (3.40)やRFは正弦波であることを考慮すると、高次項の補正が短バンチ化には必要不可欠であり、通

常周回部に 6極電磁石を配置させて補正を行っている。
コンパクト ERLのようにサブピコ秒程度までバンチ圧縮するときには CSRウェークによるエネルギー

変調もバンチ圧縮に影響を及ぼす。図 3.25に CSRウェークとRFによるエネルギー分布の計算例を図示し
た。CSR ウェークとRFの相乗効果により中央部の傾斜がきつくなっている。これは部分的にバンチが必要
以上に圧縮されることを意味し、これがさらに強い CSRウェークの原因となるので注意が必要である [5]。
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図 3.25: CSRウェークと加速 RFが電子バンチに与えるエネルギー変調の計算例

3.3.4 コンパクトERLのパラメーター

テラヘルツコヒーレント光の発生では利用研究に求められるテラヘルツギャップのうち 1 THzから 10 THz
を埋めるためにも、バンチ長 0.1 ps程度である必要がある。また、コヒーレント効果を損なわないための
条件として、横方向のビームサイズを放射光波長以下に抑える必要があるが、165 MeVのエネルギーでは
規格化エミッタンスが 100 mm-mrad以下に対応する。ビーム力学の視点から眺めると、電子ビームのエ
ネルギーはできる限り大きい方が望ましく、本論では 165 MeVのビームエネルギーを仮定した。一方で、
フェムト秒 X線のため、もうひとつのビームエネルギー 65 MeVを設定した。これは、フェムト秒チタン
サファイアレーザー (波長 800 nm)とのコンプトン散乱で、ユーザーが必要としている 50 keV程度のフェ
ムト秒X線を発生させるために必要な電子エネルギーである。このような比較的小さなエネルギーの場合、
バンチ圧縮が難しいために、目標とするバンチ長はサブピコ秒程度とした。また、バンチあたりの電荷量の

目標値は 1 nCとし、入射時の規格化エミッタンスおよびバンチ長はそれぞれ 0.1 mm-mradおよび 1 psと
した。規格化エミッタンスは入射器で実現可能な値よりも小さいが、エミッタンス増大を調べるためのシ

ミュレーションとしてこの値を採用した。主なパラメーターを表 3.5にまとめる。
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表 3.5: バンチ圧縮の計算で用いたコンパクト ERLのパラメータ
THz CSR Compton Scattering

Injection energy 5 MeV 5 MeV

Full energy 165 MeV 65 MeV

Initial bunch length 1 ps 1 ps

Final bunch length 0.1 ps < 1 ps

Accelerate at phase φ

Injection

 (Insertion Device ) Non isochronous 

arc section

z
∆E/E0

図 3.26: コンパクト ERL周回軌道のレイアウトと 180度アークを用いたバンチ圧縮の模式図

3.3.5 トラッキングシミュレーション

シミュレーションコードの elegantを使用し [3]、周回部の最適化およびバンチ圧縮の評価を行った。周
回部のR56の最適値を求めるため、−0.05 mから−0.7 mの範囲でR56の値を変化させ、それぞれについて

バンチ長が最短になるように 6極磁石とRFの位相を最適化した。そのときの、周回部出口のバンチ長およ
び規格化エミッタンスのトラッキングの結果を図 3.27に示す。ここで、電子エネルギーは 165 MeVとし、
バンチあたりの電荷量は 77 pCとした。R56 = −0.1 m付近でバンチ長が最短になり、0.1 ps以下まで圧縮
できることが分かる。また、規格化エミッタンスも 10 mm-mrad以下に収まることから、R56 = −0.1 mを
最適値とした。

次に電子エネルギーの依存性について調べた。図 3.28に達成した最短電子バンチ長とそのときの規格化
エミッタンスを示す。全体的な傾向としては、電子エネルギーが大きいほどバンチ長が短くなるが、揺ら

ぎが大きい。これは光学系の高次項や CSRウェークによって生じたテールの影響であると考えられる。図
3.29に 165 MeV、125 MeVおよび 65 MeVのときの縦方向の位相空間のプロットを示す。進行方向のバン
チ形状が電子エネルギーに依存して、複雑に変化することがわかる。このテールの影響で、電子エネルギー

が増加するにつれ、計算上のバンチ長が伸びたり縮んだりするが、密度の高い部分だけ切り取ると、バンチ

長は電子エネルギーが大きくなるにしたがって、短くなることが見て取れる。

バンチあたりの電荷量 1 nCがバンチ圧縮可能であるかどうかについて、165 MeVおよび 65 MeVで検
証を行った。図 3.30に 165 MeVの場合の最短電子バンチ長とバンチあたりの電荷量の関係を示す。電荷量
が大きくなるにつれ、達成可能なバンチ長が伸びてしまうが、400 pC以下であればバンチ長 0.1 ps以下お
よび規格化エミッタンス 100 mm-mradを実現できる見込みがあることがわかる。1 nCの場合でも 0.25 ps
以下まで圧縮することができ、エミッタンスの増加もコヒーレント性を著しく損なうほど大きくはない。

65 MeVの場合のシミュレーション結果は図 3.31に示した通りである。エネルギーが低いためにCSRウェー
クの影響を受けやすく、165 MeVに比べてバンチ圧縮が困難であることが分かる。0.1 psを実現させるに
はバンチあたりの電荷量を 100 pC以下に抑えなければならない。1 nCでは最短で 0.5 psまで圧縮可能で
ある。エミッタンスの増加が 165 MeVに比べて小さかったのは、バンチが圧縮されなかったために CSR
ウェークが強まらなかったことが原因と考えられる。
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図 3.27: R56 を変えた時の最短バンチ長とエミッタンスの計算結果。電子ビームエネルギー 165 MeV、バ
ンチ電荷 77 pCとした。
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図 3.28: 電子エネルギーを変えた時の最短バンチ長とエミッタンスの計算結果。R56 = −0.1 m、バンチ電
荷 77 pCとした。

図 3.29: バンチ圧縮後の縦方向位相分布。電子エネルギー 165 MeV、125 MeV、65 MeV の場合。
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図 3.30: バンチあたり電荷量を変えた時の最短バンチ長とエミッタンスの計算結果。電子エネルギー 165 MeV、
R56 = −0.1 mとした。
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図 3.31: バンチあたり電荷量を変えた時の最短バンチ長とエミッタンスの計算結果。電子エネルギー 65 MeV、
R56 = −0.1 mとした。
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3.3.6 バンチ圧縮のまとめ

テラヘルツコヒーレント光とフェムト秒X線に必要な 0.1 psのバンチ長の実現性について、165 MeVと
65 MeVの電子バンチでトラッキングシミュレーションを行った。バンチあたりの電荷量が 100 pCであれ
ば目標とする 0.1 psを実現できるが、1 nCの場合はサブピコ秒が限界であることがわかった。今後は、周
回部の光学系の高次項の最適化によるテールの処理など、さらなる検討を進める予定である。
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3.4 空洞高次モードによるビームブレークアップ (HOM-BBU)

3.4.1 コンパクトERLにおいて研究および実証すべき課題

超伝導空洞の高次モード (higher-order mode; HOM)によるビームブレークアップ (beam break up; BBU)
は、ERLで加速できる電子ビームの平均電流を制限する要因の一つである。これまでに運転されているERL
は 10 mA程度の平均電流であるが、ERL放射光源 (5GeVクラス)では 100 mA以上の運転が求められて
いる。このような大電流運転に適した加速空洞および周回軌道の設計・製作を行い、100 mA の大電流で
ERLを安定に運転することが、コンパクト ERLの目的のひとつである。
後述するように、コンパクト ERL における HOM-BBU の影響は、5GeV-ERL に比べて小さいため、

100 mA 運転に必要な条件は相対的に緩やかである。したがって、外部擾乱 (入射ビームの強制振動など）
に対する HOM の応答を調べる、あるいは、周回軌道のパラメータを調整し BBUが起きやすい状態を作
るなどの実験を行い、これらの実験結果を数値計算と比較し、5GeV-ERL の設計に必要なデータを取得す
るなどの研究を行う。

3.4.2 HOM-BBUの原理

エネルギー回収が動作すれば、加速ビームと減速ビームが空洞内に作る電場は互いに打ち消し合うため、

主加速器においてRF入力を一定としたまま加速電流を大きく増やすことができる。しかしながら、実際の
ERLでは、種々の要因によって加速できる電流が制限される。ビームダイナミクスの観点から加速電流の
制限となる最も大きな要因は、空洞高次モードによるビームブレークアップである [1]。

図 3.32: HOM-BBU の原理: 先行するバンチが励起した高次モード (HOM)によって後続のバンチが横方
向へキックされる。キックされたバンチが周回後にHOMを強める位置と位相で戻ってくると、HOMが指
数的に成長し、加速が行えなくなる。

高周波加速空洞では、加速に寄与する固有モード (基本モード)以外に、様々な固有モード (高次モード)
が励起される。高次モードのうちでも横方向に電場成分を持つモード (dipole mode)は、中心軌道から外れ
て入射した電子バンチによって励起され、後続の電子バンチに横方向のキックを与える。キックを与えられ

基準軌道から外れた電子バンチが、ERL周回軌道を経た後、キックを与えた高次モードを強める位置と位
相で戻ってくると、高次モードはさらに強められる。これが繰り返されることで高次モードが指数的に成

長し、電子バンチに与える変位が周回軌道のアクセプタンスを越えるとビームが失われ、エネルギー回収

が動作しなくなり、ERLが停止する (図 3.32)。この一連の現象が、高次モードによるビームブレークアッ
プ (HOM-BBU) である。BBU が現れる電流を BBU の閾値電流と呼ぶ。JLABの ERL-FELでは、平均
電流 2.7 mAで HOM-BBU が現れ [1]、周回軌道にスキュー 4極磁場を追加する対策が必要となった。
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3.4.3 HOM-BBU閾値電流の解析

HOM-BBU の解析には、多数の電子バンチをトラッキングしながら HOM 振幅の時間発展を計算する方
法 (トラッキング法)と、固有値問題として取り扱い不安定解を求める方法 (固有値法)がある。ここでは、
トラッキング法による HOM-BBU の解析を示す。

x方向に偏波したダイポール HOMを仮定し、電子バンチの x方向座標 Up(n,M)を計算する。ここで、
p は周回番号、n は空洞番号、M はバンチ番号である。バンチ座標は、ひとつ手前の空洞における座標

Up(n − 1,M)を空洞間の転送マトリックス T pp
n,n−1 で変換した値に、HOM のキックを加えることで計算

でき、

Up(n,M) = T pp
n,n−1Up(n − 1,M) (3.41)

+ T pp
n,n−1GIZn−1

np∑
r=1

M+(p−r)M0−1∑
k=1

Ur(n − 1,M + (p − r)M0 + k)sk(ωnτ) (3.42)

となる。ただし、

G =

(
0 0
1 0

)
(3.43)

であり、τ はバンチ間隔、Zn は HOM のインピーダンス、M0 は周回あたりのバンチ数、I は平均電流、

sk(ωnτ)は HOM の減衰と位相シフトであり、HOM の Q 値と経過バンチ数 k を用いて

sk(ωnτ) = exp(−kωnτ/2Q) sin(kωnτ) (3.44)

で表される。

単一空洞、単一周回の体系で、HOM が一つしかないの BBU閾値電流は、HOMのパラメータ (R/Q)λ、

Qλ、ωλ と周回軌道の転送マトリックス T12 の関数として解析的に求めることができる [2]。

Ith = − 2c2

e(R/Q)λQλωλ

1
T12 sinωλtr

(3.45)

大きな閾値電流を得るには、HOM の減衰が大きな空洞を用いること、周回軌道の T12 を小さく選ぶこと

が有効な方策である。複数空洞、複数 HOMの体系では閾値電流を解析的に求められないが、上記の方策
は同様に有効である。また、空洞毎の HOM 周波数のばらつき (HOM frequency randomization)や HOM
偏波面のばらつき (polarized cavity)を大きく選ぶことが BBU の抑止に有効であることも知られている。
これまでに開発された HOM-BBU の解析コードには、JLABの TDBBU[3]、JAEAの BBU-R[4]、Cornellの
bi[2] などがあり、これら解析コードを利用して閾値電流を計算できる。

3.4.4 5 GeV ERL における HOM-BBU の解析

われわれが開発中の ERL空洞は、HOMの Q値を小さくするための様々な工夫が施されている (空洞の
詳細は 2.5節を参照)。5 GeV ERL の構成において、ERL空洞と TESLA空洞を用いた場合のHOM-BBU
閾値電流を計算した結果を図 3.33に示す。ERL空洞では、0.6 A を越える閾値電流が得られることが示さ
れている [5]。

HOM randomizationを含んだ場合の閾値電流の計算結果を図3.34に示す [5]。図の横軸は HOM frequency
randomization であり、HOM 周波数分散の rms 値を示している。なお、計算には bi と BBU-R を用いた。

DESY TTF における複数の空洞測定では、数MHzのHOM 周波数分散が存在する。ERL空洞でも同様の
分散が想定され、BBU 閾値の向上に寄与すると期待できる。
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図 3.33: 5-GeV ERL における HOM-BBU 閾値電流の計算結果 (biによる)。ERL用に開発中の model-2
空洞では要求仕様 (100 mA)を十分に上回る閾値電流が得られる。横軸は周回軌道のベータトロン位相進み
である。
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図 3.34: HOM frequency randomization を含んだ 5-GeV ERL における HOM-BBU 閾値電流の計算結果
(bi、BBU-Rによる) [5]。
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3.4.5 コンパクトERLにおけるHOM-BBU

コンパクト ERLでは、HOM-BBUの閾値電流は十分に大きいのでBBU が問題になることはないと考え
られる。図 3.35は、コンパクト ERLのHOM-BBU閾値電流の計算結果である。入射エネルギー 10 MeV、
バンチ繰り返し 1.3 GHz、周回エネルギー 70 MeV(15 MeV x 4空洞)、周回エネルギー 170 MeV(20 MeV x
8 空洞)とした場合について bi を用いて計算した。HOM frequency randomization は含まない。70 MeV、
170 MeV に対する閾値電流は、いずれも 3 A 以上であり、コンパクト ERLの定格電流 100 mA を十分に
クリアする。このように大きな閾値電流が得られるのは、(1) 空洞数が少ない、(2) 入射／周回ビームのエ
ネルギー比が小さい、(3) 2モジュールの間に収束用の四極磁石を配置する構成では、四極磁石の位置で加
速と減速ビームが同一エネルギーとなるので収束が容易であることなどによる。
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図 3.35: コンパクト ERLにおける HOM-BBU閾値電流の計算結果。横軸は周回軌道のベータトロン位相
進みである。
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3.5 コヒーレントシンクロトロン放射 (CSR)の影響

3.5.1 コンパクトERLで研究および実証すべき課題

コヒーレントシンクロトロン放射 (Coherent Synchrotron Radiation; CSR)は、電子バンチが発するシ
ンクロトロン放射光のうち、バンチ長より長い波長領域の光において、放射光強度がバンチに含まれる電子

数の 2乗に比例する現象であり、極めて強い放射が得られる利点と同時に、電子バンチのエミッタンスとエ
ネルギー広がりを増大する悪影響もある。従来の蓄積リング放射光源では、電子バンチが 10 ps以上と長い
ため、真空ダクトの遮蔽効果により CSR の影響は無視できる程度に小さかった。これに対して、フェムト
秒の超短電子バンチを加速する ERL放射光源では、CSRの影響が無視できず、この影響を正しく評価し、
影響を小さくするための最適設計を行う必要がある。

コンパクト ERLにおいても、周回軌道と合流部でCSRの影響が現れる。CSRによるエネルギー広がり、
エミッタンス増大を実験的に評価し数値計算と比較することで、ERL放射光源 (5 GeVクラス)の実現に向
けた知見を得ることが課題である。CSRの影響を抑止する手法はこれまでに提案されているが、これら手
法の実験的な確認も研究項目のひとつである。

また、コンパクト ERLでは、CSRをテラヘルツ光源として利用することが予定されている。電子バンチ
を 1 ps以下に圧縮し、大強度 CSRを得るモードでの運転であるが、このとき、CSRが電子ビームに与え
る影響を注意深く調べる必要がある。コンパクト ERLの運転を通して、大強度放射光としての CSRをう
まく利用しつつ、ビーム質に与える影響を最小限に抑える技術を確立する。

3.5.2 CSRの原理

誘導放射の原理に基づくレーザが位相の揃った光を放射するのに対して、シンクロトロン放射は各電子

が勝手に光を放射するので、位相の揃っていない光である。このため、シンクロトロン放射光のパワーは電

子数に比例する。しかしながら、図 3.36のように、放射光の波長がバンチ長よりも長いときは、個々の電
子が放射する光の位相が揃い互いに強め合う結果、電子数の 2乗に比例する強い光が発生される。これが、
コヒーレントシンクロトロン放射光である。図 3.37は、蓄積リング、リニアック、ERLの 3種類の加速器
から放射されるシンクロトロン放射光のスペクトルを比較したものである [1]。ERLからの放射光では、コ
ヒーレント効果が顕著に現れており、バンチ長に比べて波長が長い領域（放射光エネルギーが低い領域）に

おいて、放射光パワーが電子数 (N)倍だけ強められることが見て取れる。
シンクロトロン放射光以外にも、遷移放射やチェレンコフ放射でもコヒーレント放射は現れるが、ERL放

射光源ではシンクロトロン放射光のみを考えればよい。コヒーレント放射の観測例は解説記事 [2]に詳しい。

図 3.36: コヒーレント放射の原理: バンチ長よりも長い波長では電子が放射する光の位相が揃い光が強めら
れ、放射光強度は電子数の 2乗に比例する。
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図 3.37: シンクロトロン放射光スペクトルの比較。ERLではバンチ長より長い波長領域において、コヒー
レント効果による放射光強度の増大が見られる。強度の増大は、バンチ電子数 5 × 108 個に対応する。[1]

3.5.3 CSRによるバンチ電子のエネルギー広がり

コヒーレント放射光は複数電子が協調的に光を放出する現象であり、放射の様子は電子の分布、軌道の形

状に依存する。CSRが電子ビームに与える影響はバンチ電子のエネルギー広がりとエミッタンス増大に分
けられるが、これらの影響を評価するためには、まず、放射の反作用としての電子エネルギーの変化を求め

る必要がある。

CSRによる電子エネルギー変化の厳密な解析は、バンチ後方の電子が作る電場が前方の電子に及ぼす作
用を電子軌道に沿って積分することで計算でき、円弧軌道を運動するガウシアン分布の線分電荷に働くCSR
ウェークポテンシャルの解が [3]に示されている。図 3.38はこれを示したものである。電子密度の大きなバ
ンチ中央部ほど大きなエネルギーを失うことがわかる。
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図 3.38: ガウシアンバンチに働く CSRウェークポテンシャル（左がバンチの前方である）。電荷密度の大
きなバンチ中央部分は大きなエネルギーを失う。

CSRにより電子バンチに生じる運動量変化の平均値と rms広がりは、運動量の偏差 δ ≡ (p − p0)/p0 を
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定義して、それぞれ次式で表される [4]。

⟨δ⟩ = −31/6 [Γ(2/3)]2

2π

reQLb

eγ(ρ2σ4)1/3
≃ −0.3505

reQLb

eγ(ρ2σ4)1/3
(3.46)

δRMS =
31/6 [Γ(2/3)]2

2
√

2π

reQLb

eγ(ρ2σ4)1/3
≃ 0.2459

reQLb

eγ(ρ2σ4)1/3
(3.47)

ただし、re 　電子の古典半径、Q バンチ電荷、Lb 円弧軌道長、ρ 軌道半径、σ バンチ長 (rms)である。
これらの式を用いて、ERL放射光源 (5 GeV)とコンパクト ERL(65 MeV)において CSRにより生じる

周回後の電子の運動量変化を計算した結果を表 3.6に示す。

表 3.6: ERL放射光源とコンパクト ERLにおいて CSRにより生じる周回後の電子の運動量変化
エネルギー 偏向軌道半径 RMS バンチ長 バンチ電荷 ⟨δ⟩

5 GeV 25 m 2 ps 77 pC 1.76 × 10−5

5 GeV 25 m 0.1 ps 77 pC 9.57 × 10−4

65 MeV 1 m 2 ps 77 pC 4.64 × 10−4

65 MeV 1 m 0.1 ps 77 pC 2.52 × 10−2

実際には、周回軌道の最初から最後まで 0.1 ps のバンチ長を保つことはせず、周回軌道の一部のみでバ
ンチが短くなるような運転を行うので、表 3.6の運動量損失は過大評価であるが、およその参考にはなる。
コンパクト ERLでは、アーク部を使ったバンチ圧縮 (2 ps → 0.1 ps) を行う予定である。この時の、CSR
による運動量広がりとエミッタンス増大の解析は、3.2節で詳しく述べた。

3.5.4 CSRによるバンチ電子のエミッタンス増大

エミッタンス増大の原理

CSRは円弧軌道を通る電子に不均一なエネルギー変化を与え、このエネルギー変調を受けた電子には円
弧軌道の出口で不均一なキック（偏向角度のずれ）が生じ、偏向面方向のエミッタンス増大となる。これが

CSRによるエミッタンス増大である。この時のエネルギー変化は電子の縦方向位置の関数であるので、バ
ンチを縦方向に分割したスライスに注目すると、各バンチスライスのエミッタンスは保存されており、スラ

イスを重ね合わせた投影エミッタンスのみが増大する（図 3.39）。
CSRによるエミッタンス増大は、短バンチかつ低エミッタンスが求められる X線 FELにおいて、解決

すべき課題として注目されている [3, 5]。フェムト秒電子バンチを加速する ERLにおいても同様に検討す
べき現象である。

図 3.39: 偏向磁石を通る電子バンチには、CSR放射による不均一なエネルギー変化が生じ、これが偏向角
度のエラー、すなわち、エミッタンス増大となる。このとき、スライスエミッタンスは保存され、投影エ

ミッタンスのみが増大する。
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CSR シミュレーションコード

CSRによるエミッタンス増大を解析するために、いくつかのシミュレーションコードがこれまでに開発
されている [6]。
TraFiC4 は、マクロ粒子が前方（未来の時刻）に作る放射場をあらかじめ計算、記憶しておき、粒子軌道

を追跡しながら記憶した放射場との相互作用を計算する方法で CSR 効果を解析するコードである [7]。因
果律を満たした厳密なモデルであるが、数値ノイズの少ない良好な結果を得るには、マクロ粒子と空間メッ

シュを増やさなければならず、並列計算機を用いた大規模なシミュレーションが必要である。

elegantは、1次元のウェークポテンシャルを使った簡便な方法で CSR 効果を含んだビームトラッキン
グ計算ができるコードである [4]。バンチの時間波形を Gaussian 分布のバンチレットに展開し、個々のバ
ンチレットが作るウェークポテンシャルを重ね合わせる方法を用いているが、ローパスフィルタを挿入する

ことで、数値ノイズの発生を防いでいる。偏向磁石入口・出口の過渡変化についても、Saldin のモデル [8]
を取り込んで計算可能としている。比較的高速に実行でき、一般的な note-PC でも動作可能である。
吾郷による CSR 計算コードは、放射場を周波数領域で解析するのが特徴であり、任意の境界条件（円形、

矩形ビームパイプ等）のもとで、バンチが作るCSR放射を計算できる [9]。マクロ粒子トラッキングコード
（SADなど）と組み合わせることで、CSR を含んだビームダイナミクス計算も可能である。

一次近似の行列計算法

ある一定の条件のもとでは、CSRによるエミッタンス増大を簡単な近似計算で見積もることができる。
われわれが提案した行列計算法による CSR効果の解析方法 [10] を以下に示す。
バンチ長が一定であり、また、偏向磁石入口・出口における過渡的CSRの影響が小さいという条件の下

では、個々の電子が感じる CSRウェークポテンシャルは一定としてよい。このとき、偏向磁石内における
電子の運動方程式（x:水平方向）は次式で近似できる。

x′′ = − x

ρ2
+

1
ρ

(δ0 + δCSR + κ[s − s0]) , (3.48)

ここで ρ は軌道半径、δ0 は運動量誤差の初期値、δCSR は上流において CSR による生じた運動量誤差、
κ[s− s0]は偏向磁石内で生じる CSR による運動量誤差で走行距離 s− s0に比例する。κ は CSRウェーク
ポテンシャルを基準運動量で規格化したものである。

軌道半径、バンチ長一定の条件では、CSRウェークポテンシャルも一定となるので、上式の κは個々の

電子の属性とみなせ、水平面内の電子運動は 5次元ベクトルとその行列による変換で記述できる。

x⃗ ≡ (x x′ δ0 δCSR κ)T , (3.49)

x⃗(s1) = R0→1 x⃗(s0) , (3.50)

この式は、運動量分散がある場合の電子の運動を記述する 3x3 行列を拡張したものであり、ビーム輸送系
を構成する個々の要素の 5x5 行列は次のように与えられる。
偏向磁石（セクターマグネット）、軌道半径 ρ、偏向角度 θ

Rbend =


cos θ ρ sin θ ρ(1 − cos θ) ρ(1 − cos θ) ρ2(θ − sin θ)

− 1
ρ sin θ cos θ sin θ sin θ ρ(1 − cos θ)

0 0 1 0 0
0 0 0 1 ρθ

0 0 0 0 1

 . (3.51)

その他の要素

R =


R11 R12 0 0 0
R21 R22 0 0 0
0 0 1 0 0
0 0 0 1 0
0 0 0 0 1

 . (3.52)
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以上のように 5x5 行列を使って CSR 効果を含んだ電子の運動を記述すると、運動量分散関数 ηx に加え

て、CSR分散関数 ζx が定義できる。

(ζx(s1) ζ ′x(s1) 0 Lb(s1) 1)T

= R0→1 (ζx(s0) ζ ′x(s0) 0 Lb(s0) 1)T
, (3.53)

ここで Lb(s1) は 0 < s < s1 　における偏向磁石の長さの合計である。

ERLの周回軌道は、アクロマティックセルを繰り返す構成である。アクロマティックの条件下では、各セ
ル出口において運動量分散関数 (ηx, η′

x) = (0, 0)となり、運動量の初期誤差に起因するエミッタンス増大は
起こらない。しかしながら、この時 CSR分散関数 (ζx, ζ ′x)はゼロにはならず、CSR によるエミッタンス増
大が生じる。図 3.40に、5 GeV-ERL放射光源の TBAセルにおける運動量分散関数と CSR分散関数の計
算例を示す。
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図 3.40: ERL放射光源の TBAセルにおけるベータトロン関数 βx、運動量分散関数 ηx、CSR分散関数 ζx

の計算例 [6]。

アクロマティックセルの出口におけるエミッタンス（非規格化 RMSエミッタンス）は、次式で評価で
きる。

ε2 = (ε0βx + D2)(ε0γx + D′2) − (ε0αx − DD′)2 , (3.54)

ここで、(αx, βx, γx)はセル出口におけるCourant-Snyderパラメータ、ε0 はエミッタンスの初期値、(D,D′)
は CSR 分散関数の rms 広がりで、次式で定義される。

(D,D′) ≡ δrms

Lb
(ζx, ζ ′x) , (3.55)

ここで、Lb は偏向軌道の長さ、δrms は CSR により生じる運動量広がりである。

3.5.5 エミッタンス増大を抑止する手法

電子銃直後の空間電荷によるエミッタンス増大がソレノイド磁石で回復できることは、「エミッタンス補

償」として知られている。このようなエミッタンス補償が可能となるのは、スライスエミッタンスが保存さ

れている場合に限られる。CSR によるエミッタンス増大では、バンチ前後が入れ替わるような過度のバン
チ圧縮を行わない限り、スライスエミッタンスは保存されるので、エミッタンス補償のテクニックを適用で

きる。これまでに、2つの方法が提案されている。

エンベロープマッチング

すでに述べたように、CSR によるエミッタンス増大は、(x, x′) 平面におけるバンチスライスが受けるキッ
クとして説明できる。運動量偏差の 1次項のみを考えると、バンチスライスは直線上に整列し、その直線
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は ζxx′ − ζ ′xx = 0 で表される。ここで (ζx, ζ ′x)は CSR 分散関数である。アクロマティックセルの出口にお
いて、CSRによるエミッタンス増大を最小にするには、バンチスライスのずれる方向とビーム楕円の長軸
を一致させればよいことがわかる (図 3.41)。これは、CSR 分散関数とベータトロン関数のエンベロープの
位相を合わせることと同義であり、エンベロープマッチングと呼ばれる。具体的には、アクロマティックセ

ルに入射する位置での αx, βx を選んで、セル出口においてエンベロープマッチングの条件が満たされるよ

うにすればよい [10]。エンベロープマッチングの条件が満たされる時、式 (3.54)が最小となることは容易
に導出できる。

図 3.41: エンベロープマッチングによるエミッタンス補償。CSRキックの向きとビーム楕円の長軸が一致
する時エミッタンス増大は最小となる（右側）。

セル間位相進みの最適化

ERL放射光源の周回軌道は複数のアクロマティックセルから構成される。このような場合には、セル間
のベータトロン位相進みをうまく選ぶことで CSRによるエミッタンス増大を打ち消すことができる。具体
的には、セル間の位相進みが ∆Ψx = 2nπ/m, n ∈ N,m ∈ N の時、mセル毎にエミッタンス増大が打ち消

される。これは、(x, x′) 平面におけるバンチスライスのキックに対応するベクトル (ζx, ζ ′x) の加算が原点
に戻るためと理解できる。図 3.42は、セル間のベータトロン位相進みを 8π/3とした時の例である。3セル
目の出口でエミッタンス増大が打ち消されている様子がわかる [6]。
セル間位相進みの最適化が利用できるのは、これらセルを電子バンチが通過する間、バンチ長が変わらな

い場合のみである。複数のアクロマティックセルを用いて徐々にバンチ圧縮を行う場合は、セル毎にバンチ

長が変化する（CSRの利き方が変化する）ために、エミッタンス増大が完全にキャンセルされることはな
いが、部分的なキャンセルは可能である。

なお、エンベロープマッチング、セル間位相進みの最適化、いずれの方法を用いても CSRによるエネル
ギー広がりの増大を抑止することはできない。エネルギー広がりの増大を抑止するには、次節で述べる遮

蔽効果に期待するしかない。

3.5.6 真空ダクトによる遮蔽効果

CSR の厳密な解析には、境界条件としての真空ダクトの影響を考慮しなければならない。最も簡単な場
合として、2枚の平行平板（完全導体）からなる境界条件では、遮蔽効果を表すパラメータ

ηs ≡
√

2
3

(πρ

h

)3/2 σz

ρ
(3.56)

が定義でき、

ηs ≫ 1, 強い遮蔽効果が働く、CSRの影響は無視できる

ηs ∼ 1, 遮蔽効果により CSRの影響が軽減される

ηs ≪ 1, 遮蔽効果は小さく、境界を無視してよい
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図 3.42: ERL放射光源において、セル間ベータトロン位相進みを最適化してエミッタンス増大を抑止した
例。セル間の位相進みを (8/3)π と選ぶことで、3つめの TBAセルの下流でエミッタンス増大がほぼゼロ
になっている。計算条件は電子エネルギー 3 GeV、バンチ電荷 770 pC、バンチ長 100 fs など [6]。

と分類できる。ただし、h は 2枚の平行平板の間隔、ρは軌道半径、σz はバンチ長 (rms)である。
真空ダクトの遮蔽が無い場合の CSRにより生じる電子バンチの運動量損失の平均値とRMS値を式 (3.46)、

(3.47)で示したが、遮蔽がある場合は、図 3.43に示すように両者ともに小さくなる。運動量損失のRMS値
は、平均値に比べて遮蔽効果が小さい点は注意が必要である。電子バンチから放射される CSR パワーが遮
蔽効果で減少しても、バンチに生じるエネルギー広がりは小さくないことを意味しており、CSR インピー
ダンスの実部と虚部でゼロに漸近する様子が異なっていることに対応する。

遮蔽が無い場合の値を ⟨δ⟩0、δRMS,0 とすると、遮蔽を含んだ値は、1 < ηs < 10 の範囲で、次の近似式
で計算できる。

⟨δ⟩
⟨δ⟩0

≃ 4.2η5/6
s exp(−2ηs) (3.57)

δRMS

δRMS,0
≃ 1.76η1.24

s exp(−1.60ηs + 0.0975η2
s − 0.00246η3

s) (3.58)
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図 3.43: 平行平板による遮蔽がある場合の CSR効果。バンチ電子の運動量変化の平均値 ⟨δ⟩と RMS広が
り δRMS を遮蔽パラメータ ηsの関数としてプロットした。縦軸は遮蔽が無い場合の CSR 効果 ⟨δ⟩0 で規格
化した値である。



134 第 3章 ビームダイナミクス

3.5.7 コンパクトERL周回軌道におけるCSRによるエミッタンス増大

コンパクト ERLでは周回軌道を用いてバンチ圧縮を行う際に CSR によるエミッタンス増大が顕著に現
れることを 3.3節で取り上げた。ここでは、バンチ圧縮を行わない運転モードにおいて、周回軌道で生じる
CSRによるエミッタンス増大を評価する。
コンパクト ERLの周回軌道は、2つの 180度 TBAアーク (TBA; triple bend achromat) から構成され

る。加速器の対向側の直線部に挿入光源を置いて放射光利用を行う、または、レーザコンプトン散乱で X
線を発生するような実験体系では、直線部で小さなエミッタンスを得なければならない。したがって、セ

ル間位相進みを選んで CSR 効果をキャンセルする方法は使えず、エンベロープマッチングの方法に頼らざ
るを得ない。コンパクト ERLの TBAアークでエンベロープマッチングを行うには、次の 2つのやり方が
ある。(1) TBA の四極磁石を固定して、TBA 手前の四極磁石でマッチング条件を得る、(2) TBA の四極
磁石を可変としてマッチング条件を得る。ここでは、(2)の方法でエンベロープマッチングを満たす条件を
決定して elegant を用いて CSRを含んだ粒子トラッキングを行いエミッタンス増大を計算した。アーク
入口における電子バンチの初期条件は、バンチ電荷量 77 pC、バンチ長 1 ps(rms)、規格化エミッタンス
0.1 mm-mrad、電子エネルギー 65-205 MeV とした。アークの四極磁石は 3組あるので、R56 = 0 を拘束
条件としても自由度が残る。アーク出口においてエミッタンスが最小となるように四極磁石の強さを選ん

でエンベロープマッチングを行った。図 3.44にアーク出口におけるエミッタンス値、図 3.45にアーク出口
におけるバンチ長を示す。エンベロープマッチングの手法で CSRによるエミッタンス増大が抑止できるこ
とが確認できた。
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図 3.44: コンパクト ERLの 180度アークにおいて生じるCSRによるエミッタンス増大の計算。エンベロー
プマッチングを満たすようにアークの四極磁石を最適化すると、エミッタンス増大が抑止されることが示さ

れている。電子バンチは 77 pC、1 ps である。
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図 3.45: コンパクトERLの 180度アークにおいて生じるCSRによるバンチ長の変化。電子バンチは 77 pC、
1 ps である。
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3.6 イオン捕獲

3.6.1 コンパクトERLで研究および実証すべき課題

エネルギー回収リニアック（ERL）において、ビームと残留ガスとの衝突によって生ずるイオンがビー
ム不安定性等の問題を引き起こすかどうかは良く分かっていない。このため、コンパクト ERLでイオン捕
獲による問題が発生するかどうかを調べ、光源用 ERLの設計に必要な知見を得ることは重要である。主要
な研究開発課題は以下の通りである。

• 大電流 ERLにおいて、イオン捕獲によるビーム不安定性等が発生するかどうかを調べること。ビー
ムダクト内の圧力を 10−4–10−8 Pa程度の範囲で変えられることが望ましい。

• 光源用 ERLで必要とされる真空圧力を見極めること。
• イオン捕獲による問題が観測された場合、その対策（クリアリング電極、バンチギャップなど）を試
験すること。

3.6.2 イオン捕獲による問題点

ERLを通過する電子ビームとビームダクト内の残留ガスとの衝突により、ダクト内に種々のイオンが生
成される。それらのイオンは適当な条件の下で軌道上に捕獲され [1, 2]、ビームに対して線形および非線形
な収束力を与え得る他、fast ion instability [3]等のビーム不安定性の原因と成り得る。これらの問題は電
子蓄積リングにおいて古くから知られているが、ERLにおいては実験的な研究がほとんど行われていない。
したがって、放射光利用のための ERL実用機においてイオン捕獲による問題が起こり得るのか、また起こ
るとすればその有効な対策は何か、という事をコンパクト ERLを用いて調べておくことは重要である。

ERL（または蓄積リング）において、ビームラインの単位長さに注目し、その区間にあるビームの粒子数と
同数のイオンが造られるのに要する時間はイオン化時間 (ionization time)または中性化時間 (neutralization
time) と呼ばれ、

τi =
1

σidmβc
, (3.59)

で与えられる。ここで dm はある種類の残留ガス密度, σi はそのガス分子に対するイオン化断面積、βcは

ビームの速度である。例えば、残留ガスとして圧力 10−7 Pa の CO分子を想定すると、約 100 MeVの電
子ビームに対するイオン化時間は約１秒である。

生成されたイオンは電子バンチが通過する度に収束力を受ける。電子バンチが時間間隔 τb で繰り返し通

過し、水平・垂直方向のビームサイズを σx, σy （ガウス分布の r.m.s.値を仮定）とすれば、質量数 A, 価
数 Z のイオンは、A/Z > Ac の時にその運動が安定になり、ビームの軌道上に捕獲される。ここで Ac は

臨界質量、

Ac = Max
[

rpcNbτb

2βσy(σx + σy)
,

rpcNbτb

2βσx(σx + σy)

]
, (3.60)

であり、rpは古典陽子半径、Nbはバンチ当たりの電子数である。図 3.46に ERLの幾つかの運転モードに
対する臨界質量をビームサイズの関数として示す。例えば、ビーム電流 100 mA、ビームの繰り返し周波数
1.3 GHz、ビームサイズ 10～100 µmの条件を想定すると、臨界質量は 1以下であり、全ての質量数のイオ
ンが捕獲される。臨界質量によるイオン捕獲の禁止が効果的なのは、ビームサイズが数 µm以下の極小の
場合か、ビームの繰り返し周波数が低い場合に限定される。
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図 3.46: イオンの臨界質量をビームサイズに対して示す。５本の直線はそれぞれ ERLの典型的な運転モー
ドに対応。簡単のため、水平、垂直方向のビームサイズは等しいと仮定した。

臨界質量が 1以下の場合、原理的にイオンは電子ビームの空間電荷を完全に中和するまで蓄積される。電
子ビームとイオン雲の横方向サイズが異なる場合には、イオンの線電荷密度（λi）の限界値はやや詳しい計

算により、

λi < λe

σi
y(σi

x + σi
y)

σy(σx + σy)
, (3.61)

で与えられる。ここで電子ビームのサイズを σx, σy, イオン雲のサイズを σi
x, σi

y, 電子ビームの線電荷密度
を (−λe)と仮定した。もし生成したイオンが一定の割合で失われるような何らかのメカニズムがある場合
には、イオンの密度は生成と損失との平衡で決定されるため、空間電荷制限値よりも小さく留まることがあ

り得る。例えば、PF2.5 GeVリングで全 RFバケットに電子を蓄積した場合には臨界質量は 1以下であり、
全ての種類のイオンが蓄積されるため、原理的にはリングの圧力によらずイオンはビーム電荷を完全に中

性化するまで蓄積される筈である。しかし、このような場合でもイオンによるビーム不安定性の起こり易

さはビームダクト内の圧力と相関がある（圧力が高い時の方がより深刻である）ことが経験的に知られて

いる。このことから、イオンを軌道上から追い払うような未解明のメカニズムが存在し、その効果とイオン

の生成との釣り合いでイオン密度が決定されている事が推測される。このような場合には、ビームダクト

内の圧力を出来るだけ低く保つことがイオン捕獲の問題を避ける上で極めて有効である。

ERLの軌道上にイオンが蓄積された場合、大別して二つのビームへの影響が考えられる。一つには、イ
オンの空間電荷効果による線形および非線形のチューンシフトである。イオンが線電荷密度 λiで蓄積され

た場合、電子ビームの水平 (x)方向の線形チューンシフト（ベータトロン振動の位相エラー）は、

(∆νx)ion =
re

2πγβ2e

∫ L

0

βxλi

σi
x(σi

x + σi
y)

ds, (3.62)

で与えられる。ただし、re は古典電子半径、γ はビームのローレンツ因子、eは素電荷、βx はベータトロ

ン関数であり、ビームラインの長さ Lの範囲でイオンが蓄積されると仮定した。垂直 (y)方向のチューン
シフトは式 (3.62)で xと yとを入れ替えた式で与えられる。粗い近似として、水平・垂直方向のビームサ

イズはほぼ等しく、水平ビームサイズはエミッタンスと βxで決定され、かつビームとイオン雲の横方向サ

イズは等しいと仮定する。イオンの中性化率を fe(s) = λi(s)/λe (場所 sの関数）で定義すれば、チューン

シフトは、

(∆νx,y)ion ∼ reI

4πβ2ceεn
⟨fe⟩L, (3.63)
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と評価される。ここで、εnは規格化エミッタンス、Iはビーム電流である。コンパクトERLの場合、I=0.1 A、
εn = 10−6 m·rad、L = 100 m を仮定すれば、(∆νx,y)ion ∼ 46 ⟨fe⟩ が得られる。仮にチューンシフトを 0.1
以下にする必要があれば、中性化率を平均で 2× 10−3 以下に抑えなければならない。チューンシフトが余

りにも大きい場合、個別電子のベータトロン振動は外部収束力で与えられる設計値とかけ離れることにな

り、ビームを設計通りに制御できない事が考えられる。

イオン捕獲によるもう一つの問題点としては、fast ion instabilityが考えられる。この効果はまだ十分に
検討していないが、光源用 ERLにおいて深刻な問題になる事は十分考えられ、今後の検討が重要である。
コンパクト ERLが建設されれば、以上で述べたイオン捕獲による問題が発生するかどうかを実験的に調

べることができる。コンパクト ERLでは、予めビームパイプ内を超高真空（10−8 Pa程度）まで排気でき
るように設計した上で、窒素ガスのように排気が容易なガスを導入してイオン捕獲の圧力依存性を調べる

等の実験が可能である。これらの実験結果から、光源用 ERLにおいて必要とされる真空圧力の見通しをつ
けることができよう。またイオン捕獲による問題が観測された場合には、次節で述べるような対策が有効か

どうかも調べることができよう。

3.6.3 イオン捕獲への対策

イオンの蓄積を妨げる手段として、今のところ二つの方法が考えられる。一つには、ERLの周回部に沿っ
て多数のクリアリング電極を配置し、電極に高電圧をかけてイオンを除去する方法である。コーネル大学で

はこの方法を主要な対策として考えており [4]、電極の設計検討を進めている。光源用 ERLでは蓄積リン
グに比べて一般にビームサイズが小さいため、蓄積リング用のクリアリング電極に比べてより高電圧が必

要である。イオンを効果的に除去するためには、ビームによるポテンシャルの深い場所に電極を配置するの

が効果的である。コンパクト ERLにおいてイオン捕獲による問題が観測された場合、加速空洞セクション
の反対側の長直線部のビームダクトにクリアリング電極を設置し、その効果を調べることは有益であろう。

もう一つの対策としては、バンチギャップの導入が考えられる。蓄積リングにおいても、全部の RFバ
ケットのうち 5～10%程度に空バケット（バンチギャップ）を導入することでイオンの運動に不安定領域を
導入し、イオン捕獲を妨げる方法が有効である事が知られている。図 3.47にバンチギャップの模式図を示
す。例として、ビームの繰り返し 1.3 GHz、バンチ当たりの電荷 77 pCの条件で、幅 50 ns（10%）のバン
チギャップを 500 nsの周期で導入した場合について、イオンの安定性を計算した結果を図 3.48に示す [5]。
コンパクト ERLの典型的なビームサイズ 0.1～1 mmに対し、幾つかの質量数に対してイオンの運動が不
安定に出来ることがわかる。イオンが生成されたり、多重イオン化を受けた場合にこれらの不安定領域に入

ると、イオンは軌道上から除去される。このため一定のイオン除去効果が期待でき、ビームダクト内を超高

真空に保てばイオンの密度を下げることができる。

T
p

Tg

t

図 3.47: バンチギャップの模式図



3.6. イオン捕獲 139

1E-6 1E-5 1E-4 1E-3
0

10

20

30

40

50
2 MHz, 10% gap

Unstable

A/
Z

r.m.s. beam size  (m)

図 3.48: 10%のバンチギャップを導入した場合のイオンの安定性。縦軸はイオンの質量数 (A/Z)、横軸は
ビームサイズ。バンチギャップの周期 500 ns、バンチ当たり電荷 77 pCを仮定。青の点がイオンが安定であ
る事を、黄色が不安定である事を示す。簡単のため、水平・垂直方向のビームサイズは等しいと仮定した。

バンチギャップを ERLに適用する場合、バンチギャップによるビーム負荷の変動が ERLの各機器（主リ
ニアック空洞、入射器空洞、バンチャー、電子銃）に与える影響を検討しなければならない。まず主リニ

アックの超伝導空洞に関しては、バンチギャップの繰り返し周波数を周回周波数の整数倍に選ぶことで、バ

ンチギャップが空洞内に過渡的電圧変化を誘起するのを避けられるというエレガントなアイディアが提案さ

れている [6]。
バンチギャップが入射器空洞内で誘起する過渡的電圧応答に関しては [5]で考察した。バンチギャップ 10%、

ギャップの繰り返し 2 MHz、ビーム電流 100 mAの場合に入射器空洞内に誘起される電圧変化の例を図 3.49
に示す。RF電圧の頂上（on crest）で加速する場合、バンチギャップにより空洞内の RF電圧の振幅が図
3.49に示すように変調され、位相は変調されない。この例では、振幅の変動はピーク・ピークで 0.4%であ
る。この程度の変動であれば入射器の性能として許容できる可能性がある。さらにフィード・フォワード制

御やフィードバックを用いることで電圧変動を小さくできる可能性がある。これらの補正を行う場合には、

RF源の帯域は広いほど良く、4–10 MHz以上の帯域があることが望ましい。バンチギャップの幅と周期が
共に空洞の filling time（Tf = 2QL/ωres）よりも短い場合、空洞内の RF電圧の変動は、

∆Vc

Vc
≈ ωres(R/Q)qb

2Vc

ng(np − ng)
np

, (3.64)

と近似できる。ここで ng, np はそれぞれバンチギャップの幅と周期を RF周期で割った数、ωres は空洞の

共振周波数、qb はバンチ当たりの電荷量であり、シャントインピーダンスの定義には R = V 2
c /Pc を用い

た。式 (3.64)より、電圧変動はバンチギャップの幅にほぼ比例し、空洞当たりの加速電圧に反比例する事が
わかる。
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図 3.49: バンチギャップによる入射器空洞電圧の変化。On crest加速、合計電圧 5 MV、5台の 2セル空洞
（空洞当たり R/Q = 200 Ω, QL = 5 × 104）を想定し、ギャップの繰り返し周波数 2 MHz、10%ギャップを
仮定した。

バンチギャップは、バンチャー空洞でもRF電圧の振幅および位相の変動を誘起すると考えられる。バン
チャー空洞には常伝導空洞が使われる予定であり、その影響は入射器空洞よりも大きいことが予想されるの

で、今後の検討が重要である。必要であればKEKBで用いられている貯蔵空洞付き空洞等を用いるか、超
伝導のバンチャー空洞を用いることにより対処できるのではないかと考えられる。

電子銃については、バンチギャップによるビーム負荷の変動により、電子銃用の高電圧の変動が引き起こ

される可能性がコーネル大学のグループによって指摘されている [7]。これについては、コッククロフト電
源の出力段のコンデンサを適当に大きくすれば避けられるのではないかと考えているが、今後の検討が必

要である。

以上をまとめると、イオン捕獲による問題が起きた場合の対策としては、クリアリング電極の設置、ダク

ト内を超高真空に保つこと、バンチギャップの導入などが考えられる。これらのうちで、前の 2つは光源用
ERLの建設コストへの影響が大きいため、その必要性についてコンパクト ERLを用いた精査が必要であ
る。バンチギャップについては、電子銃、バンチャー、レーザー系等について今後の検討が必要である。
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3.7 抵抗壁ウェーク場によるビームブレークアップ (RWBBU)

3.7.1 はじめに

エネルギー回収型リニアック (ERL:Energy Recovery Linac)をベースとする次世代放射光源では、線形
加速器としてはこれまでにない 100 mA級の大電流が要求される。このような大電流マルチバンチビーム
と加速空洞や真空チェンバーとの相互作用によって生じるウェーク場はバンチ結合型のビーム不安定性を生

じさせる可能性がある。特に真空チェンバーなどの抵抗壁ウェーク場によって生じるビームブレークアップ

(RWBBU: Resistive-Wall Beam Breakup)は、これまでほとんど研究されてこなかった。ここでは、ERL
への横方向抵抗壁ウェーク場の影響について述べる。

3.7.2 ウェーク関数とインピーダンス

有限な厚み d、半径 b、電気伝導率 σ、透磁率 µ0を持つ円形のビームパイプを真空チェンバーとし、横方向

抵抗壁ウェーク場の影響を評価する上で必要なインピーダンス (impedance)とウェーク関数 (wakefunction)
について考える。このパイプの電気双極子モーメントによる単位長さ当りの横方向インピーダンスの厳密

解は、次のようになる [1]。

Z⊥(ω) =
−i

πϵ0cb3
{
λ
(
1 + 2k2

λ2

)
α − bω2

2c2

} (3.65)

　α ≡ J2(λb)N1(λ(b + d)) − J1(λ(b + d))N2(λb)
J1(λb)N1(λ(b + d)) − J1(λ(b + d))N1(λb)

(3.66)

　λ =
i + sgn(ω)

δ

(
δ ≡

√
2

σµ0|ω|

)
(3.67)

ここで、c, ϵ0, ω, δは光速度、真空の誘電率、角周波数、表皮の厚み（skin depth）、J1, N1, J2, N2は１次

と２次のベッセル関数である。sgn(ω)は括弧内の記号の符号を表す。次のような条件

|λ|b ≫ 1, |λ|d ≫ 1, |λ| ≫ bω2

c2
(3.68)

を満足する周波数では、式 (3.65)は真空のインピーダンス Z0 を用いて、

Z⊥(ω) ∼=
Z0δ

2πb3
{sgn(ω) − i} (3.69)

と近似できる。これは、抵抗壁のインピーダンスとしてよく使われる式であるが、図 3.50に示すように条
件 (3.68)が満足されない領域では良い近似ではない。
一方、ウェーク関数はインピーダンスを用いて次のように表せる。

W⊥(z < 0) =
−i

2π

∫ ∞

−∞
Z⊥(ω)eiωz/cdω (3.70)

=
2
π

∫ ∞

0

Re[Z⊥(ω)] sin (ωz/c)dω (3.71)

ここで、z(< 0)はウェーク源（電子）を原点とする進行方向の位置を示し、t = |z|/cはその場所でのウェー

ク源通過後の経過時間になる。近似式 (3.69)に対応するウェーク関数 (単位長さ当たり)は経過時間 tの関

数として次のように書ける。

W⊥(t) = − 1
πb3t1/2

√
cZ0

πσ
(3.72)

この時、条件 (3.68)は経過時間 tで表す（周波数 f の逆数を時間 tに対応させる）と次のようになる。
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2π

c

√
b2

σZ0
≪ t ≪ 2πµ0σb2, t ≪ 2πµ0σd2 (3.73)

式 (3.73)によって与えられる経過時間の下限は、バンチ間の時間間隔 τB に比べて通常は非常に小さく、バ

ンチ結合型のビーム不安定性を考えている限り無視できる。一方、上限についてはウェーク場の影響を評価

する上で大きな時間的制限を与えることになる。例えば、図 3.50に示してある２つのビームパイプの例で
は、近似式が有効な時間範囲は次のようになる。

5.4 × 10−13 ≪ t[sec] ≪ 1.1 × 10−5 (SS pipe, b = 3 mm, d = 1 mm) (3.74)

7.6 × 10−13 ≪ t[sec] ≪ 1.1 × 10−2 (Al pipe, b = 25 mm, d = 6 mm) (3.75)

従って、ウェーク場の ERLビームへのより長時間にわたる影響を調べるためには、式 (3.65)からウェーク
関数を求めることが必要になる。それについては今後の課題であるが、図 3.50に示すインピーダンスの定
性的な比較から、厳密なウェーク関数は近似式 (3.72)に比べて時間とともにより速やかに減衰することが
期待される。以下では、近似式 (3.72)がほぼ成立する条件（時間範囲）で、ビームの運動方程式とシミュ
レーションを考えることとする。
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図 3.50: 有限の厚みを持つ円形ビームパイプの単位長さ当りの抵抗壁インピーダンス（実部）。黒破線は、
近似式 (3.69)を表す。

3.7.3 RWBBU方程式

ERLの真空チェンバー（円形パイプを仮定）に入射される最初（１番目）とM 番目のバンチ（M ≥ 2）
の基本的な運動方程式は次のようになる。

y′′
1 (s) + Ky(s)y1(s) = 0 (3.76)

y′′
M (s) + Ky(s)yM (s) =

M−1∑
N=1

a(s)√
M − N

yN (s) (M ≥ 2) (3.77)

a ≡ e2Ne

E

c

πb3
√

cτB

√
Z0

πσc
=

eIB

E

√
cτB

πb3

√
Z0

πσc
(3.78)
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ここで、yM , τB , Ky, Ne, E はM 番目のバンチの位置、バンチ間の時間間隔、ERLの収束発散力、バン
チ内の電子数、ビームエネルギーで、IB は eNe/τB によって定義される平均ビーム電流である。なお、全

てのバンチは同じ電子数を持ち、点状であるとした。また、ウェーク関数としては式 (3.72)を用いた。式
(3.76)および (3.77)から次式が導かれる [2, 3]。

ξ′′M (s) + Ky(s)ξM (s) =
M−1∑
N=1

a(s)√
M − N

yN (s)
y00

(M ≥ 2) (3.79)

ただし、

ξM (s) ≡ yM (s) − y1(s)
y00

(3.80)

ここで、ξM は M 番目のバンチと最初のバンチの位置の変化を入射位置のオフセット y00 で規格化した

もので、純粋にウェーク場によって生じた変位である。もし、ウェーク場による位置の変化が小さい場合

(ξM ≪ 1), 上の方程式は近似的に次のようになる。

ξ′′M (s) ≈
M−1∑
N=1

a(s)√
M − N

yN (s)
y00

(3.81)

≈ 2
√

Ma(s)
yN (s)
y00

(M ≫ 1) (3.82)

条件 y′
M (0) = y′

1(0), yM (0) = y1(0)(= y00), a(s) = a のもとでは、t ≈ MτB として次の関係が成立する。

ξM ∝ at1/2 (3.83)

∝ σ−1/2
c b−3IBE−1τ

1/2
B t1/2 (3.84)

上の関係から、抵抗壁ウェーク場による変位が小さい場合あるいは時間的に初期の段階では、横方向ウェー

ク場によるビーム位置の変位は、時間の 1/2乗に比例して増加することがわかる。また、その他のビーム
パラメータとの関係も (3.84)から予見される。
一方で、変位 yM が y00に比べて非常に大きい場合、M が極めて大きい極限での漸近的表現（asymptotic

expression）が方程式 (3.77)を用いて解析的に得られている [4]。近似が成立するためにパラメータへの制約
はあるが、外部収束力がなくバンチ列全てが位置オフセット y00で入射する場合の表現は次のようになる。

ξM (s) ∼=
yM (s)
y00

=
1

5
√

2π

(
tNF

t

)0.9
τB

tNF
exp

{(
t

tNF

)0.1
}

(3.85)

tNF ≡ τB

4π

(
4
5

)5 1
a2s4

(3.86)

式 (3.85)からわかるように、変位は時間が経つと指数関数的に増大することがわかる。これは、少なくて
もある条件下ではビームブレークアップが起こりうることを示すものである。

3.7.4 RWBBUシミュレーション

RWBBU方程式をあらゆる初期条件やパラメータ領域に対して解析的に解くことは困難である。そこで、
抵抗壁ウェーク場の影響をシミュレーション（トラッキング）するプログラムを開発し [2, 3]、このプログ
ラムを用いてシミュレーションを行った。

まず、口径の小さいステンレス製円形ビームパイプ (b=3 mm, σ=1.4 × 106 Ω−1m−1, L=56.44 m)に入
射位置オフセット y00 でマルチバンチビーム (E=60 MeV, IB=100 mA, fRF =1/τB=1.3 GHz)が入射し
た場合のシミュレーション結果を図 3.51に示す。パイプの長さは後述するようにコンパクト ERLに合わ
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せている。横軸は、パイプ出口でのバンチの変位を入射オフセット y00 で規格化したものである。図から

わかるように、パイプ出口でのビーム位置の変位は横方向ウェーク場によってわずか t=1.5 µs（M=2000,
t = MτB）後に y00の約 45倍に増大する。y00 ≥ 70 µmとすると、1.5 µs後には RWBBUによってパイプ
にビームがぶつかってしまうことになる。図 3.51に式 (3.85)で与えられる漸近的表現も比較のために示し
た。この場合、漸近的表現は良い近似となっていることがわかる。
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図 3.51: シミュレーションによるステンレス製パイプ出口でのビーム位置の時間変化（赤実線）と式 (3.85)
の漸近的表現（青破線）

次にコンパクト ERLに対するシミュレーションを考えた。図 3.52にコンパクト ERLのレイアウトを示
す。図に示すように、シミュレーションは超伝導空洞の出口から始めてリターンループを回ってから超伝

導空洞の入口で終了することとし、入口で垂直方向に y00 のオフセットを持って入射されるマルチバンチ

電子ビーム (E=60 MeV, IB=100 mA, fRF =1/τB=1.3 GHz) の垂直位置についてトラッキングを行った。
ビームは、その間にアルミニウム製の円形ビームパイプ (b=25 mm, σ = 3.5 × 107 Ω−1m−1, L=56.44 m)
によるウェーク場と 37台の四極電磁石の収束発散力を受ける（ただし、六極電磁石の効果は無視する）。

e-

図 3.52: コンパクト ERL配置図（赤線が今回のシミュレーション範囲）

図 3.53に全ての四極電磁石を OFFにした場合のウェーク場による出口でのバンチ位置の時間変化を示
す。バンチ位置の変化は時間の 1/2乗に比例して変化し、77 µs後（M=100000）に入射位置オフセット y00

の 3％まで増加した。この場合、ウェーク場による位置の変化はまだ小さく、関係式 (3.84)の時間依存性を
反映していることがわかる。図 3.54は、１番目のバンチの軌道（青線）とそこからのM 番目（M=10000,
M=100000で、t=7.7 µs、t=77 µsに対応）のバンチの軌道変化（赤破線、赤実線）を四極電磁石がOFF/ON
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の場合それぞれについて示している。四極電磁石が ONの場合、その収束作用によりビームはビームパイ
プ中心のまわりを振動し、ウェーク場の影響を受けにくくなっている。そのため、t=77 µsでの最大の軌道
変化は約 1％で、四極電磁石が OFFの場合に比べて 1/3に減少している。
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図 3.53: 四極電磁石が全て OFFの場合のウェーク場による出口でのバンチ位置の時間変化（赤実線）。こ
の場合、ウェーク場による変位は式 (3.84)の関係に従っていて、式 (3.85)の漸近的表現（青破線）は明ら
かに良い近似ではない。

図 3.55は、四極電磁石ONの場合で、出口でのウェーク場によるビーム位置変位の電気伝導度及び電流へ
の依存性を示している。シミュレーション結果は、ウェーク場によるビーム位置変位が電気伝導度の−1/2
乗及びビーム電流に比例していることを示している。また、どちらの場合も位置の変化は時間の 1/2乗で増
加している。これは、関係式 (3.84)を満足するものである。他のパラメータ依存性についてもシミュレー
ション結果と関係式 (3.84)が矛盾しないことが確かめられている。
図 3.56は、口径の小さな挿入光源用チェンバー（長さ LID=10 m, チェンバー半径 bID=10 mm, ステン

レス製）を挿入した場合のウェーク場の影響と挿入光源によるビーム収束力の効果を示している。挿入光

源の挿入場所は、図 3.52に示してあるように、リターンループ長直線部の中央とした。図 3.56(a)からわ
かるように、狭い口径のチェンバーによって、その下流でのビーム軌道が大きくずれることがわかる。一

方、図 3.56(b)では、挿入光源磁場による収束力（Ky = 1 m−2）を付加した場合で、収束力によって軌道

がチェンバー中心のまわりで振動が起き、ウェーク場による軌道の変位が小さくなっていることがわかる。

ただし、挿入光源の収束力はユーザー運転中は変化するので、常に効果的ではない。真空チェンバーに銅

メッキなどを施してウェーク場の影響を小さくすることが、恒常的な対策の１つとして考えられる [5, 6]。

3.7.5 今後の課題

今回のシミュレーション等に用いた式 (3.72)で表現されるウェーク関数は、条件 (3.73)が満たされる時
間範囲でしか有効ではない。このために、さらに長い時間に渡り正確にビームへの影響を追跡するには、式

(3.65)で表されるインピーダンスからウェーク関数を計算して、その結果をシミュレーション等に反映させ
る必要がある。ウェーク関数については現在計算を行っていて、近いうちにいくつかの場合について結果を

報告できるであろう。
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図 3.54: 四極電磁石が (a) OFFと (b) ONの場合のビームの初期軌道（青実線）とウェーク場による軌道
変化（赤破線：M = 10000, 赤実線：M = 100000）
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図 3.55: 四極電磁石 ONでの抵抗壁ウェーク場によるビーム位置変位の (a)ビームパイプ電気伝導度及び
(b)ビーム電流の依存性。(a)ではパイプ材質がアルミニウム（Al）とステンレス（SS）場合、(b)ではビー
ム電流が 100 mAと 10 mAの場合について、パイプ出口でのそれぞれのビーム位置の時間変化とその比を
示している。
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図 3.56: 挿入光源用真空チェンバー（ステンレス製, bID=10 mm, LID=10 m)が挿入された場合で、(a)ギャッ
プ全開で収束作用がない場合（Ky = 0 m−2）と (b)ギャップが閉じられて収束作用がある場合（Ky = 1 m−2）

のビームの初期軌道（青実線）とウェーク場による軌道変化（赤破線：M = 10000, 赤実線：M = 100000）
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3.8 残留ガスとの散乱によるビームロス

3.8.1 はじめに

ビーム内の電子が残留ガスと種々の散乱を行い、散乱による角度や運動量の変化がそれぞれのアクセプ

タンス（許容値）を越えることでビームロスになる。ERLでは蓄積リングと異なり、残留ガスとの散乱に
よるビーム寿命を考える必要はないが、生じるビームロスは放射線安全や放射線遮蔽の観点から評価して

おく必要があり、真空システムへの仕様にも直結するものである。ビームロスの原因としては、この他に

入射部でのハロー形成に起因するものやビーム内のクーロン散乱（Touschek効果）によるものも存在する
が、ここでは残留ガスとの散乱によるビームロスのみを考える。

3.8.2 ビームロスの断面積

ビーム内の電子と残留ガスとの散乱の種類としては、残留ガス原子の原子核とのクーロン散乱であるラ

ザフォード (Rutherford)散乱、残留ガス原子内の電子とのクーロン散乱であるメラー (Möller)散乱、制動
輻射 (Bremsstrahlung)の３つがある。軌道上のある点 sで原子番号 Zi の原子とのラザフォード散乱、メ

ラー散乱、制動輻射によってビームロスを引き起こす散乱断面積は、角度と運動量のアクセプタンスをそれ

ぞれ θc, (∆p/p)c として各々次のように表せる [1]。

σR(Zi, s) =
4πZi

2re
2

γ2θc(s)
2 (3.87)

σM (Zi, s) = max

{
4πZire

2

γ2θc(s)
2 ,

2πZire
2

γ(∆p/p(s))c

}
(3.88)

σB(Zi, s) = 4αZi(Zi + 1)re
2

{
−4

3
ln (∆p/p(s)) − 5

6

}
ln

(
183Zi

−1/3
)

(3.89)

ここで、γ, re, αは、ローレンツ因子、古典電子半径、微細構造定数である。

3.8.3 アクセプタンス

電子が残留ガスとの散乱によって角度の変化を起こすと、大振幅のベータトロン振動が励起されて真空

チェンバーに衝突してビームロスになる。真空チェンバーのアパーチャとベータトロン振動で決まる角度ア

クセプタンスは散乱場所 sの関数として次のようになる。

1
θc(s)2

= max
s<s̄

{
βx(s)βx(s̄)

2a2
xs̄

+
βy(s)βy(s̄)

2a2
y s̄

}
(3.90)

ここで、ax ,ay は水平及び垂直方向のアパーチャで、楕円形の真空チェンバーを仮定した。s̄は散乱後の場

所で、上式の右辺はその中で {　 }内の量の最大値を意味する。ERLではリングと異なりビームは何周も
回らないので、角度のアクセプタンスは一般にベータトロン振動の位相差にも依存するが、オプティクスの

変更・調整のマージンや誤差の可能性も考慮してアクセプタンスの最小（下限）を考えることとした。すな

わち、ベータトロン振動の変位として振幅を用いた。また、六極電磁石などによる非線形磁場の効果を無視

した。

一方、運動量アクセプタンスは次のようになる。

∆p/p(s) = min
s<s̄

{
ax(s̄)

|ηx(s̄)| + h(s̄, s)

}
(3.91)

ここで、h(s̄, s)は分散のある場所 sで運動量変化をもたらす散乱によって生じるベータトロン振動の場所

s̄での振幅で、
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h(s̄, s) =

√
βx(s̄)

ηx(s)2 + (αx(s)ηx(s) + βx(s)ηx′(s))2

βx(s)
(3.92)

とおくことができる。ここでも、角度のアクセプタンスと同様に、ベータトロン振動の位相差の効果と非線

形磁場の効果を無視した。

3.8.4 ビームロス

ERL内で残留気体との種々の散乱によって生じるビームロスの割合 ∆Nloss/N（損失粒子数 ∆Nloss を

全電子数N で割ったもの）は、残留ガスの密度を nG、考えている ERLのビームパイプ（長さ L）に沿っ

て積分し、原子の種類での総和をとって次のようになる。

∆Nloss

N
=

∑
i

[∫
L

nG(Zi, s) {σR(Zi, s) + σM (Zi, s) + σB(Zi, s)} ds

]
(3.93)

ここでは、対象範囲を図 3.57に示すようにコンパクト ERLの超伝導空洞の出口からリターンループを周
回した後の空洞入口までとした。残留ガスの密度 nG は、真空度 P と温度 T と次のような関係にある。

nG(Zi, s)[m−3] = 9.65 × 1024 P (Zi, s)[Torr]
T (Zi, s)[K]

(3.94)

図 3.58は、計算されたビームロス断面積（ビーム軌道平均）のビームエネルギー依存性を示す。なお、
真空チェンバーは全ての場所で半径 25 mmの丸管とし、ax=ay=25 mmである。図から明らかなように、
対象としているエネルギー範囲内（60-200 MeV）では、ラザフォード散乱が支配的であるために、全ビー
ムロス断面積はほぼビームエネルギーの 2乗に反比例して変化する。従って、ビームエネルギーが低いと
ビームロスは大きくなる。これをビームオプティクスとの関係で示すと、図 3.59のようになる。この図で、
上段はビームロスを引き起こす各散乱の断面積分布、中段は各場所でビームロスが生じる比率（全ロスを 1
とした）、下段は ERLの光学パラメータ（ベータトロン関数と分散関数）を示す。ビームロスを引き起こ
す散乱の断面積分布及びビームロスが頻繁に起こる場所は、主に垂直方向のベータトロン関数と大きな相

関を持つことがわかる。これは、ビームロスが主に垂直方向のベータトロン振動によって生じていることを

示すものである。

e-

図 3.57: コンパクト ERL配置図（赤線が今回のビームロス計算の範囲）

図 3.60及び図 3.61は、ビームエネルギー E=60 MeVと E=200 MeVでのビームロスの割合を真空チェ
ンバーのアパーチャと真空度を関数として示している。ここで、真空度は ERL内では一定とし、残留ガス
の温度は T=300 Kとして計算した。図からわかるように、水平よりも垂直アパーチャにより敏感である。
これは、ビームロスの断面積の分布等からも示されたように、垂直方向のベータトロン振動がビームロス

の原因として支配的であるためである。一方、ビームロスは残留ガスの圧力 P に比例して増加する。放射

線安全の観点から、E=200 MeV, IB=100 mAでの運転では、ビームロスの割合は ∆Nloss/N ≤ 10−7 で

あることが望ましい [2]。その場合、必要とされる真空度は、およそ P ≤ 10−7 Torrになる。E=60 MeV,
IB=100 mAでは、ビームロスは 1桁大きくなるために、必要とされる真空度は P ≤ 10−8 Torrになる。
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図 3.58: ビームロス断面積とビームエネルギーとの関係（E=60 MeV）
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図 3.60: E=60 MeVにおけるビームロスと真空度及びアパーチャとの関係
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図 3.61: E=200 MeVにおけるビームロスと真空度及びアパーチャとの関係
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第4章 コンパクトERLの建設

4.1 建物、設備、放射線管理

4.1.1 概要

コンパクト ERLの建設場所として、運転を終了した 12 GeV-PS (陽子シンクロトロン）の東カウンター
ホールを想定する。この場所は素粒子実験用の巨大な電磁石が往き来をしていた場所であり、かつ高いコン

クリート壁が設置されていた場所である。床面の耐加重は 20 t/m2 あり、加速器本体の設置あるいはその

周辺のシールド壁の建設に問題ない。受電設備、冷却水設備があるが多くは老朽化しており、それらの設

置場所は確保できるものの設備の多くは更新を要する。本ホールの周辺には、多くの小部屋があり、コン

トロール室、加速器コンポーネントの開発や準備のための部屋、あるいは試料調整のための部屋として利

用できる可能性がある。このホールの最大の問題は全体としての空調設備が無いことである。加速器本体、

実験エリアを覆い空調を行う必要がある。東カウンターホール内でのコンパクト ERL配置の概念図を示す
（図 4.1）。

図 4.1: 東カウンターホールにおけるコンパクト ERL配置の概念図

4.1.2 放射線遮蔽

ERL装置の放射線遮蔽の設計には、電子ビームエネルギー、電子ビーム損失の量と損失が起こる場所の
情報が必要である。ERLにおけるビーム損失発生のメカニズムの解明とビーム損失低減の方法は、それ自
身がコンパクト ERLにおける研究課題であり、事前にビーム損失の大きさを見積もることは難しい。また、
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コンパクト ERLの運転に先立つコミッショニングやその後の様々なビームスタディでは、ある程度のビー
ム損失を許容する必要もある。ここでは、電子ビーム軌道中のある点で 10 µA のビーム損失を仮定し、こ
の時に必要となる放射線遮蔽を検討する。ちなみに、JLABの ERL-FELでは、115 MeV、8 mAの ERL
装置の運転において、周回軌道中のビーム損失が起こる場所で 100 nA 以下、放射線による磁石の劣化を
避けなければならないウィグラー位置で 10 nA 以下のビーム損失を実現している [1]。
電子ビームエネルギーを 60 MeVとした時、ビーム損失 1 Wあたりの線量率を求めたのが表 4.1である。

ここでは、ビーム損失発生地点から遮蔽体までの距離を 1 m、ビーム軌道と同一の水平面上における遮蔽体
外部の表面線量率を示している。10 µA のビーム損失は 600 W に相当するので、表面線量率を 20 µSv/h
とするためには、コンクリート 100 cm＋鉄 50 cm の遮蔽が必要となる。
スカイシャインの寄与は、天井における 1 µSv/h が敷地境界において 2.2 µSv/y となるので、法規制値

（50 µSv/y）の 20%の線量に抑えるためには、線源頂（天井における線量率）は 4.5 µSv/h 以下とする必
要がある。

表 4.1: 電子ビームエネルギー 60 MeV、ビーム損失 1 W あたりの遮蔽体外側の表面線量率（損失地点から

遮蔽体まで 1m）
コンクリート

厚さ (cm)
鉄厚さ (cm) 損失 1 W あたりの

線量率 (µSV/h/W)
γ 線, X線の割合

100 0 32 95%
200 0 0.06 99%
300 0 1.4 × 10−4 100%
100 25 0.20 75%
100 50 8.9 × 10−4 36%
100 100 7.2 × 10−6 96%
50 25 3.9 50%

コンパクト ERLでは、電磁石の冷却用などのため電子ビーム軌道に近接した位置で使用される冷却水の
放射化を検討しておく必要がある。表 4.2に冷却水の放射化を評価した結果を示す。ここでは、60 MeV電
子ビームの単位損失量 (1 kW)あたりの生成放射能、10 µA のビーム損失で継続的に運転した時の冷却水
中飽和放射能濃度、法規制値である排水中濃度限度を示している。なお、ビーム損失のうち冷却水への付

与率 1%、冷却水量 3.0× 105 cm3を仮定した。東カウンターホールにおけるコンパクト ERLの建設では、
冷却水は閉ループとする方針であり、外部環境への放射能放出の問題はない。ただし、冷却水ループの経路

付近に作業のため立ち入る可能性を考えれば、管路の遮蔽を考慮すべきであろう。

表 4.2: 冷却水放射能の評価：60 MeV電子ビームの単位損失量 (1 kW) あたりの生成放射能、10 µA のビー
ム損失で継続的に運転した時の冷却水中飽和放射能濃度、排水中濃度限度

生 成 核 種

(半減期)
生 成 放 射 能

(GBq/kW)
排水濃度限度 A
(Bq/cm3)

飽和放射濃度 B
(Bq/cm3)

濃度比 B/A

H-3 (12y) 7.4 60 1.48 × 102 2.5
Be-7 (53d) 1.48 300 2.96 × 101 0.10
C-11 (20.4m) 14.8 300 2.96 × 102 1.0
N-13 (9.97m) 3.70 5 7.4 × 101 15
O-15 (2.04m) 330 5 6.60 × 103 1.3 × 103

同様に空気中の放射能濃度を評価した結果を表 4.3に示す。加速器装置室のサイズは 10 m×38 m×5 m =
1.9 × 109 cm3 と仮定した。10 µA の大きなビーム損失で長時間の運転を行った場合は、N-13の飽和濃度
が法令限度を超えるので、減衰に必要な時間をおいた後に入室可能とするなどの対策を検討する。加速器

装置の換気（排気）については、1/10の希釈を行うこととする。
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表 4.3: 加速器装置室内の空気中放射能の評価：60 MeV電子ビームの単位損失量 (1 kW) あたりの生成放
射能、10 µA のビーム損失で継続的に運転した時の空気中飽和放射能濃度、排気中濃度限度
生 成 核 種

(半減期)
生成放射能

(GBq/kW)
空気中濃

度限度 A
(Bq/cm3)

加速器装置

室内飽和放

射濃度 B
(Bq/cm3)

濃 度 比

B/A
排 気 中 濃

度限度 C
(Bq/cm3)

濃 度 比

B/C

H-3 (12y) 5.0 × 106 0.8 3.2 × 10−3 4.0×10−3 5.3 × 10−3 0.63
Be-7 (53d) 1.0 × 106 0.5 6.3 × 10−4 1.3×10−3 2.0 × 10−3 0.36
C-11 (20.4m) 1.0 × 107 0.2 6.3 × 10−3 3.2×10−2 7.0 × 10−4 9.0
N-13 (9.97m) 5.2 × 108 0.2 0.33 1.6 7.0 × 10−4 4.7 × 102

O-15 (2.04m) 5.6 × 107 0.2 3.5 × 10−2 0.18 7.0 × 10−4 51
Cl-39 (56m) 1.5 × 106 0.3 9.5 × 10−4 3.2×10−3 3.0 × 10−3 0.32
Ar-41 (1.8h) – 0.1 9.8 × 10−3 9.8×10−2 5.0 × 10−4 20

図 4.1のレイアウトでは、10 µA のビーム損失がビーム軌道の全ての位置で起こりうることを想定し、
1 mのコンクリート＋ 0.5 mの鉄で ERL装置全体を遮蔽した場合の図である。実際の設計では、ビーム損
失の起こりうる位置を特定した上で、表 4.1のデータにしたがって、適切な遮蔽を設けることとしたい。
ビームダンプ部の遮蔽は 1 mのコンクリート＋ 1 mの鉄＋ 0.2 mの鉛を想定している。電子は減速後に

捨てられるので、電子エネルギーが中性子発生の閾値（Cuで 9.9 MeV）を超えなければ中性子の発生は考
慮しなくてもよい。ただし、コンパクト ERLのコミッショニングにおいては、加速した電子を周回させず
にダンプへ導く運転もありうる。この場合は、エネルギー回収が行われないので、必然的に微小電流の運

転となる。この運転モードのビーム電流を 10 µAとすれば表 4.1にしたがって、1 mコンクリート+50 cm
鉄で遮蔽可能である。

放射線管理システムとしては、出入監視装置、放射線監視装置が必要であるが、既存装置の転用可能性を

含めて、今後の検討課題としたい。管理区域の設定範囲、排気および排水設備、ビームダンプの除熱方式、

インターロックの方式などは、コンパクト ERLの工学設計（詳細設計）の進捗にあわせて検討を行う予定
である。

4.1.3 ERLの緊急停止とビーム滅失

ERLの運転において、超伝導空洞がトリップするなどの異常が発生した場合には、ERLを緊急に運転停
止する必要がある。このような緊急停止時のビーム滅失（アボート）についても放射線管理の観点から十分

な考察が必要である。

緊急停止が要求される事象には様々なイベントツリーがありうるが、人的被害（被曝）と物的被害を防

ぐための最も敏感な検知システムは、ビーム損失に伴う放射線の異常発生をトリガーとするインターロッ

クであろう。微小なビーム損失（例えば、電流値の 10−4の変動）を電流モニタで測定するのは不可能であ

るが、ビーム損失に伴う放射線の異常発生は光電子増倍管（フォトマル）などを利用して敏感に検知でき

る。JLABの ERL-FELでは、フォトマルを使ったビームロスモニタを使用しており、トリップレベルを
1µA のビーム損失に設定している [2]。DESYの FLASHでは、フォトマルのビームロスモニタと電流モニ
タ（入射電流、加速電流、ダンプ電流の差分を取る）を併用している [3]。コンパクト ERLにおいても同様
の方式が利用できるであろう。

ビームの緊急停止のうち、最も高速に動作可能な手段は、電子銃ドライブレーザの EO シャッター (電気
光学素子）で 0.1 µsec 以下の応答速度をもつ。これに他の複数の手段、例えば、msec で動作する機械式
のレーザシャッター、空洞に供給する RFの遮断などを組み合わせれば確実にビームを停止できる。DESY
FLASH のビーム停止システムは 4 µsec の応答速度が実測されているが、これは、主にケーブル長で制限
されている。
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ビーム停止のトリガーが加速空洞のトリップであった場合は加速電子のエネルギーが変化し、運動量分

散のある位置でビーム損失となる。それ以外の原因による停止（通常の停止を含む）では、ビームの入射

停止後に周回軌道に残された電子バンチ列の挙動が問題となるが、主加速器のビームローディングの変化

（エネルギー回収条件の崩れ）が電子ビームのエネルギー変化となり、運動量分散のある位置で失われるで

あろう。いずれの場合も、主なビーム損失は、入射合流部、主加速器後の最初の偏向磁石の位置で起こると

考えられる。これらの位置ではこのようなビーム損失に備えた遮蔽を考慮しておかなければならない。

4.1.4 電気設備

コンパクト ERLに最終目標である性能を発揮させようとするときの想定される必要電力は、表 4.4の通
りである。電力の大部分は、冷凍設備を含む高周波加速系で消費される。特に入射部の加速エネルギーを

5 MeV、ビーム電流を 100 mAとすると必要高周波電力は 0.5 MWとなるが、必要電力は増幅器の効率に
依存する。ビーム試験開始時の必要電力は、同表の値よりかなり少ないものと思われるが、受電能力として

はこの程度を想定しておく。ここで、表 4.4の中の ♯は、現有の冷凍機のみを用いた場合の消費電力を示し

ている。最終目標のためには現有冷凍機と同規模のものがもう一台必要となると思われる。

表 4.4: コンパクト ERLの運転に必要電力

台数 必要電力（ＭＷ）

電磁石系 0.2
高周波系　　　　　　　　　　

　　入射部　 0.7 ∼ 1
　主加速部 0.5
電子銃 0.1
冷凍機 0.4 ♯

実験／一般電力 0.05
空調設備　 *
計 1.95 ∼ 2.25 + *

この様に、2 ∼ 2.5 MWの受電能力が必要であるが、東カウンターホールの現有の受電能力は十分であ
る。この電力は最終的には冷却水に吸収される。冷却水の温度上昇を 30◦C許すとすれば、1000 L/min ∼
1300 L/min の冷却水量が必要となる。30◦Cの温度上昇が許されない場合は、専用の冷却設備を用意する
必要がある。既設の冷却水設備は極めて古く改修の必要がある。

4.1.5 空調設備

加速器本体のシールド壁内部および、実験エリアの温度を 25±0.5◦Cで制御するものとする。ただし、現
時点ではこの程度の室温安定度で周回ビームの安定度が満足できるか否かは不明である。さらに高度の温

度安定度が必要かもしれない。加速器本体のシールド内部と実験エリアを断熱壁で覆い、その中の温度を

制御する。加速器本体は、シールド壁を断熱壁として利用する可能性もある。両者の想定される熱負荷を表

4.5に示す。ここで単位面積当たりの発熱を、加速器本体収容部で 400 W/m2、実験エリアで 100 W/m2を

仮定した。

放射線遮蔽の節で述べたように、加速器収容部は 1/10の希釈をしながら排気し、隣接エリアより負圧と
なるよう維持する。加速器本体シールド壁内部および、実験エリア以外は空調をされない。夏季の温度は

40◦C程度に上昇する。電磁石電源等の多くの機器は空調の行われていない場所に設置されることとなる。
この条件で、所定の安定度が満足されることが必要である。
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表 4.5: 空調機の熱負荷

　　　 床面積 熱負荷

加速器本体シールド壁内　 約 400 m2 160 kW
　　　　実験エリア　　　 150 m2 15 kW

4.1.6 クレーン設備

東カウンターホールのクレーン設備は、主巻 25トン、補巻 5トンの仕様である。加速器を覆う断熱天井
及びシールドの天井を外し、機器の搬入据え付けを行う。加速器本体専用のクレーンは設置しない。小型

のコンポーネントは専用クレーンが無くても搬入、設置が行える構造とする。同様実験エリアも専用のク

レーンは設置しない。
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4.2 年次計画

コンパクトERLの建設に向けたスケジュールを、開発要素ごとにまとめた一覧を示す。ただし、本レポー
トの執筆段階では、建設に必要な費用をすべて確保できているわけではなく、建設のスケジュールは諸事情

により前後する可能性がある。
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第5章 光源としてのコンパクトERL

5.1 レーザコンプトン散乱によるX線発生

5.1.1 コンパクトERLにおけるレーザコンプトンX線の発生と利用

コンパクト ERLは将来の ERL型放射光源で必要な加速器技術の実証を目的としているが、これと同時
に、コンパクト ERLそのものが発生する光をユーザ利用実験に供することも検討している。
レーザーと電子の衝突散乱でX線を発生する方式（レーザコンプトン散乱）を用いれば、コンパクトERL

の電子ビームを使って 10-50 keV領域の硬 X線の発生が可能である。このとき、X線のパルス長はフェム
ト秒まで短くできるので、ポンププローブ法による超高速現象の観察実験に極めて有用な光源となる。ま

た、ERLの特長である大きな平均電流を生かした高フラックスのX線発生を行えば、イメージングなどへ
の利用も可能である。コンパクト ERLにおけるレーザコンプトンX線の発生と利用は、放射光ユーザを含
めた幅広い議論が始まっている [1]。
本章では、レーザコンプトン X線発生の原理を紹介し、コンパクト ERLにおける X線発生装置の構成

とその性能の見積もりを述べる。

5.1.2 レーザコンプトン散乱の原理

物質に X線を照射したとき、入射 X線よりも波長の長い X線が散乱して出てくる現象がコンプトン散
乱である（図 5.1）。コンプトン散乱は、X線（光子）と電子の非弾性散乱の一種である。入射 X線の波長
λi、散乱 X線の波長 λs は散乱角度 θ2 の関数として、

λs − λi =
h

mc
(1 − cos θ2) (5.1)

として表される。これを X線エネルギーの式に直すと、

ϵs =
ϵi

(1 − cos θ2)(ϵi/mc2) + 1
(5.2)

となる。ϵs = ~ωs、ϵi = ~ωi は散乱 X線、入射 X線のエネルギーである。

図 5.1: コンプトン散乱の原理。入射X線よりも波長の長いX線が散乱される。電子の反兆は省略してある。

相対論的運動をしている高エネルギー電子と光子が衝突する現象も、コンプトン散乱の原理で記述する

ことができる（図 5.2）。相対論効果（ローレンツ収縮）を考慮に入れると、散乱光子のエネルギー ϵs と入

射光子のエネルギー ϵi は

ϵs =
ϵi(1 − β cos θ1)

(1 − cos θ2)(ϵi/Ee) + 1 − β cos θ
(5.3)
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と求められる。β は光速で規格化した電子速度、Ee は電子エネルギーである。

図 5.2: レーザコンプトン散乱（逆コンプトン散乱）の原理。入射X線よりも波長の短いX線が散乱される。

電子が相対論的（γ ≫ 1、β ≃ 1）であり、光子と電子が正面衝突をする場合（θ1 ≃ θ2 ≃ π）、後方に散

乱される光子（θ ≪ 1）のエネルギーは、

ϵs =
4γ2ϵi

1 + (γθ)2 + 4γϵi/mc2
(5.4)

となり、入射光子に比べて 4γ2 倍だけ大きなエネルギーを持った散乱光子が得られることがわかる。静止し

た電子による散乱と反対に、散乱により光子エネルギーが大きくなることから、このような散乱現象を「逆

コンプトン散乱（inverse Compton scattering）」と呼ぶ。特に、レーザを入射して得られる散乱を「レー
ザコンプトン散乱」と呼ぶ。また、入射光子のエネルギーが電子の静止エネルギーに比べて十分に小さいと

き (ϵi/mc2 ≪ 1)の散乱現象をトムソン散乱と呼んでコンプトン散乱と区別する場合があるが、ここでは、
コンプトン散乱の語で統一することにする。

X線エネルギー

(a)入射レーザと電子が正面衝突する場合、(b)入射レーザと電子が 90度で衝突する場合の二通りの体系
について、電子の進行方向に散乱される光子を考える（図 5.3）。

図 5.3: 二通りのレーザコンプトン散乱。(a)正面衝突、(b)90度衝突

正面衝突における散乱光子エネルギーは式 (5.4）で表される。90度衝突の場合は、式 (5.3)に θ1 = θ2 = π/2
を代入し、γ ≫ 1 の条件を使うと、

ϵs =
2γ2ϵi

1 + (γθ)2 + 2γϵi/mc2
(5.5)

となる。正面衝突に比べると、散乱光子のエネルギーは半分になることがわかる。
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入射レーザ波長を 800 nm（チタンサファイアレーザ）、散乱角 θ = 0 とした場合について、二通りの衝
突体系で得られる散乱光子のエネルギーをプロットすると図 5.4のようになる。90度衝突の場合、電子エ
ネルギーが 30-60 MeVの範囲で 10-40 keVの硬 X線が得られることがわかる。
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図 5.4: チタンサファイアレーザ（波長 800 nm）を用いた時、二通りの衝突角度について、電子の進行方
向に散乱される光子のエネルギーを電子エネルギーの関数としてプロットしたもの。

式 (5.4)、(5.5)から読み取れるように、散乱 X線のエネルギーは散乱角度 θ の関数である。電子エネル

ギー 40 MeV、入射レーザ波長 800 nmの時、正面衝突、90度衝突、それぞれの体系における散乱 X線の
エネルギーを散乱角度の関数としてプロットしたのが図 5.5である。
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図 5.5: 二通りの衝突角度について、散乱光子のエネルギーを散乱角度の関数としてプロットしたもの。電
子エネルギー 40 MeV、入射レーザ波長 800 nm とした。

X線の発生量

レーザコンプトン X線の発生量（衝突当たり光子数）は、次式で計算できる。

Fc =
NpNeσc

A
(5.6)
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Np はレーザパルスに含まれる光子数、Ne は電子バンチに含まれる電子数、σc はコンプトン散乱断面積、

Aは衝突点におけるビームの横方向の実効的な面積である。σcを散乱光子エネルギー ϵs の関数である微分

断面積として表すと、

σc(ϵs) = 4πr2
0

ϵs

ϵmax

[
1 − 2

(
ϵs

ϵmax

)
+ 2

(
ϵs

ϵmax

)2
]

∆ϵ

ϵs
(5.7)

となる。r0は電子の古典半径、ϵmaxは散乱光子の最大エネルギーである。この式を積分して得られる全断

面積は

σc =
8π

3
r2
0 (5.8)

である。

ビーム発散の特徴的な長さ（レーザのレーリー長、電子のベータトロン関数）に比べて、レーザパルス、

電子バンチが十分に短いとし、衝突点におけるレーザパルス、電子バンチの横方向サイズが等しいとする

と、正面衝突の場合には、

A =
πw2

2
=

λZR

2
(5.9)

と近似できる。ただし、w はレーザ強度の断面分布 P (r) = P0 exp(−2r2/w2) で決まるウェストサイズで、
レーリー長と λZR = πw2 の関係で結ばれる。ちなみに、電子ビームのRMSサイズは、規格化エミッタン
ス εn とベータトロン関数 β∗ で決まり σe =

√
εnβ∗/γ であり、σe = w/2 のとき、電子とレーザの横方向

サイズが等しくなる。

90度衝突の構成では、電子とレーザが交差する時間内における両者の重なりを考慮した補正が必要であ
る。レーザパルス強度の横方向サイズ (RMS)を σw = w/2、長さ (RMS)を σL、電子バンチの横方向サイ

ズ (RMS)を σe、長さ (RMS)を σz とすると、衝突あたりの発生光子数は、

Fc =
NpNeσc

2πσ2
w

σw

√
σ2

w + σ2
L√

(σ2
e + σ2

w)(σ2
z + σ2

e + σ2
w + σ2

L)
(5.10)

と与えられる [2]。

X線パルス長

正面衝突の場合、散乱 X線のパルス長は電子バンチの長さと同じになる。90度衝突の場合には、レーザ
と電子の交差における重なり時間が散乱 X線のパルス長を決めるので、レーザパルス、電子バンチのサイ
ズの関数として散乱 X線のパルス長が与えられる [2]。

σT =
σz

√
σ2

e + σ2
w + σ2

L

c
√

σ2
z + σ2

e + σ2
w + σ2

L

(5.11)

X線エネルギー広がり

レーザーコンプトン X線のエネルギーは散乱角度と相関があるので、X線発生位置の下流にコリメータ
を挿入して散乱角度を制限すれば、エネルギーの揃った準単色のX線が得られる。実際に得られるX線は、
レーザ光子と電子が持っているエネルギー広がりと発散角度のために、コリメータサイズで決まるエネル

ギー幅よりも大きなエネルギー広がりを持つことになる。

式（5.3）から明らかなように、散乱光子のエネルギー広がりはレーザ光子のエネルギー広がりに比例する。

∆ϵs

ϵs
=

∆ϵi

ϵi
(5.12)

レーザパルス長と周波数広がりの積がフーリエ限界である時、Gaussian パルスでは∆t∆ω = 0.411 の関係
が成り立つ（パルス長と周波数広がりは FWHM）。50 fs（rms）のチタンサファイアレーザでは光子のエ
ネルギー広がり（rms）は約 1%である。
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電子エネルギーの広がりについては、
∆ϵs

ϵs
=

2∆γ

γ
(5.13)

レーザと電子の発散による寄与は、それぞれ、

∆ϵs

ϵs
= σ′

L cot(θ1/2) (5.14)

∆ϵs

ϵs
=

1
2
(γσ′

e)
2 (5.15)

である。σ′
L、σ′

e は衝突点におけるレーザと電子の発散角、θ1 は衝突角である。

5.1.3 コンパクトERLにおけるレーザコンプトンX線装置の構成

コンパクト ERLにおけるレーザコンプトン X線の発生は、その目的に応じて、二通りの方式がありう
る。ひとつは、ピコ秒、フェムト秒 X線を使った超高速時分割実験を目的として、比較的低い繰り返しで
パルス当たりの X線光子数を大きくする方式である（ultrafast モード）。他方は、イメージングを目的と
して平均フラックスを大きくする方式であり、ERLの大電流特性を生かして高い繰り返しでレーザコンプ
トン散乱を行うものである（high-fluxモード）。

ultrafast モード

ultrafast モードに用いるレーザ装置は、パルス当たりのエネルギーが大きいものが望ましい。また、ポ
ンププローブのような時分割実験における信号のパイルアップを防ぐためには、レーザパルスの間隔は測定

対称の緩和時間よりも長くなければならない。チタンサファイアレーザで、パルス当たり 10 mJ、繰り返
し 1 kHz といった仕様の装置がこの目的に合致する。ERLを安定に動作させるには、ある程度高い繰り返
しで電子バンチを加速する必要があり、130 MHz～1.3 GHzの運転が現実的な運転であるが、この場合で
も、レーザコンプトン X線の繰り返しは、衝突周波数（レーザ繰り返し）で決まるのでX線利用の障害に
はならない。ultrafast モードのレーザコンプトン X線発生装置のレイアウト例を図 5.6に示す。ultrafast
モードの運転パラメータと発生 X線のフラックスを計算した結果を表 5.1に示す。

図 5.6: ultrafastモードのレーザコンプトン X線発生装置のレイアウト例（90度衝突の体系）
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表 5.1: ultrafast モードのレーザコンプトン X線の運転パラメータと解析式による X線フラックスの見積
もり

レーザ光 電子ビーム

波長: λ = 800 nm エネルギー: E = 60 MeV
パワー: Ep = 10 mJ/pulse 電荷: q = 0.1 nC
繰り返し: f = 1 kHz

パルス長 (rms): σL = 15 µm (50 fs) バンチ長 (rms): σz = 300 µm (1 ps)
サイズ (rms): σw = 20 µm サイズ (rms): σe = 20 µm

エミッタンス: εn = 1 mm-mrad

正面衝突 90度衝突

パルス当たりレーザ光子数 Np (photons/pulse) 4.0 × 1016 4.0 × 1016

バンチあたり電子数 Nb (electrons/bunch) 6.2 × 108 6.2 × 108

パルスあたり X線光子数 Fc (ph./collision · 100% bw) 6.7 × 105 3.9 × 104

パルスあたり X線光子数 Fc (ph./collision · 3% bw) 6.0 × 104 3.5 × 103

X線平均フラックス F = fFc (ph./s · 100% bw) 6.7 × 108 3.9 × 107

X線平均フラックス F = fFc (ph./s · 3% bw) 6.0 × 107 3.5 × 106

X線ピークフラックス Fpeak (ph./s · 3% bw) 2.4 × 1016 1.3 × 1016

X線パルス長 (rms) σT 1 ps 110 fs

レーザ光子、電子ビームのエネルギー広がり、角度発散を含めた解析を行うために、CAIN[3]を用いたモ
ンテカルロ計算を行った。表 5.1の装置パラメータに加えて、電子のエネルギー広がりを 0.1% (rms) と
した。衝突角度は 90度である。また、エネルギーを切り出すために衝突点下流にコリメータを設置した
場合についても計算した（立体角は 3 mrad、0.6 mrad の 2通り）。計算で得られた X線スペクトルを図
5.7、5.8、5.9に示す。全エネルギーを積分したX線フラックスは、解析式を用いた見積もりにほぼ一致し、
3.5 × 107/sec となった。

図 5.7: ultrafastモード（90度衝突）の CAINによるX線スペクトル計算結果。全エネルギーを積分したフ
ラックスは 3.5 × 107/sec である。
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図 5.8: ultrafastモード（90度衝突）の CAINによるX線スペクトル計算結果。衝突点下流にコリメータを
挿入して X線を単色化した場合。コリメータ立体角 3 mrad (散乱角 θ < 1.5 mrad)。コリメータ下流のフ
ラックスは 2.6 × 106/sec である。

図 5.9: ultrafastモード（90度衝突）の CAINによるX線スペクトル計算結果。衝突点下流にコリメータを
挿入して X線を単色化した場合。コリメータ立体角 0.6 mrad (散乱角 θ < 0.3 mrad)。コリメータ下流の
フラックスは 1.3 × 105/sec である。
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図 5.10: ultrafastモード（90度衝突）の CAINによるX線パルス波形の計算結果。コリメータ立体角 3 mrad。

式 (5.5)に従えば、コリメータ立体角＝ 3 mrad （散乱角 θ < 1.5 mrad）の条件でエネルギー幅 3%の X
線が得られ、解析式によると 2.8 × 106/sec のフラックスとなるはずである。しかしながら、レーザ光子、
電子ビームのエネルギー広がりと角度発散を考慮すると、コリメータ立体角＝ 3 mrad では散乱 X線のエ
ネルギーが約 10%（全幅）まで広がってしまうことが確認された。コリメータ立体角＝ 0.6 mradの場合、
エネルギー幅 1 keVで 1.3 × 105/sec のフラックスが得られる。パルスの時間波形は図 5.10のように、ほ
ぼ解析式と同様の値（rmsで 100 fs程度）を示している。
軸上のピーク輝度 (on-axis peak brilliance)を他の光源と比較するために、図 5.9からピーク近傍のフラッ

クスを 1× 104/sec/0.1%bw と見積もり、コリメータ立体角、衝突点サイズ (2πσ2
e)、パルス長からピーク輝

度を計算すると B̂ = 5 × 1016/(sec mm2 mrad2 0.1%bw) となる。
これまでのX線フラックス、輝度の見積もりは、電子バンチの電荷量を 0.1 nC と仮定していた。エミッ

タンス、バンチ長を保ったまま電荷量を 1 nC とできれば、1桁大きな X線フラックス、輝度が得られる。
Cornell のシミュレーション [4] では、DC 電子銃による 1 nC バンチ発生の可能性が示されており、今後
検討の余地はあるだろう。

コンパクト ERLを他のフェムト秒 X線源と比較した一覧を表 5.2に示す。
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表 5.2: 運転中および研究開発中のフェムト秒 X線源
X-ray Energy Rep. Pulse divergence Ave. Flux Peak Brilliance ∗ ref.

コンパクト ERL (0.1 nC, 90-deg. collision)

20-40 keV 1 kHz 110 fs 8 mrad 105/s/0.1%bw 5 × 1016

コンパクト ERL (1 nC, 90-deg. collision)

20-40 keV 1 kHz 110 fs 8 mrad 106/s/0.1%bw 5 × 1017

APS Linac (small angle Thomson scattering)

8-40 keV 6 Hz 20 fs 3 mrad 106/s/0.1%bw ∼ 1020 [5]

ALS (90-deg Thomson scattering)

30 keV 100 Hz 300 fs 10 mrad 105/s/0.1%bw 3 × 1015 [6]

ALS (laser bunch slicing)

2 keV 10 kHz 100 fs 0.6 mrad 107/s/0.1%bw ∼ 1019 [7]

SPPS (undulator)

8-10 keV 10 Hz 100 fs 20 µrad 106/s/0.1%bw [8]

Laser Plasma Sources

1-12 keV 10 Hz 300 fs 4π 109/s/0.1%bw ∼ 1018 [9]

∗photons/(sec mm2 mrad2 0.1%bw)

high-flux モード

イメージング等への利用を目的とした high-fluxモードでは、高い繰り返しで電子とレーザの衝突を行い、
なおかつ、衝突点での電子とレーザ光子の密度を大きくしなければならない。電子密度は、エミッタンスと

電荷量で決まるので、ERLで実現できるパラメータを超えて大きくすることはできない。一方、レーザ光
子密度は、光蓄積共振器（laser supercavity）を使うことで、2-3桁の増大が可能である。
光蓄積共振器は、極めて反射率が高い 2枚の鏡を対向させたファブリペロー型の共振器であり、2枚の鏡

の距離、姿勢をピエゾ素子で精密に制御し、外部から入射したレーザパルスを正確に重ね合わせる働きを

もつ。共振器内部では重ねあわされたレーザパルスの数に従って、レーザ強度が増倍される。この時の増倍

率は、鏡の透過率 T、反射率 Rを用いて

G =
T

(1 − R)2
(5.16)

として与えられる。KEK-ATF で開発中の装置では、103 倍に迫る光蓄積が得られている [10]。
光蓄積共振器と組み合わせて用いるレーザ装置は、大きな平均出力と高い安定度が求められるが、われ

われが ERL電子銃の駆動用に開発しているモードロック・ファイバーレーザをこれに利用することができ
る。光蓄積を容易に行うには、フェムト秒ではなくピコ秒のレーザパルスが望ましいが、これも電子銃駆動

用レーザと共通の仕様である。

光蓄積共振器を用いたレーザコンプトンX線発生装置を図 5.11 に示す。X線フラックスを大きくするに
は、光共振器が電子ビーム軌道と干渉しない範囲で、なるべく小さい角度で衝突させるのがよい。

装置パラメータの例として、モードロック・ファイバーレーザ 1.8 µJ×130 MHz、光蓄積共振器の増倍率
3000、電子ビーム 0.1 nC×130 MHz、規格化エミッタンス 1 mm-mrad、衝突点のベータトロン関数 0.11 m
などとし、発生 X線フラックスを計算すると表 5.3のようになる。ただし、計算は正面衝突の近似で行っ
ている。
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図 5.11: 光蓄積共振器を利用したレーザコンプトン X線発生装置のレイアウト

表 5.3: high-fluxモードのレーザコンプトン X線の運転パラメータと解析式による X線フラックスの見積
もり

レーザ光 電子ビーム

波長: λ = 1064 nm エネルギー: E = 60 MeV
パワー: Ep = 1.8 µJ/pulse 電荷: q = 0.1 nC

繰り返し: f = 130 MHz 繰り返し: f = 130 MHz
パルス長（RMS）: σL = 300 µm (1 ps) バンチ長（RMS）: σz = 900 µm (3 ps)
サイズ (RMS): σw = 30 µm サイズ (RMS): σe = 30 µm
光蓄積増倍率: 3000 エミッタンス: εn = 1 mm-mrad

パルス当たりレーザ光子数 Np (photons/pulse) 2.9 × 1016

バンチあたり電子数 Nb (electrons/bunch) 6.2 × 108

パルスあたり X線光子数 Fc (ph./collision · 100% bw) 2.1 × 105

パルスあたり X線光子数 Fc (ph./collision · 3% bw) 1.9 × 104

X線平均フラックス F = fFc (ph./s · 100% bw) 2.7 × 1013

X線平均フラックス F = fFc (ph./s · 3% bw) 2.5 × 1012

X線パルス長 (RMS) σT 3 ps

われわれが提案するコンパクト ERLを含む運転中および研究開発中のレーザコンプトンX線光源の一覧
を表 5.4に示す。
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表 5.4: 運転中および研究開発中のレーザコンプトン X線源
Laboratory Geometry Energy Rep. Rate ph./pulse ph./sec ref.

コンパクト ERL

ultrafast 90◦ 20-40 keV 1 kHz 104 107

ultrafast 180◦ 40-80 keV 1 kHz 105 108

high-flux ∼ 180◦ 40-80 keV 130 MHz 105 1013

運転・実証済

LBL 90◦ 30 keV 2 Hz 104-105 104-105 [6]
BNL 180◦ 6 keV 0.03 Hz 107-108 105-106 [11]
LLNL (PLEIADES) 180◦ 40-140 keV 10 Hz 106 107 [12]
AIST 90◦/165◦ 40 keV 10 Hz 105/106 106/107 [13]
提案・開発中

Vanderbilit Univ. 180◦ 10-50 keV ∼ 0.01 Hz 109-1010 107-108 [14]
Univ. Tokyo 180◦ 40 keV 10 Hz 107 † 108 [15]
KEK-ATF 160◦ 33 keV 12.5 Hz 103 † 104 [16]
LLNL (T-REX) 180◦ 0.1-1 MeV 10 Hz 108-109 109-1010 [17]
Kharkov Inst. 150◦/10◦ 6-900 keV 40-700 MHz 105 1013 [18]
Lyncean Technologies 180◦ 12 keV 89 MHz 104 1012 [19]
MIT (high-flux) 180◦ 12 keV 10 MHz 105 1012 [20]
MIT (low-rep.) 180◦ 12 keV 10 Hz 109 1010 [20]

† macro pulse
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5.2 CSRによるテラヘルツ発生

5.2.1 コンパクトERLにおけるCSRによるテラヘルツ光の発生と利用

コンパクト ERLの軌道を周回するフェムト秒、ピコ秒の電子バンチから発生するコヒーレントシンクロ
トロン放射光（CSR; coherent synchrotron radiation）は、テラヘルツ領域に大きな強度をもち、物性研究
を始めとした利用実験における有用かつユニークな光源となりうる。放射光ユーザによるテラヘルツ利用

研究の議論がすでに始まっている [1]。
本章では、コンパクト ERLにおけるテラヘルツ発生の原理とその光源性能の見積もりを述べる。

5.2.2 CSRによるテラヘルツ光発生の原理

電子が円弧軌道を通るときに発生するシンクロトロン放射光は、通常は電子ビーム電流（電子数）に比例

した強度を示すが、電子バンチよりも長い波長領域では、バンチに含まれる電子数の 2乗に比例した強い
光となる。これがコヒーレントシンクロトロン放射（CSR）である。放射光強度が電子数の 2乗に比例す
るのは、個々の電子が位相の揃った光を放射することによる（図 5.12）。

図 5.12: コヒーレント放射光の原理：バンチ長よりも長い波長を放射するとき、各電子が放射する光の位
相が揃うので放射光の強度は電子数の 2乗に比例する。

バンチに含まれる電子数をN、電子バンチ長 (rms)を σz、放射光波長を λとしたとき、コヒーレント効

果による放射光の増強は次式に従う。

Ptotal(λ) = Pincoh(λ) [1 + (N − 1)f(λ)] , f(λ) = exp(−(2πσz/λ)2) (5.17)

ただし Pincoh は、1個の電子が発する放射光強度である。コヒーレント効果が顕著に現れるための臨界周
波数（臨界波長）は

ωc−csr =
πc

σz
, λc−csr = 2σz (5.18)

である。

ところで、ビームパイプを伝播できる光の波長は、ビームパイプの断面形状で決まる遮断周波数により制

限され、遮断周波数より長波長の光は伝播できない。軌道半径を ρ、ビームパイプの高さを h としたとき、

遮断周波数（遮断波長）は次式で与えられる。

ωcut−off = πc

√
ρ

h3
, λcut−off = 2

√
h3

ρ
(5.19)

一方、シンクロトロン放射光の臨界周波数（臨界波長）は

ωc =
3cγ3

2ρ
, λc =

4πρ

3γ3
(5.20)
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であるので、それぞれの周波数の関係から、コヒーレント放射光が得られる条件は

ωcut−off < ω < ωc−csr < ωc (5.21)

であることがわかる。蓄積リングの電子バンチは数十ピコ秒の長さがあり、コヒーレント効果による放射光

の増大は真空ダクトの遮断周波数より長い波長となるので上記条件は満たされない。したがって、蓄積リン

グの通常の運転形態では CSRは観測されず、外部レーザーによるバンチスライス [2]や、アイソクロナス
に近い条件で運転される蓄積リングでバンチに自発的な変形が生じる場合 [3][4]にのみ、テラヘルツ領域の
コヒーレント放射光が現れる。数百フェムト秒から数ピコ秒のバンチが得られる線形加速器（リニアック）

では、コヒーレント放射光を容易に発生でき、これを用いた利用実験が行われている [5]。
放射波長に比べて小さな領域に集群（マイクロバンチ）した電子が位相の揃った光を放射する現象として

は自由電子レーザがある。自由電子レーザでは規則的に整列した複数のマイクロバンチが、多数のアンジュ

レータ周期を経て放射光を発するので、スペクトルの狭い光（長い波束の光）が得られる。これに対して、

CSRは単一のバンチが単一の偏向軌道で光を発する現象であり、スペクトルの広がった白色光が得られる
特徴がある。

偏向磁石からの CSR放射において、軌道に沿って放射する光の位相関係を保ったまま大きな取り込み角
を実現するための装置がマジックミラーである [6][7]。マジックミラーを用いてCSR放射光を集光し、ビー
ムダクトや光輸送系において長波長光の損失が無視できる場合（全ての周波数帯域の光が発光点から観測

点まで届くような場合）、観測点に現れる放射光の電場は単一サイクルの波となる。

5.2.3 コンパクトERLにおけるテラヘルツ発生

コンパクト ERLの運転パラメータとして、電子エネルギー 60 MeV、バンチ電荷 100 pC、バンチ繰り
返し 130 MHz、偏向磁石の軌道半径 1 m、ビームダクトを直径 50 mmの円形とする時、通常のシンクロ
トロン放射光（incoherent SR）とコヒーレント放射光のフラックスの計算値を図 5.13に示す。バンチ長が
1 ps以下になれば、テラヘルツ領域 (0.3-3 THz=1-10 meV)でコヒーレント効果が顕著に現れ、大強度の
放射光が得られることがわかる。

図 5.13: コンパクト ERLにおけるコヒーレントシンクロトロン放射光のフラックスの計算値

偏向磁石からの放射光の角度広がりは次式で与えられる。

d2Pincoh

dωdΩ
=

3e2γ2

16π3ε0c

(
ω

ωc

)2

(1 + γ2θ2)
(

K2/3(ξ)2 +
γ2θ2

1 + γ2θ2
K1/3(ξ)2

)
(5.22)
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ここで、K2/3とK1/3 は変形ベッセル関数であり、ξ ≡ (ω/2ωc)(1 + γ2θ2)3/2である。変形ベッセル関数の

項のうち、K2/3 の項は水平偏光、K1/3 の項は垂直偏光である。

コンパクト ERLの偏向磁石からのシンクロトロン放射光では、放射光のエネルギーが低いため縦方向の
光の発散が大きく、光軸からずれた位置において垂直偏光成分が十分な大きさを持つ。したがって、シンク

ロトロン放射光（コヒーレントシンクロトロン放射光）を楕円偏光・円偏光として利用することが可能であ

る。図 5.14に、コンパクト ERLにおけるシンクロトロン放射光フラックスの垂直方向角度分布を水平偏
光、垂直偏光に分けて計算した結果を示す。水平偏光と垂直偏光のフラックスが等しくなる角度を選んで放

射光を取り出せば、円偏光の放射光が得られることになる。

図 5.14: コンパクト ERLにおけるシンクロトロン放射光の垂直方向角度分布。図中の rは偏向磁石の軌道

半径である。

バンチに含まれる電子が CSRの放射で失う運動量 δ ≡ (p − p0)/p0 の平均値は次式で表される。

⟨δ⟩ = −31/6 [Γ(2/3)]2

2π

reQLb

eγ(R2σ4)1/3
≃ −0.3505

reQLb

eγ(R2σ4)1/3
(5.23)

ただし、re 　電子の古典半径、Q バンチ電荷、Lb 円弧軌道長、R 軌道半径、σ バンチ長 (rms)である。
コンパクト ERLのパラメータ、R = 1 m、Q = 0.1 nC、σz = 30 µm を代入し、CSR放射光の水平方

向取り込み角を 300 mrad とすると、テラヘルツ光のパルスあたりのエネルギーは 10 µJと求められる。
130 MHzの繰り返しで運転した時のテラヘルツ光の平均パワーは 1.3 kW となる。コンパクト ERLは、既
存のテラヘルツ光源を遥かに凌駕する強力な光源であることがわかる。

マジックミラーを用いた理想的な集光を行った時、観測点において単一サイクルの電場振動が得られると

いう CSRの特長はすでに述べた。上記パラメータで運転するコンパクト ERLから放射されるテラヘルツ
パルスが単一サイクルとなる時、ピークエネルギーは 24 MWであり、直径 1 mmのスポットに集光した
ときのピーク電場は 1 MV/cm となる。コンパクト ERLの CSRテラヘルツ光は励起光源としても極めて
有用な存在であると言えるだろう。

3.3節で検討したように、電子エネルギーを 165 MeV と選んだ場合には、バンチ電荷 0.2 nC としても
バンチ長 0.1 ps まで圧縮できる。このような電子バンチを 260 MHz (52 mA) の繰り返しで加速できれば、
テラヘルツ光のパルスあたりのエネルギー 40 µJ、平均パワーは 10 kW まで大きくなる。このような運転

モードには、冷凍機の増設が必須であり、また、主加速器のHOM吸収体の厳しい熱負荷を解決しなけらば
ならない。将来的なアップグレードとして検討したい。

表 5.5に、単一サイクル・テラヘルツ光源の比較一覧を示す（[8]より抜粋）。
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表 5.5: 既存の単一サイクル・テラヘルツ光源とコンパクト ERLの比較 — [8]より抜粋
Source
type

Band
width

Pulse
width

Rep rate Average
power

Pulse
energy

Peak
E-field

Table-top
lasers

∼5 THz ∼100 fs ∼1 kHz nW to µW nJ to µJ ∼10 kV/cm

Linac
(NC)

∼2 THz ∼300 fs ∼10 Hz ∼mW ∼ 100µJ ∼1 MV/cm

Linac
(SC)

∼2 THz ∼300 fs 75 MHz 100s W ∼ µJ ∼10 kV/cm

Storage
Ring

∼1 THz ∼1 ps 500 MHz 1 W ∼nJ ∼10 V/cm

CIRCE∗ ∼0.2 THz ∼3 ps 1.5 GHz 1 kW 650 nJ ∼70 kV/cm

cERL
(13 mA)

∼5 THz ∼100 fs 130 MHz 1 kW 10 µJ ∼1 MV/cm

cERL
(52 mA)

∼5 THz ∼100 fs 260 MHz 10 kW 40 µJ ∼2 MV/cm

∗ LBNL で計画中のテラヘルツ専用蓄積リング [9]
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5.3 VUV光源としての可能性

5.3.1 放射光源としてのERL

挿入光源の立場からは、ERLは非常に性能の良い電子ビームの供給源である。光源加速器としての ERL
では電子を 1回だけ使用することによって、放射励起によるエミッタンス (ε)・エネルギー拡がり (σE/E)
の劣化（増加）を極限まで小さく抑えることができる。従って、電子ビーム源の性能を十分に良いものにす

ることができれば、通常のリニアック型光源の特性（エミッタンス、エネルギー拡がりともに加速エネル

ギーに逆比例して減少する）によって、最終的に我々が利用したい数GeV領域の電子ビームから回折限界
に達した放射光を得ることが可能になると考えられる。

本稿の目的は、計画中のコンパクト ERLを VUV-SX領域の放射光源として利用する場合の特性を検討
することである。到達エネルギーを含めて現時点では不確定の要素が多いが、コンパクト ERLにおいてエ
ネルギーE=100∼200 MeVを達成できた場合について以下にまとめる。今後、到達エネルギー・電流強度・
電子ビームエミッタンス・電子ビームエネルギー拡がり等の光源を直接決定する性能は、コンパクト ERL
として実証すべき事柄と建設コストとの関連で必ずしも理想的なものには設定できないかも知れない。何

を trade-offにすべきか、またその程度はどれだけかについての感触を持てれば、本稿の目的は達成できた
と考える。同様の検討は当然実機設計の最適化においても非常に重要になるであろう。

初めに、コンパクトERLが目標とする 100∼200 MeVの電子ビームエネルギーによって生成される放射の
エネルギー領域を確認するために、アンジュレータ周期長が λu=3.2, 4, 6 および 10 cmの場合（全長 10 m）
の放射のスペクトルを図 5.15（E=100 MeV）および図 5.16（E=200 MeV）に示した（ともに基本波およ
び 3次と 5次高調波について）。ここでは、電子源の性能として、規格化エミッタンス εn=εγ=1×10−6 m、
およびエネルギー拡がり σE/E=3×10−4 を仮定している。ここで、平均電流値を I=100 mAとし、電子
ビームの光学関数を βx=βy=5 mとした。E=100 MeVの場合には 10 eV領域の放射が、またE=200 MeV
の場合には 50 eV領域の放射が得られる。

5.3.2 回折限界光の生成

電子ビームのエミッタンスを極限まで減少させ、目標の放射の波長 λに対して次式を満足する電子ビー

ムからは空間的（または横方向）に回折限界に達した放射を生成することが可能になる (図 5.17)。

εx,y ≤ λ

4π
. (5.24)

従って、E=100 MeVの場合には εn=20×10−6 mを実現すれば、概ね 1000 nm（1.2 eV）の波長領域にお
いて回折限界光を得ることができる。また、E=200 MeVの場合には、εn=5×10−6 mによって 100 nmの
波長領域において回折限界に到達する。これは、E=5 GeVの電子ビームを用いて 0.1 nmの波長領域にお
いて回折限界光を得ようという ERL実用機において要求される εn=0.1×10−6 mに比べてかなり余裕のあ
る目標性能である。以下で、周期長 4.0 cmのアンジュレータのK=2の場合について放射スペクトルを紹介
する（図 5.18～5.27）。図 5.18～5.22は E=100 MeVの場合、図 5.23～5.27は E=200 MeVの場合にそれ
ぞれ対応し、数通りの規格化エミッタンスに対して示してある。例えば図 5.18は輝度を、図 5.19は 1次光
の輝度を、図 5.20は 3次光の輝度を、図 5.21は 1次光の光束密度を、図 5.22は 3次光の光束密度を、各々
示す。図 5.18では、基本波において εn=20×10−6 mよりも小さな規格化エミッタンスにおいて回折限界に
到達する様子が見て取れる。しかし、3次高調波に対しては回折限界に達するエミッタンスはさらに小さく
なるため、この条件から外れる。E=200 MeVの場合の図 5.23をみると、基本波において εn=5×10−6 m
よりも小さな規格化エミッタンスにおいて、回折限界に到達することが分かる。

5.3.3 長尺アンジュレータの有効性

アンジュレータ放射の輝度は、σE/E=0かつ横方向（xおよび y方向）エミッタンスが回折限界に達して
いる場合には、アンジュレータ周期数N2に比例して増加する。従って、輝度の追求は周期数の多い長尺ア
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ンジュレータによってなされることになる。しかし回折限界から遠い場合には、依存性は低下して単に N

に比例して増加するのみとなる。

また、アンジュレータから得られる放射のバンド幅は周期数N に逆比例して減少するため、多周期（長

尺）アンジュレータのスペクトルは非常に鋭いものになるが、この効果は電子ビームの σE/E によって鈍

化する。k次高調波の場合に、有限の σE/E に対して、N を増やすことによってバンド幅を減少させるこ

とのできる臨界値は、

N∗ = (4kσE/E)−1 (5.25)

で与えられ、N∗ 以上ではスペクトル幅はほとんど変わらない。各図の中には σE/E=3×10−4 の場合のN∗

を示してある。

この状況をE=200 MeVの場合に、コンパクトERLに設置するアンジュレータの長さ（周期数）を変更し
て示したのが図 5.28～5.30である。図 5.28は輝度を、図 5.29は 1次光の輝度を、図 5.30は 3次光の輝度を
各々示す。ここでは、アンジュレータの周期数によらず一定の β関数（βx=βy=5 m；その他 εn=1×10−6 m
（εx,y=1.25 nm）、κ=1.0、σE/E=3×10−4、λu=4.0 cm、K=2.0）を仮定した。
ここに示した ERL光源の例では、回折限界のエミッタンス条件を仮定したために、ほぼN2則に近い輝

度の増強が得られる。N が大きい場合のN2則からのずれも、N の範囲がN∗=(4kσE/E)−1 ＝ 833に比べ
て十分小さいために顕著にはならない。十分に理想的な回折限界の VUV放射光が得られるものと期待で
きる。

5.3.4 光源に関する一つの考え方

放射光ユーザが ERL光源に期待している利用の中でもっとも重要視しているのは、回折限界光の利用で
あろう。回折限界光の生成という観点から言うと、例えばVUV領域では本稿において示したように、規格
化エミッタンスはX線領域で要求されるものよりも３桁程度大きくても問題なく発生可能である。したがっ
て、規格化エミッタンス 0.1 mm·mradの生成にこだわらず、VUV利用者が求める性能を満たす光源をで
きる限り早期に建設することが重要ではないかと考える。

一方、平均電流値についても述べておきたい。現在の ERL光源計画ではバンチ当たりの電荷量を 77 pC
に設定し、このバンチを 1.3 GHzという高い周波数で繰り返すことによって、大電流の実現を１つの目標
としている。しかし、バンチ当たり 77 pCの電荷量は、リニアック型光源としての初期のアイデア [1]（バ
ンチ電荷量を極限まで下げることによってライナックを通過する際のエミッタンス増加を微小に抑える）の

100倍に相当し、例えば現在の PFリング 450 mA運転時のバンチ電荷量（880 pC）の 1/10にも相当する。
また、1.3 GHzの高い繰り返し周波数で大電流でかつ極低エミッタンスの電子銃開発が、ERL実現に対す
る大きな課題の一つになっている。仮に、上記の平均電流値やエミッタンスの仕様を下げても支障がない

テーマであれば、さらに早期に利用実験が実現できるのではないかと思われる。ERLの繰り返し周波数が
３ ∼６桁低いモードを設けることによって、ERL光源による利用実験の早期実現や FELなどへの応用も
ありえるのではないだろうか。今後、利用実験の計画と想定される光源性能の擦り合わせが必要になるで

あろう。

参考文献

[1] “MARS - A project of the diffraction limited fourth generation X-ray source”, D.A. Kayran, V.N. Ko-
rchuganov, G.N. Kulipanov, E.B. Levichev, V.V. Sajaev, A.N. Skrinsky, P.D. Vobly, N.A. Vinokurov,
Proc. of the 1998 Asian Particle Accel. Conf. (APAC-1998), March 23-27, 1998, Tsukuba, Japan,
pp. 704–706.
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図 5.25: E=200 MeVにおける周期長 4.0 cmのアンジュレータの K=2の場合について放射スペクトル：
３次光の輝度。
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図 5.26: E=200 MeVにおける周期長 4.0 cmのアンジュレータの K=2の場合について放射スペクトル：
１次光の光束密度。
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図 5.27: E=200 MeVにおける周期長 4.0 cmのアンジュレータの K=2の場合について放射スペクトル：
３次光の光束密度。
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図 5.28: E=200 MeVで周期長 4.0 cmのアンジュレータのK=2の場合について、設置するアンジュレー
タの長さ（周期数）を変えた時の放射スペクトル：輝度。
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図 5.29: E=200 MeVで周期長 4.0 cmのアンジュレータのK=2の場合について、設置するアンジュレー
タの長さ（周期数）を変えた時の放射スペクトル：１次光の輝度。
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図 5.30: E=200 MeVで周期長 4.0 cmのアンジュレータのK=2の場合について、設置するアンジュレー
タの長さ（周期数）を変えた時の放射スペクトル：３次光の輝度。
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